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要旨 

 

 鉄道では，横風による車両の転覆防止や転覆時の被害軽減を目的として，強風時には速

度規制や運転中止といった運転規制が行われる．運転規制の風速基準値を低くすれば，列

車運行の安全性を高めることができるが，運転規制の頻度が高くなり，輸送サービスの安

定性が低下する．そのため，強風時の運転規制では，必要な安全性を確保しつつ運転規制

時間を極力短くするために，風速基準値を合理的に定めることが重要である． 

運転規制の風速基準値の設定においては，車両の転覆に対する耐力が車両にはたらく外

力である空気力，超過遠心力，左右振動慣性力を上回る状態を担保する必要がある．空気

力の推定にあたり，特に重要なのが空気力係数と風速の評価である．現状では，空気力係

数を導出するための気流条件は統一されておらず，日本では自然風を模擬した乱流，欧州

では一様流を用いている．しかし，車両まわりの気流特性は走行速度に応じて時々刻々と

変化しているため，実車両にはたらく空気力を精度よく推定するためには，走行速度に応

じた空気力係数の評価が必要である．また，風速については，鉄道沿線の風速計で観測さ

れた瞬間風速を用いて車両にはたらく瞬間空気力を推定する必要がある．しかし，鉄道車

両における瞬間風速と瞬間空気力の関係は，これまでに実測により検証されておらず，両

者の関係を明らかにする必要がある．さらに，運転規制における耐力と外力は，風下側の

車輪／レール接触点まわりのローリングモーメントのつり合いにより評価されるが，既往

手法では耐力と外力が確定値として取り扱われており，安全率には経験的に定めた値が採

用されている．しかし，実際の車両に作用する力は不確かさを有するため，不確かさを考

慮して外力が耐力を上回る破壊確率を導出し，それに基づき安全率を適切に設定する必要

がある． 

そこで，本研究では，まず走行中の鉄道車両の空気力係数を評価する新しい手法を提案

し，一様流中の空気力係数から乱流中の空気力係数を推定することを可能にする．次に，

瞬間空気力を精度よく評価可能な瞬間風速の平均化時間を提案するとともに，瞬間空気力

および車両に作用する各種力の確率分布を求める．最後に，信頼性理論を用いて耐力と外

力の不確かさを考慮した横風に対する鉄道車両の耐風性能評価を行うとともに，軌道条件

や走行速度によらず一定の安全性指標が得られる転覆限界風速の評価式を提案する． 

 

第１章では，本研究の背景と目的について述べるとともに，現行の運転規制手法および

既往研究における問題点を整理し，本研究で解決すべき課題を設定した． 
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第２章では，まず一様流中および乱流中で風洞実験を実施し，風洞内の気流，車両の空

気力係数および車体まわりの風圧を測定した．次に，一様流中の横力係数から乱流中のそ

れを予測するモデルを構築するために，気流の違いによる背面圧の変化を考慮した新しい

モデルを提案し，乱流中の横力係数を精度よく予測することを可能にした．最後に，提案

モデルを用いて走行車両にはたらく横力の予測を行い，車両の転覆限界風速を評価した．

その結果，日本の在来線の速度域（0～120km/h）においては，一様流中の横力係数では転

覆限界風速を過小評価（安全側の評価），乱流中の横力係数では転覆限界風速を過大評価

（危険側の評価）することを明らかにした． 

 

第３章では，まず実物大車両模型を用いた空気力・風向風速の測定データを用いて，瞬

間空気力と瞬間風速の関係を調べ，瞬間風速の評価に気象学や風工学の分野で一般的に用

いられる 3 秒平均値を採用した場合に，実測空気力と推定空気力の平均値が一致し，空気

力推定値の不確かさは 10%程度であることを明らかにした．また，空気力以外の車両の転

覆に関わる重力，超過遠心力および左右振動慣性力の不確かさについては，実測データに

基づき，それぞれの不確かさを平均値と標準偏差として定量化した．重力については，実

車両の検査データをもとに静止輪重のアンバランスを考慮した．超過遠心力については，

実軌道の検査データをもとにカントの設定値と実測値との誤差を考慮した．左右振動慣性

力については，実車両の走行試験データをもとに左右振動加速度の標準偏差を走行速度の

関数として定式化した． 

 

第４章では，まず第３章で定量化したそれぞれの力の不確かさに基づき，既往の転覆限

界風速の評価式に基づく運転規制の安全性指標を評価し，既往の運転規制では軌道条件や

走行速度により安全性指標が変動することを明らかにした．次に，許容安全性指標を設定

してコードキャリブレーションを行い，部分係数を用いた転覆限界風速の評価式を提案し

た．提案評価式に基づく運転規制の安全性を評価した結果，軌道条件や走行速度によらず

に一定の安全性指標が得られることを示した．最後に，提案評価式に基づく運転規制の 1

年あたりの安全性指標を評価し，走行速度の頻度分布，風向角の頻度分布，運転規制区間

内での安全性指標の変動および運転規制への遭遇頻度を考慮することにより，1 年あたり

の安全性指標の値は複数路線でいずれも 5 以上の値となることを明らかにした． 

 

第５章では，第２章から第４章で得られた研究成果をまとめ，本研究の有用性を示すと

ともに，本研究の結論を述べた．  



iii 

目次 

 

第１章 序論 …………………………………………………………………………………   1 

 １．１節 本章の目的 ……………………………………………………………………   1 

 １．２節 本研究の背景と目的 …………………………………………………………   1 

 １．３節 論文の構成 ……………………………………………………………………   8 

 

第２章 空気力係数の評価方法の提案 ……………………………………………………   9 

 ２．１節 本章の目的 ……………………………………………………………………   9 

 ２．２節 風洞実験 ………………………………………………………………………  12 

  ２．２．１項 気流特性の測定 ………………………………………………………  15 

   （１）流入風の気流特性 ……………………………………………………………  15 

   （２）構造物上の車両位置における気流特性 ……………………………………  19 

  ２．２．２項 空気力係数の測定 ……………………………………………………  25 

  ２．２．３項 車体まわりの風圧分布の測定 ………………………………………  30 

 ２．３節 乱流中の横力係数の予測モデルの構築 ……………………………………  39 

  ２．３．１項 既往モデルの定式化 …………………………………………………  39 

  ２．３．２項 既往モデルによる横力係数の予測精度の評価 ……………………  42 

  ２．３．３項 提案モデルの定式化 …………………………………………………  45 

  ２．３．４項 提案モデルによる横力係数の予測精度の評価 ……………………  48 

  ２．３．５項 提案モデルの予測精度と適用範囲に関する検証 …………………  51 

   （１）各補正係数を独立としないモデルとの予測精度の比較 …………………  51 

   （２）中間車に対する予測モデルの適用性の検証 ………………………………  53 

 ２．４節 走行中の車両にはたらく横力の予測と転覆限界風速の評価 ……………  58 

  ２．４．１項 横力の予測 ……………………………………………………………  58 

  ２．４．２項 転覆限界風速の評価 …………………………………………………  63 

 ２．５節 本章のまとめ …………………………………………………………………  67 

 

第３章 瞬間風速の評価方法の提案と各種力の不確かさの評価 ………………………  68 

 ３．１節 本章の目的 ……………………………………………………………………  68 

 ３．２節 瞬間風速の評価方法の提案と空気力推定値の不確かさの評価 …………  69 



iv 

  ３．２．１項 空気力の評価に用いたデータ ………………………………………  69 

  ３．２．２項 空気力の評価方法 ……………………………………………………  73 

  ３．２．３項 空気力の評価結果 ……………………………………………………  79 

  ３．２．４項 評価結果に対する考察 ………………………………………………  82 

 ３．３節 重力の不確かさ ………………………………………………………………  85 

 ３．４節 超過遠心力の不確かさ ………………………………………………………  87 

 ３．５節 左右振動慣性力の不確かさ …………………………………………………  88 

 ３．６節 本章のまとめ …………………………………………………………………  94 

 

第４章 信頼性理論を用いた横風に対する鉄道車両の耐風性能評価 …………………  95 

 ４．１節 本章の目的 ……………………………………………………………………  95 

 ４．２節 性能関数と安全性指標の定式化 ……………………………………………  97 

 ４．３節 性能関数と安全性指標の妥当性の検証 …………………………………… 100 

  ４．３．１項 実測分布とモンテカルロシミュレーションによる検証 ………… 100 

  ４．３．２項 実測輪重による検証 ………………………………………………… 103 

 ４．４節 運転規制の風速基準値の設定 ……………………………………………… 108 

  ４．４．１項 現行の風速基準値 …………………………………………………… 108 

  ４．４．２項 既往評価式に基づく風速基準値 …………………………………… 108 

  ４．４．３項 評価条件の違いが風速基準値に与える影響 ……………………… 109 

 ４．５節 運転規制の安全性指標の評価 ……………………………………………… 114 

  ４．５．１項 速度規制に対する安全性指標 ……………………………………… 114 

  ４．５．２項 運転中止に対する安全性指標 ……………………………………… 118 

 ４．６節 部分係数を用いた転覆限界風速の評価式の提案 ………………………… 119 

  ４．６．１項 コードキャリブレーション方法 …………………………………… 119 

  ４．６．２項 コードキャリブレーション結果 …………………………………… 120 

 ４．７節 運転規制の１年あたりの安全性指標の評価 ……………………………… 123 

  ４．７．１項 考慮するパラメータ ………………………………………………… 123 

  ４．７．２項 速度規制に対する１年あたりの安全性指標 ……………………… 127 

  ４．７．３項 運転中止に対する１年あたりの安全性指標 ……………………… 128 

 ４．８節 欧州解析法に基づく運転規制の安全性指標の評価 ……………………… 132 

 ４．９節 本章のまとめ ………………………………………………………………… 134 

 



v 

第５章 結論 ………………………………………………………………………………… 136 

 ５．１節 本章の目的 …………………………………………………………………… 136 

 ５．２節 本研究成果のまとめ ………………………………………………………… 136 

 ５．３節 本研究成果の補足 …………………………………………………………… 138 

 ５．４節 今後の展望 …………………………………………………………………… 142 

 

参考文献 ……………………………………………………………………………………… 143 

 

謝辞 …………………………………………………………………………………………… 148 



1 

第１章 序論 

 

１．１節 本章の目的 

 

 本章では，本研究の背景と目的について述べる．１．２節では，現行手法と既往研究に

おける問題点を整理し，本研究で解決すべき課題を設定する．１．３節では，設定した課

題に基づき論文の章立てを行い，その構成について述べる． 

 

 

１．２節 本研究の背景と目的 

 

 日本では，1872 年の鉄道開業以来，横風に起因する列車の転覆事故が数多く発生してい

る．今井ら[1]は，横風による転覆事故の件数を調査しており，それによればその数は 50件

にも達する．藤井ら[2]や島村[3]は，過去の代表的な転覆事故を紹介するとともに，それに

伴う強風対策を示している．特に重要なものとしては，餘部事故技術調査委員会（中村[4]

が概説）が挙げられる．これらの事故対策として，鉄道事業者では鉄道沿線へ風速計を整

備し，その観測値に基づく列車運転規制を実施，改良してきた．この対策に伴い，近年に

おける事故件数は大幅に減少しているものの，未だにその数はゼロにはなっていない．航

空・鉄道事故調査委員会[5]や荒木ら[6]は，近年における事故事例を紹介している．さらに，

近年では車両の軽量化や高速化といった転覆に対しては不利にはたらく条件が推進されて

おり，横風に対する列車運行の安全性確保はますます重要になっている．一方，海外にお

いては，同種の事故はこれまでにほとんど発生していない．しかしながら，近年における

高速鉄道網の拡大に伴い，横風に対する転覆防止の問題意識は高まっており，これに関連

した研究も欧州を中心に活発に行われている．代表的なものとしては，DEUFRAKO プロ

ジェクト（Gautier et al.[7]が概説）がある．そして，その知見は，欧州間の鉄道の相互乗り

入れ規格である Technical Specifications for interoperability (TSI) (European Railway Agency[8])

や，欧州における横風に対する列車の走行安全性の評価規格である EN14067-6 (European 

committee for standardization[9])として規格化されている． 

横風による車両の転覆防止や転覆時の被害軽減を目的として，強風時には速度規制や運

転中止といった運転規制が行われる．図 1.1 には，運転規制区間の設定範囲と風速計の設

置位置のイメージを示す．通常，運転規制区間は，列車の駅間停車防止やヒューマンエラ
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ー防止の観点から駅間単位で設定されることが多い．風速計は，河川橋梁上など運転規制

区間の中で最も風況が強いと考えられる場所を経験的に選定し，1 基ないし数基設置され

る．そして，運転規制区間内の風速計でリアルタイムに観測された瞬間風速があらかじめ

定められた風速基準値に達した場合に，その風速値に応じて速度規制もしくは運転中止が

行われる．また，観測された瞬間風速の時系列波形をリアルタイムに解析して，数分から

数十分先の最大瞬間風速を予測し，運転規制に用いている鉄道事業者もある（島村・松沼

[10]）．表 1.1 には，強風時の運転規制の風速基準値の一例を示す．一般的には，運転規制

の風速基準値は 5m/s 単位で設定されることが多い．また，早め規制区間と一般規制区間で

は風速基準値に 5m/s の差があり，現在は多くの鉄道事業者が安全性確保の観点から早め規

制を採用している．強風時の列車運行の安全性を高めるためには風速基準値を低くすれば

よいが，それに伴い運転規制の頻度は高くなるため，列車運行の安全性と輸送サービスの

安定性はトレードオフの関係にある．図 1.2 には，運転規制の風速基準値が運転規制時間

に与える影響の一例を示す．評価には，鉄道沿線に設置された風速計の観測データを用い

ており，その詳細は５．３節で述べることとする．このデータより，風速基準値が 1m/s 増

減するだけで運転規制時間が大きく変化することがわかる．このことから，強風時の運転

規制では，必要な安全性を確保しつつ運転規制時間を極力短くするために，風速基準値を

精度よく合理的に定めることが重要である． 

 

 

図 1.1 運転規制区間の設定範囲と風速計の設置位置のイメージ 

 

 

表 1.1 強風時の運転規制の風速基準値の例 

 風速 20m/s 風速 25m/s 風速 30m/s 

早め規制 速度規制 運転中止 

一般規制 － 速度規制 運転中止 

B駅

A駅

列車

運転規制区間

風速計
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図 1.2 風速基準値の変化が運転規制時間に与える影響の例 

 

 

 

図 1.3 鉄道車両にはたらく耐力と外力のイメージ 

 

運転規制の風速基準値の設定において重要なことは，風下側の車輪／レール接触点まわ

りのローリングモーメントのつり合いを考え，車両の転覆に対する耐力が車両にはたらく

外力を上回る状態を担保することである．ここで，耐力としては車両の重力が，外力とし

ては空気力，超過遠心力，左右振動慣性力が挙げられる．図 1.3 には，耐力と各種外力お

よびこれらの力により発生する風下側の車輪／レール接触点まわりのローリングモーメン

トのイメージを示す．列車運行の安全性確保においては，これらの力を精緻に評価し，そ

のつり合いを適切に評価することが重要である．力のつり合いを評価する方法としては，

日本では国枝[11]により提案されている静的解析法（以下，国枝式とする）や日比野・石

田[12]により提案されている準静的解析法（以下，総研詳細式とする）が広く使われてい

0
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る．また，日比野ら[13]は，横風に対する車両の動的解析法として，1 車両シミュレーショ

ンモデルを構築，提案している．一方，欧州では EN14067-6[9]において，準静的解析法や

動的解析法が規定されている（以下，欧州解析法とする）．これらの解析法を用いて力の

つり合いを自然風の風速について解くことによって，風上側の輪重（車輪がレールを押す

力）がゼロと評価されるときの風速が求められる．この風速は，日本では転覆限界風速，

欧州では Characteristic wind speed と呼ばれるが，本研究では転覆限界風速の呼称を用いる

こととする．なお，転覆限界風速はあくまでも各種評価式において転覆と判定される風速

を公称的に示すものであり，実際に転覆を引き起こす風速とは異なることに注意されたい． 

力のつり合いに影響する外力のうち，最も大きな割合を占めるのは風により車両にはた

らく空気力である．図 1.4 には，線路構造物と軌道条件ごとの外力に対する空気力，超過

遠心力および左右振動慣性力の内訳を示す．それぞれの力の最大値を想定し，総研詳細式

[12]において風上側輪重が 0になるときの内訳を求めた．評価条件として，自然風の風向角

は 75 度，車両は通勤型先頭車，風速は総研詳細式により求められる転覆限界風速とした．

これらの評価条件は図 4.16 と同様であり，その詳細については４．５節で述べる．条件に

より内訳は異なるが，いずれの条件においても最も割合が高いのは空気力であり，外力の

約 60～80%を占めることがわかる．そして，運転規制において制御する主な力も同様に空

気力である．したがって，外力の評価では，空気力を精度よく推定することが非常に重要

である．空気力の推定にあたり，特に重要なのが空気力係数と風速の評価である． 

 

 

図 1.4 鉄道車両にはたらく外力の内訳  
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空気力係数は，縮尺模型を用いた風洞実験により導出するのが一般的であるが，その値

は気流条件により大きく変化する．種本ら[14]は，一様流と乱流の両方の気流中で風洞実

験を実施し，一様流中の横力係数が乱流中のそれよりも大きくなることを示した．しかし，

現状では，空気力係数を導出するための気流条件は統一されていない．日本では，乱流中

の空気力係数を導出するのが一般的である（例えば，鈴木ほか[15]）．一方，欧州では，

EN14067-6[9]により一様流中での風洞実験の実施が規定されている．しかし，建築物や土

木構造物とは異なり鉄道車両は移動体であるため，車両まわりの気流特性は走行速度に応

じて時々刻々と変化している．そのため，走行中の車両にはたらく空気力を精度よく推定

するためには，気流特性に応じた空気力係数の評価が必要である．三須・石原[16]は，自

然風と走行風の相対風の乱流強度に応じて一様流中と乱流中の空気力係数を内挿し，走行

中の車両にはたらく空気力を予測する手法を提案した．ただし，一様流中と乱流中で空気

力係数が変化するメカニズムには言及されておらず，手法の予測精度についても検証され

ていない．そのため，一様流中と乱流中の空気力係数の違いのメカニズムを考慮した予測

モデルを構築し，その予測精度を検証する必要がある． 

空気力を推定するための風速については，日本，欧州ともに鉄道車両にはたらく瞬間空

気力を推定することを目的としており，そのために瞬間風速を観測もしくは予測すること

に主眼を置いている．一方で，瞬間風速の評価方法は明確には規定されておらず，日本と

欧州では相違が見られる．日本では，風速計で観測された瞬時値をそのまま用いるのが一

般的である．例えば，鉄道強風対策協議会[17]が発行している風観測の手引きでは，瞬間

風速を瞬時値として評価することを前提とした記載がなされている．これは，気象庁[18]

が 2007 年まで瞬間風速の評価に瞬時値を用いており，鉄道事業者もその方法を踏襲してい

たためと考えられる．一方，欧州では，2～3 秒程度の時間平均値で瞬間風速を評価するこ

とを想定している．例えば，DEUFRAKO[7]では，瞬間風速のピークファクターを導出す

るための平均化時間を 2 秒としている．また，Hoppmann et al.[19]は，数分から数十分先の

瞬間風速の予測において，予測対象とする評価風速を 3 秒平均値としている．このように，

日本と欧州では瞬間風速の評価方法が統一されておらず，鉄道車両に関する瞬間風速と瞬

間空気力の関係もこれまでに検証されていない．気象分野（例えば，気象庁[18]や World 

Meteorological Organization[20]），建築分野（例えば，大熊ほか[21]），風力分野（例えば，

新エネルギー・産業技術総合開発機構[22]）などでは，3 秒程度の時間平均値で瞬間風速を

評価するのが一般的である．しかし，建築物や土木構造物に比べて鉄道車両の大きさは長

さ 20m，高さ 3m 程度とスケールが小さいため，他分野の評価方法をそのまま適用できる

保証はない．そのため，鉄道車両を対象として，瞬間空気力を精度よく推定することが可
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能な瞬間風速の評価方法を明らかにする必要がある． 

強風時における列車の運転規制に際しては，車両の種類，軌道の曲線半径およびカント，

線路構造物の種類および走行速度に応じてあらかじめ転覆限界風速を計算しておき，転覆

限界風速を下回るように運転規制の風速基準値が設定される．そのため，転覆限界風速を

高い精度で導出することと，必要に応じて適切な安全率を設定することは，鉄道運行の安

全確保にとって極めて重要である．まず，転覆限界風速の導出精度に関して，国枝式は多

くの仮定や近似を用いた簡易式であり，また欧州解析法は左右振動慣性力を考慮しないの

に対して，総研詳細式は全ての項を理論値や実測値に基づき詳細に計算する．そのため，

各種評価式の中では相対的に高い精度で転覆限界風速を導出できると考えられる．日比野

ら[23]は，実物車両を用いた横力負荷試験を実施し，停車時における実測値と総研詳細式

による計算値との比較を行い，総研詳細式の妥当性を示した．一方で，総研詳細式では，

走行速度に応じた左右振動慣性力の最大値が空気力と同じ方向に同時に作用する状況を想

定している．しかし，実際の左右振動は，平均値が 0 で正と負の両方向にばらつきを持つ

現象であり，総研詳細式が想定する状況では安全側ではあるが左右振動慣性力を過大評価

していると考えられる．次に，転覆限界風速の評価式に適用する安全率について，国枝式

では輪重減少率（静止輪重に対する風上側輪重の減少割合）が 80%となるときを転覆と判

定する．これには，見かけ上の転覆限界風速を小さくして安全側の評価を行う効果があり，

構造設計における強度係数としての役割を果たしている．欧州解析法でも同様の考え方を

採用しており，輪重減少率の限界基準値は 90%である．一方，総研詳細式では，各項を近

似せずに詳細に計算し，さらに各外力の最大値が同時に同方向に作用するいわゆる最悪条

件を想定していることから，安全率は設けられていない．このように，安全率は評価式ご

とに異なっており，いずれの評価式においてもその値は経験的に定められている．安全率

が不足すると列車運行の安全性が損なわれ，逆に安全率が過剰だと運転規制が必要以上に

発生して輸送サービスの安定性が損なわれる．したがって，安全率を必要量だけ合理的に

定めることが重要であるが，そのためには各評価式に基づく運転規制の安全性を定量的に

評価する必要がある．しかし，既往の評価式では，転覆限界風速を導出するための重力，

空気力，超過遠心力および左右振動慣性力が確定値として取り扱われているため，安全性

を定量的に評価することができない．実際には，耐力と外力は不確かさを有するため，そ

れらの不確かさを考慮して外力が耐力を上回る破壊確率を導出し，それに基づき安全率を

適切に設定することが必要である．鉄道分野において，力の不確かさを考慮した既往研究

には次のようなものがある．Carrarini[24]は，空気力推定値の不確かさを仮定し，仮定した

不確かさに基づき転覆限界風速の超過確率を評価する手法を提案した．Wetzel & Proppe[25], 
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[26]は，風速と空気力係数の変動を考慮し，Carrarini[24]の提案手法を用いて転覆限界風速

の超過確率を評価した．Cheli et al.[27]は，風速変動を考慮した動的解析を実施し，転覆限

界風速の変動量を評価した．Baker[28]は，空気力評価における車両の空間スケールの有無，

軌道変位による左右振動慣性力の有無および車両のばね系の有無が輪重減少率に与える影

響と感度を評価した．Yu et al.[29]は，軌道変位による左右振動を考慮したうえで，瞬間風

速と転覆限界風速の関係を平均風速と転覆限界風速の関係に置き換え，平均風速を用いた

場合の転覆限界風速の超過確率を評価した．しかし，いずれの研究においても，空気力推

定値の不確かさには仮定が用いられており，重力や超過遠心力の不確かさは考慮されてい

ない．さらに，転覆の判定には欧州解析法で規定されている安全率（輪重減少率の限界基

準値 90%）がそのまま用いられており，実態に即した安全性評価や適切な安全率の検証は

行われていない．これらの問題を解決するためには，既往の評価式で取り扱うそれぞれの

力の不確かさを実測に基づき評価するとともに，実態に即した安全性評価を行う必要があ

る．さらに，基準とする安全性を定めたうえで，評価式に設ける適切な安全率を定める必

要がある．この問題を解決する実用的な方法としては，建築や土木の分野で構造設計に用

いられる信頼性理論（例えば，星谷・石井[30]）を鉄道の運転規制に応用することが考え

られる．建築物や土木構造物は静止体であり，耐力は制御できるが外力を制御することが

できないため，同理論は構造設計というハードウェアに対して用いられる．一方，鉄道車

両は移動体であり，外力は制御できるが耐力を制御することができないため，同理論は運

転規制というソフトウェアに対して適用する必要がある．この違いを考慮して信頼性理論

を鉄道分野へ応用することで，運転規制の安全性を定量評価できるようになり，さらには

適切な安全率や転覆限界風速の評価式を提案できるものと考える． 

以上より，本研究では，三つの目的を設定する．一つめは，空気力係数の評価に関する

ものであり，走行中の鉄道車両に適用する適切な空気力係数の評価方法を提案する．二つ

めは，瞬間風速の評価に関するものであり，鉄道車両にはたらく瞬間空気力を精度よく評

価可能な瞬間風速の評価方法を提案する．三つめは，鉄道車両の耐風性能評価に関するも

のであり，信頼性理論を用いて耐力と外力の不確かさを考慮した耐風性能評価を行い，適

切な安全率を有する転覆限界風速の評価式を提案する． 

本研究で取り扱う対象は準定常風とし，用いる解析法は準静的解析法とする．これは，

日本において過去に発生した強風による列車の転覆事故のうち，ほとんどが準定常風によ

るものと考えられるためである．実際に，現在の運転規制は準定常風を前提としており，

風観測方法や車両の耐力評価方法は準定常仮定に基づいている．突風などの非定常風は，

風観測方法，外力評価方法および耐力評価方法の全てに別のアプローチが必要になり，ま
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た突風が原因の転覆事故は少ないため，本研究では対象としないこととする． 

 

 

１．３節 論文の構成 

 

本論文は，全５章で構成されている． 

第１章では，本研究の背景と目的について述べる．現行手法と既往研究における問題点

を整理し，本研究で解決すべき課題を設定する． 

第２章では，空気力係数の評価方法の提案について述べる．まず，一様流中および乱流

中で風洞実験を実施し，風洞内の気流特性，車両の空気力係数および車体まわりの風圧力

を測定する．次に，気流特性と横力の関係のメカニズムを考慮して，一様流中の横力係数

から乱流中のそれを予測するモデルを構築する．最後に，提案モデルを用いて気流特性を

考慮した走行車両にはたらく横力の予測を行い，車両の転覆限界風速を評価する． 

第３章では，瞬間風速の評価方法の提案と各種力の不確かさの評価について述べる．実

物大車両模型を用いた空気力・風向風速測定試験の測定データを用いて，瞬間空気力と瞬

間風速の関係を評価し，適切な瞬間風速の評価方法を提案する．評価結果をもとに，空気

力推定値の不確かさを平均値と標準偏差として定量化する．さらに，空気力以外の車両の

転覆に関わる力である重力，超過遠心力および左右振動慣性力について，実測データに基

づきそれぞれの不確かさを平均値と標準偏差として定量化する． 

第４章では，耐力と外力の不確かさを考慮した鉄道車両の耐風性能評価について述べる．

最初に，信頼性理論を用いて，車両の転覆に対する性能関数と安全性指標を定式化する．

二番目に，第３章で定量化した力の不確かさに基づき，現行基準値や既往評価式に基づく

運転規制の安全性指標を評価する．三番目に，許容安全性指標を設定してコードキャリブ

レーションを行い，部分係数を用いた転覆限界風速の評価式を提案する．最後に，提案評

価式に基づく運転規制の 1 年あたりの安全性指標を評価する． 

第５章では，本研究の結論について述べる．第２章から第４章で得られた研究成果をま

とめ，本研究の有用性を示すとともに，今後の展望について言及する．  
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第２章 空気力係数の評価方法の提案 

 

２．１節 本章の目的 

 

 鉄道車両にはたらく空気力のうち転覆に影響する主な成分は，横力，揚力，車体中心ま

わりのローリングモーメントの 3 つである．これらは，一般的には風洞実験により車両ご

と，風向角ごとに導出された空気力係数を用いて推定される．空気力係数の値は，気流条

件によって大きく異なる．そのため，空気力係数の導出にあたっては，適切な気流特性の

設定が重要である．建築物や土木構造物の場合は評価対象が静止しているため，現地に合

わせて気流条件を設定すればよい．一方，鉄道車両は移動体であるため，図 2.1 に示すよ

うに乱流である自然風と一様流である車両走行風の相対風が車両に当たっている．そのた

め，走行速度に応じて気流特性は時々刻々と変化している．したがって，本来であれば気

流の乱流強度を細かく変化させながら，あらゆる乱流強度における空気力係数をそれぞれ

導出することが理想的である．しかし，それは現実的ではないため，実態としては一つの

乱流強度に対象を絞った空気力係数が導出されている． 

 

 

 

 

 

図 2.1 鉄道車両にあたる相対風のイメージ 

  

自然風
（乱流）

車両走行風 （一様流）

走行速度

相対風

相対風の風向角

鉄道車両

自然風の
風向角
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上記について，日本と欧州では，空気力係数を導出するための気流条件が異なる．日本

では自然風を模擬した乱流が，欧州では一様流が用いられている．日本においては，強風

による列車の転覆が問題になるのは主に在来線である．これは，新幹線や世界の鉄道で広

く採用されている標準軌（軌間 1435mm）に対して，日本の在来線が狭軌（軌間 1067mm）

を採用しており，車両の自重による復元力が小さいためである．実際に，日本で過去に発

生した強風による列車の転覆事故（参考文献[1]～[6]を参照されたい）は，いずれも狭軌で

ある．そして，日本の在来線は，特急電車でも最高走行速度が 130km/h と比較的低速であ

るため，走行時においても自然風の影響が大きいと考えられている．これらより，日本で

は自然風を模擬した乱流中で空気力係数を導出する方法が一般的である．この風洞実験法

は，鈴木ら[15]により検討され，日比野ら[31]が実物大模型車両実験によりその空気力係数

の導出精度を検証している．そして，種本ら[32]により車体形状と線路構造物形状を組み

合わせた風洞実験が実施され，空気力係数のデータベースが整備されている．一方，欧州

では，強風による列車の転覆を問題としているのは高速鉄道であり，欧州規格の EN14067-

6[9]では最高速度 200km/h 以上の列車に対してのみ細かい評価方法が規定されている．空

気力係数を導出するための基本的な考え方は日本と同様であるが，最も大きな違いは一様

流中での風洞実験の実施が規定されていることである．これは，対象が高速鉄道であり，

高速鉄道では列車の走行風により生じる一様流の影響が大きいためと考えられる．空気力

係数に関する研究としては，Baker et al.[33]が実物大車両を用いたフィールド試験と縮尺模

型による風洞実験を実施して両者の結果を比較している．また，DEUFRAKO プロジェク

ト[7]において風洞実験法を含む横風に対する列車の安全性評価法が検討され，その知見が

TSI[8]や EN14067-6[9]に反映されている．これらの規格では，一様流中での風洞実験が規

定されるとともに，空気力係数のベンチマーク結果が示されている．また，これらの規格

に基づいた一様流中の風洞実験も数多く行われている（例えば，Bocciolone et al.[34]）． 

以上のように，空気力係数を導出するための風洞実験において，日本と欧州では異なる

気流を用いている．しかし，前述のとおり，実際の列車の走行時には，乱流である自然風

と一様流である走行風を合成した相対風が車両に当たっている．そのため，低速走行時に

は乱流の影響を，高速走行時には一様流の影響を大きく受けた空気力が車両にはたらくと

考えられる．したがって，走行中の車両にはたらく空気力を精度よく評価するためには，

車両の走行速度を考慮して任意の乱流強度における空気力係数を予測する必要がある．こ

れに関して，三須・石原[16]は，一様流と乱流の 2 種類の気流で車両の空気力係数を測定

し，気流特性の違いが空気力係数へ与える影響を明らかにした．さらに，気流の乱流強度

に応じて一様流中と乱流中の空気力係数を内挿し，任意の乱流強度における空気力係数を
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予測する手法を提案した．しかし，気流の違いにより空気力係数が変化するメカニズムに

は言及されておらず，提案している内挿法の予測精度についても検証されていない．任意

の乱流強度における空気力係数を精度よく予測するためには，一様流中と乱流中の空気力

係数の違いのメカニズムを明らかにし，そのメカニズムを反映させた予測モデルを構築す

ることが必要である． 

鉄道車両の転覆に影響する空気力のうち，横力の影響は特に大きい．図 2.2 には，線路

構造物と軌道条件ごとの空気力に対する横力と揚力の内訳を示す．評価条件は，図 1.4 と

同様である．横力係数と車体中心まわりのローリングモーメント係数から風圧中心高さを

求め，空気力により生じる風下側の車輪／レール接触点まわりのローリングモーメントに

対する横力と揚力の寄与割合を示した．評価条件によらず，空気力の約 80%が横力，約

20%が揚力となっており，横力が全体の大半を占める．これは，空気力係数，モーメント

の腕の長さともに横力の方が大きいためである．このことから，鉄道車両にはたらく空気

力の評価では，横力を精度よく評価することが特に重要であるといえる． 

 

 

 

 

図 2.2 鉄道車両にはたらく空気力の内訳 
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以上より，本章では横力を対象として，一様流中と乱流中の横力の違いのメカニズムを

風洞実験により明らかにするとともに，一様流中の横力係数から任意の乱流強度の気流中

おけるそれを予測するモデルを構築する．２．２節では，風洞実験により気流特性と空気

力係数に加えて車体まわりの風圧分布を測定し，一様流中と乱流中の横力係数の違いのメ

カニズムを明らかにする．２．３節では，風洞実験結果をもとに一様流中の横力係数から

乱流中のそれを予測するモデルを構築し，その予測精度を検証する．２．４節では，構築

した予測モデルを用いて走行中の車両にはたらく横力を予測し，その転覆限界風速を評価

する．２．５節では，本章のまとめを述べる． 

 

 

２．２節 風洞実験 

 

本節では，一様流と乱流の 2 種類の気流による風洞実験を実施する．気流特性，車両に

はたらく空気力および車体まわりの風圧分布を測定し，気流の違いが鉄道車両の横力係数

へ与える影響を評価する．風洞は，東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻の風工学

実験室に設置されている強風シミュレーション風洞（本田・今村[35]が概説）を用いた．

測定部の断面は，幅 1.5m，高さ 1.8m であり，測定部の長さは 11m である．風洞の平均風

速の偏差は±1％，乱流強度は 0.5％以下である． 

風洞実験の基本的な条件設定は，参考文献[16]に準じた．鉄道車両および線路構造物の

模型は，縮尺 1/40 とした．車両模型は 103 系通勤型電車を想定した形状とし，先頭車両と

後尾車両の 2 両編成とした．測定対象は先頭車両とし，車両の床下機器を再現した．後尾

車両は測定対象ではないことから，床下機器を省略した形状とした．図 2.3 には，車両模

型の概略を示す．ℎ1は風洞床面からの車体中心高さである．線路構造物は，鉄道において

代表的な橋梁，盛土および素地の 3 種類とした．図 2.4 には，線路構造物模型の断面図を

示す．図 2.4(a)は橋梁模型で，構造は複線である．橋梁の桁高さは，実物大換算で 1.0m，

3.5m および 6.0m の 3 通りに設定できるが，本研究では 1.0m のみの設定とした．図 2.4(b)

は盛土模型で，構造は単線である．盛土高さは，実物大換算で 5m である．素地は，線路

構造物模型を設置せずに，風洞床面上に直に車両を設置する構造とした．図 2.5 には，車

両模型を設置した状態の風洞内のイメージを平面図で示す．先頭車両の中心がターンテー

ブル中心になるようにした．風向角𝜓は，先頭車両の前方向を 0 度として，風上側方向と

の相対角度として設定した．座標は，ターンテーブル中心の床面高さを原点にとり，主流

方向（u 成分）を x，主流直角方向（v 成分）を y，鉛直方向（w 成分）を z とした．x と y
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の方向は図 2.5 に示すとおりであり，z は鉛直上向きを正とした．その他実験条件の詳細に

ついては，三須[36]を参照されたい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 車両模型の概略 
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(a) 橋梁模型 

 

 

 

(b) 盛土模型 

図 2.4 線路構造物模型の断面図 
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図 2.5 車両模型を設置した状態の風洞内のイメージ 

 

 

２．２．１項 気流特性の測定 

本項では，気流の測定方法および測定結果について述べる．気流の測定には，Dantec 

Dynamics 社の X 型プローブ 55R54 および計測システム Multichannel CTA 54N80 を用いた．

気流の測定成分は，主流方向（u 成分）と主流直交方向（v 成分）である．平均風速および

乱流強度の評価時間は 60 秒とし，500Hz のローパスフィルタを通して 1kHz で A/D 変換を

行った．気流の測定は，線路構造物を設置しない状態での流入風と，線路構造物を設置し

た状態での構造物上の車両位置における気流の 2 通りを実施した． 

（１）流入風の気流特性 

最初に，線路構造物を設置しない状態での流入風の測定結果を示す．気流の測定はター

ンテーブル中心で行い，平均風速はピトー管位置（x=-3345mm, y=-250mm, z=770mm）の平

均風速𝑈pito
̅̅ ̅̅ ̅̅ で無次元化した． 

図 2.6 には，一様流中の平均風速および乱流強度の鉛直分布を示す．図中には，車両模

型の車体中心高さℎ1を橋梁，盛土，素地についてそれぞれ実線（z=560mm），破線

（z=201mm），一点鎖線（z=62mm）で示した．同図から，橋梁については車体中心高さ付

近では平均風速の変化がなく，乱流強度もほぼ 0 であることがわかる．一方，盛土および

素地における車体中心高さでは，風洞床面の境界層の影響を受ける．この影響を取り除く

ために，盛土および素地の一様流中の測定では，仮床を設置して気流の測定を行った．図

2.7 には，仮床設置後の気流の鉛直分布を示す．仮床の設置により風洞床面の境界層の影響

が取り除かれ，平均風速が一定となり，乱流強度もほぼ 0 となっていることが確認できる． 

乱流の測定では，バリアおよびラフネスブロックを風洞床面に設置することにより，自

然風を模擬した乱流境界層を作成した．図 2.8 には，自然風を模擬した乱流中の平均風速

風
先頭
車両

風向角

後尾
車両

u (x)

v (y)

ターンテーブル

1
.5
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および乱流強度の鉛直分布を示す．乱流境界層の平均風速は，式(2.1)に示すべき法則（例

えば，風洞実験法ガイドライン研究委員会[37]）により表す． 

𝑈𝑧
̅̅ ̅

𝑈r
̅̅ ̅ = (

𝑧

𝑧r
)

𝛼

                (2.1) 

ここで，𝑧rは基準高さ，𝑈r
̅̅ ̅は基準高さにおける平均風速，𝑈𝑧

̅̅ ̅は高さ𝑧における平均風速であ

る．図 2.8(a)には，橋梁模型上の車体中心高さ（z=560mm）を基準として，べき指数を𝛼 =

1/7としたときに式(2.1)により求められる平均風速の鉛直分布をあわせて示した（実線）．

実験で得られた平均風速の鉛直分布は，べき法則とほぼ一致していることが確認できる．

一方，乱流強度の鉛直分布は式(2.2)（参考文献[37]を参照されたい）によって表される． 

𝐼𝑧 = 𝐼r (
𝑧

𝑧r
)

−𝛼−0.05

              (2.2) 

ここで，𝑧rは基準高さ，𝐼rは基準高さでの乱流強度である．図 2.8(b)には，橋梁模型上の車

体中心高さを基準として，𝛼 = 1/7としたときに式(2.2)により求められる乱流強度の鉛直分

布をあわせて示した（𝐼uは実線，𝐼vは破線）．実験で得られた乱流強度は，u成分，v成分と

もにべき法則と概ね一致していることが確認できる． 

 表 2.1 には，図 2.6 および図 2.8 の数値情報を，表 2.2 には，図 2.7 の数値情報を示した． 
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(a) 平均風速         (b) 乱流強度 

図 2.6 一様流中の平均風速および乱流強度の鉛直分布 

 

    

(a) 平均風速         (b) 乱流強度 

図 2.7 一様流中の仮床上の平均風速および乱流強度の鉛直分布 

 

    

(a) 平均風速        (b) 乱流強度 

図 2.8 乱流中の平均風速と乱流強度の鉛直分布 
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表 2.1 一様流と乱流の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

一様流 乱流 

平均風速 

𝑈(𝑧)/𝑈pito 

乱流強度 平均風速 

𝑈(𝑧)/𝑈pito 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

10 0.679 0.1047 0.0518 0.559 0.3303 0.2451 

20 0.755 0.0924 0.0458 0.597 0.2889 0.2144 

40 0.836 0.0713 0.0398 0.635 0.2528 0.1876 

60 0.892 0.0580 0.0351 0.672 0.2338 0.1735 

80 0.937 0.0489 0.0299 0.677 0.2212 0.1641 

100 0.975 0.0391 0.0231 0.701 0.2118 0.1572 

120 1.004 0.0255 0.0151 0.717 0.2045 0.1518 

140 1.019 0.0147 0.0090 0.710 0.1985 0.1473 

180 1.024 0.0057 0.0030 0.724 0.1891 0.1404 

200 1.023 0.0050 0.0023 0.745 0.1853 0.1375 

220 1.022 0.0047 0.0020 0.759 0.1820 0.1350 

260 1.021 0.0045 0.0018 0.757 0.1762 0.1308 

280 1.021 0.0044 0.0017 0.769 0.1737 0.1289 

300 1.021 0.0044 0.0017 0.789 0.1714 0.1272 

340 1.020 0.0046 0.0020 0.802 0.1673 0.1242 

380 1.018 0.0045 0.0018 0.829 0.1638 0.1215 

480 1.015 0.0042 0.0015 0.867 0.1565 0.1162 

560 1.013 0.0045 0.0018 0.896 0.1520 0.1128 

600 1.011 0.0045 0.0017 0.907 0.1499 0.1113 

700 1.008 0.0044 0.0018 0.944 0.1456 0.1080 

770 1.007 0.0043 0.0017 0.963 0.1429 0.1061 
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表 2.2 一様流中の仮床上の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

一様流 

平均風速 

𝑈(𝑧)/𝑈pito 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 

283 1.038 0.0119 0.0077 

293 1.041 0.0058 0.0031 

303 1.040 0.0049 0.0023 

315 1.038 0.0047 0.0020 

353 1.038 0.0045 0.0018 

403 1.037 0.0043 0.0018 

453 1.035 0.0045 0.0018 

503 1.034 0.0046 0.0019 

553 1.033 0.0046 0.0018 

603 1.031 0.0043 0.0018 

653 1.030 0.0042 0.0016 

753 1.027 0.0042 0.0016 

770 1.027 0.0042 0.0016 

 

 

（２）構造物上の車両位置における気流特性 

次に，線路構造物上の車両位置における気流の測定結果を示す．風上側の車体側面位置

かつ前後方向中心位置（風向角 90 度では x=-35mm, y=0）において，車体の下端から上端

までの気流を測定した．図 2.9 には，風向角 90 度における橋梁上の車両位置での平均風速

と乱流強度を示す．車体の下端と上端の高さは，破線で示した．図2.9(a)は，橋梁上の車両

の車体中心高さにおける流入風の平均風速𝑈in(560)で無次元化した風速比の分布である．

参考に，橋梁を設置しないときの同じ位置における流入風の平均風速をあわせて示す．橋

梁を設置した状態では，設置しない状態に比べて風速が増速されており，その増速割合は

乱流に比べて一様流の方が大きい．図 2.9(b)は u 成分の乱流強度𝐼uの鉛直分布である．一様

流では橋梁の有無により乱流強度はほとんど変化しないが，乱流では橋梁を設置した状態

の方が乱流強度は小さい．これは，橋梁の有無によらず風速の標準偏差が同程度なのに対

して，橋梁を設置した状態では平均風速が大きくなるためである．図 2.10 には，風向角 90

度における盛土上の車両位置での平均風速と乱流強度を示す．図 2.10(a)は，盛土上の車両

の車体中心高さにおける流入風の平均風速𝑈in(201)で無次元化した風速比の分布である．

傾向は橋梁の場合と同様であるが，構造物上の風速の増速割合は盛土の方が大きい．これ
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により，流入風に対する盛土上の乱流強度𝐼uの減少割合は，橋梁の場合に比べて大きくな

っている．図 2.11 には，構造物上の車両位置における平均風速と乱流強度の風向角特性を

示す．測定点の高さは車体中心高さとした．構造物や気流によらず，風向角 90 度で風速が

最も大きくなっている． 

表 2.3 と表 2.4 には，図 2.9 の数値情報を，表 2.5 と表 2.6 には図 2.10 の数値情報を示し

た．また，表 2.7 と表 2.8 には図 2.11 の数値情報を示した． 

 

 

   

(a) 平均風速          (b) 乱流強度 

図 2.9 橋梁上の車両位置における平均風速と乱流強度 

 

   

(a) 平均風速         (b) 乱流強度 

図 2.10 盛土上の車両位置における平均風速と乱流強度 
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(a) 橋梁 

 

 

 

(b) 盛土 

図 2.11 構造物上の車両位置における平均風速と乱流強度の風向角特性 
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表 2.3 一様流中における橋梁位置の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

橋梁なし 橋梁あり 

風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(560) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(560) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

527 0.999 0.0046 0.0018 1.183 0.0103 0.0027 

538 0.999 0.0046 0.0018 1.230 0.0085 0.0023 

549 0.999 0.0045 0.0018 1.209 0.0077 0.0021 

560 1.000 0.0045 0.0017 1.182 0.0070 0.0020 

571 1.000 0.0044 0.0017 1.159 0.0068 0.0020 

582 1.001 0.0043 0.0017 1.141 0.0064 0.0019 

593 1.000 0.0044 0.0017 1.126 0.0061 0.0019 

 

 

 

表 2.4 乱流中における橋梁位置の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

橋梁なし 橋梁あり 

風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(560) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(560) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

527 0.991 0.1671 0.1107 1.019 0.1511 0.1189 

538 0.989 0.1637 0.1133 1.057 0.1468 0.1099 

549 0.986 0.1648 0.1151 1.065 0.1337 0.1041 

560 1.000 0.1497 0.1112 1.068 0.1301 0.1027 

571 1.014 0.1528 0.1131 1.056 0.1318 0.0986 

582 1.006 0.1550 0.1100 1.067 0.1259 0.0977 

593 1.030 0.1477 0.1040 1.053 0.1301 0.1005 

 

  



23 

 

 

表 2.5 一様流中における盛土位置の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

盛土なし 盛土あり 

風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(201) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(201) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

168 0.991 0.0047 0.0019 1.237 0.0300 0.0082 

179 0.993 0.0043 0.0017 1.355 0.0263 0.0078 

190 0.997 0.0047 0.0019 1.363 0.0215 0.0067 

201 1.000 0.0042 0.0017 1.347 0.0192 0.0073 

212 1.002 0.0045 0.0017 1.333 0.0152 0.0063 

223 1.005 0.0044 0.0019 1.318 0.0137 0.0070 

234 1.008 0.0043 0.0016 1.303 0.0123 0.0069 

 

 

 

表 2.6 乱流中における盛土位置の気流特性の鉛直分布 

高さ 

𝑧 [mm] 

盛土なし 盛土あり 

風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(201) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(𝑧)/𝑈in(201) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

168 0.957 0.2124 0.1556 1.133 0.1445 0.1242 

179 0.973 0.1999 0.1543 1.227 0.1497 0.1331 

190 0.979 0.1997 0.1529 1.243 0.1497 0.1317 

201 1.000 0.2057 0.1442 1.236 0.1526 0.1315 

212 0.995 0.2040 0.1458 1.222 0.1509 0.1319 

223 1.007 0.1973 0.1456 1.228 0.1435 0.1321 

234 1.003 0.1984 0.1424 1.246 0.1414 0.1193 
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表 2.7 橋梁上の車体中心高さにおける気流特性の風向角特性 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

風速比 

𝑈r(560)/𝑈in(560) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(560)/𝑈in(560) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

10 1.044 0.0046 0.0024 1.035 0.1382 0.1039 

30 1.068 0.0045 0.0023 1.010 0.1406 0.1092 

50 1.114 0.0046 0.0020 1.045 0.1297 0.1066 

70 1.161 0.0053 0.0021 1.047 0.1328 0.1078 

90 1.182 0.0070 0.0020 1.068 0.1301 0.1027 

110 1.159 0.0053 0.0022 1.042 0.1295 0.1044 

130 1.115 0.0047 0.0021 1.028 0.1328 0.1056 

150 1.070 0.0045 0.0023 1.009 0.1371 0.1126 

170 1.042 0.0047 0.0025 1.002 0.1539 0.1156 

 

 

 

表 2.8 盛土上の車体中心高さにおける気流特性の風向角特性 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

風速比 

𝑈r(201)/𝑈in(201) 

乱流強度 風速比 

𝑈r(201)/𝑈in(201) 

乱流強度 

𝐼u 𝐼v 𝐼u 𝐼v 

10 1.122 0.0046 0.0019 1.029 0.1902 0.1511 

30 1.214 0.0048 0.0024 1.092 0.1756 0.1324 

50 1.329 0.0088 0.0066 1.173 0.1571 0.1318 

70 1.320 0.0124 0.0116 1.213 0.1495 0.1316 

90 1.347 0.0192 0.0073 1.236 0.1526 0.1315 

110 1.331 0.0132 0.0110 1.196 0.1431 0.1361 

130 1.340 0.0111 0.0080 1.188 0.1550 0.1317 

150 1.249 0.0050 0.0026 1.120 0.1671 0.1388 

170 1.136 0.0046 0.0019 1.040 0.1789 0.1450 
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２．２．２項 空気力係数の測定 

本項では，車両の空気力係数の測定方法および測定結果について述べる．空気力の測定

には，日章電機製の 6 分力天秤 LMC-6511-2 を用いた．平均空気力の評価時間は 60 秒とし，

30Hz のローパスフィルタを通して 500Hz で A/D 変換を行った．鉄道車両の転覆に影響す

る空気力は，主に横力𝐹S，揚力𝐹Lおよび車体中心まわりのローリングモーメント𝑀Rの 3 つ

である．そこで，天秤で測定された空気力から，横力係数𝐶S，揚力係数𝐶L，車体中心まわ

りのローリングモーメント係数𝐶Mをそれぞれ式(2.3)，式(2.4)，式(2.5)で求めた． 

𝐶S =
𝐹S̅

1
2⁄ 𝜌𝑈r

̅̅ ̅2
𝐴
                (2.3) 

𝐶L =
𝐹L
̅̅ ̅

1
2⁄ 𝜌𝑈r

̅̅ ̅2
𝐴
                (2.4) 

𝐶M =
𝑀R
̅̅ ̅̅

1
2⁄ 𝜌𝑈r

̅̅ ̅2
𝐴ℎ

                (2.5) 

ここで，𝜌は空気密度，𝐴は車体側面積(0.032m2)，ℎは車体の下端から上端までの高さ

(0.066m)である．空気密度𝜌は，風路内で測定した気温と大気圧から計算した．基準平均風

速𝑈r
̅̅ ̅は，車両および構造物を設置しない状態における車体中心高さの平均風速とし，表 2.1

および表 2.2 の測定値を用いた．参考文献[16], [36]より，レイノルズ数の空気力係数への影

響が少ないことから，実験に用いる平均風速は天秤の定格荷重を考慮して，10m/s 前後で

線路構造物ごとに 1 種類とした． 

図 2.12 には，車両と構造物の模型設置状況を示す．図 2.12(a)は，風向角 90 度における

車両と橋梁の組み合わせである．参考文献[16], [36]によると，橋梁端部の有無による空気

力係数の変化は無視できることから，同文献の方法に合わせて橋梁端部は風洞壁面まで延

長しないこととした．図 2.12(b)は，風向角 70度における車両と盛土の組み合わせである．

予備実験で盛土端部の有無による空気力係数の変化が確認されたため，盛土模型は風洞壁

面まで延長した．また，同図は一様流の測定の様子であり，仮床を設置している．図

2.12(c)は，風向角 90 度における車両と素地の組み合わせである．先頭車両は，後述する風

圧測定用の模型である． 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土（仮床設置） 

 

 

(c) 素地（風圧測定模型） 

図 2.12 車両と線路構造物の模型設置状況 
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図 2.13 には，車両の空気力係数と風向角との関係を示す．いずれの構造物においても，

横力係数𝐶Sは一様流中に比べ乱流中の方が小さくなる．また，盛土の条件では，一様流中

の 50 度と 130 度にピークがみられる．揚力係数𝐶Lについては，一様流と乱流で風向角特性

が異なり，一様流では 90 度付近で極小となるのに対し，乱流では盛土を除き 90 度付近で

極大となる．乱流中の盛土の条件については，横力係数と同様に 50 度および 130 度で極大

となる．ローリングモーメント係数𝐶Mについては，風向角 90 度付近で最も小さくなり，

角度が大きくまたは小さくなるにつれて大きくなっていく．横力係数や揚力係数に比べて

その値は小さく，一様流と乱流による違いも小さい． 

表 2.9～表 2.11には，図 2.13 の空気力係数の数値情報を示した．なお，参考文献[16], [36]

と比べて，仮床設置時の一様流中の空気力係数は小さく，乱流中の空気力係数は大きくな

っている．これは，本研究ではピトー管位置（x=-3345mm, y=-250mm, z=770mm）の平均風

速で無次元化した鉛直分布を用いているのに対して，参考文献[16], [36]ではターンテーブ

ル中心のピトー管高さ（x=0, y=0, z=770mm）の平均風速で無次元化した鉛直分布を使用し

ているためである．仮床設置時の一様流中では，閉塞率の増加により同じ高さでもピトー

管位置の平均風速よりターンテーブル中心の平均風速の方が大きくなる．そのため，ピト

ー管位置の平均風速で無次元化した方が，ターンテーブル中心で無次元化するよりも鉛直

分布が全体的に大きくなる．これにより，空気力係数の計算に用いる平均風速が大きくな

るため，結果として空気力係数は小さくなる．一方，乱流中では，ターンテーブル中心の

方がピトー管位置よりも乱流境界層が発達している．そのため，ターンテーブル中心の平

均風速は，ピトー管位置の平均風速よりも小さくなる．そのため，ピトー管位置の平均風

速で無次元化した方が，ターンテーブル中心で無次元化するよりも鉛直分布が全体的に小

さくなる．これにより，空気力係数の計算に用いる平均風速が小さくなるため，結果とし

て空気力係数は大きくなる．空気力測定時には，ピトー管位置で風速を測定しているため，

空気力係数の計算に用いる平均風速はピトー管位置の平均風速から推定することになる．

したがって，本研究の方法により修正した空気力係数は妥当であると考えられる． 
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(a) 橋梁 

  

 

(b) 盛土 

 

 

(c) 素地 

図 2.13 先頭車の空気力係数と風向角の関係 
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表 2.9 橋梁上の車両の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.13 0.20 0.26 0.12 0.12 0.29 

30 0.78 0.75 0.02 0.65 0.54 0.06 

50 1.29 0.74 -0.17 1.11 0.89 -0.11 

70 1.52 0.62 -0.28 1.34 0.97 -0.23 

90 1.55 0.60 -0.33 1.39 0.93 -0.29 

110 1.46 0.63 -0.34 1.29 0.96 -0.30 

130 1.10 0.77 -0.27 0.98 0.91 -0.24 

150 0.55 0.57 -0.14 0.52 0.45 -0.14 

170 0.10 0.13 -0.03 0.12 0.07 -0.05 

 

 

表 2.10 盛土上の車両の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.24 0.31 0.06 0.28 0.25 0.06 

30 1.19 0.85 -0.18 0.94 0.79 -0.14 

50 1.84 0.79 -0.34 1.48 1.06 -0.29 

70 1.74 0.59 -0.30 1.63 0.86 -0.34 

90 1.67 0.50 -0.31 1.59 0.72 -0.36 

110 1.65 0.63 -0.31 1.49 0.80 -0.33 

130 1.61 0.73 -0.28 1.27 0.90 -0.27 

150 0.78 0.78 -0.13 0.70 0.68 -0.13 

170 0.14 0.17 -0.01 0.18 0.14 -0.02 

 

 

表 2.11 素地上の車両の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.14 0.14 0.05 0.16 0.15 0.05 

30 0.68 0.62 -0.11 0.66 0.48 -0.11 

50 1.17 0.56 -0.27 1.04 0.69 -0.23 

70 1.42 0.32 -0.34 1.19 0.78 -0.28 

90 1.43 0.19 -0.34 1.19 0.76 -0.29 

110 1.29 0.27 -0.31 1.11 0.76 -0.26 

130 0.98 0.63 -0.23 0.90 0.70 -0.21 

150 0.48 0.42 -0.11 0.52 0.39 -0.12 

170 0.10 0.10 -0.02 0.15 0.09 -0.03 
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２．２．３項 車体まわりの風圧分布の測定 

 一様流中と乱流中の空気力係数の違いの要因を調べるために，車体まわりの風圧分布を

測定した．測定には，メロンテクノス社の多点圧力センサ（48ch）および多点圧力計測シ

ステムを用いた．平均風圧の評価時間は 64 秒とし，ローパスフィルタは通さずに 256Hzで

A/D 変換を行った．導圧チューブの長さは，田村ら[38]の調査結果を参考に機器配置の利

便性を考慮して 4m とした．図 2.14 には，風圧測定に用いた車両模型の概略を示す．模型

の形状および寸法は，空気力の測定に用いた模型（図 2.3）と同じである．測定断面は，車

体まわりに機器の配置されていない 4 断面（A～D）を選定した．1 断面あたりの測定点は

24 点で，1 辺あたり 6 点である．車両模型の各測定点で測定される全圧の平均値とピトー

管で測定される静圧の平均値の差から平均動圧𝑃�̅�（添字𝑖は測定点番号）を求めた．各測定

点の圧力係数は，式(2.6)で求めた． 

𝐶𝑃,𝑖 =
𝑃�̅�

1
2⁄ 𝜌𝑈r

̅̅ ̅2                (2.6) 

基準平均風速𝑈r
̅̅ ̅は，空気力係数の導出に用いた風速と同様で，車両および構造物を設置し

ない状態における車体中心高さの平均風速とし，表 2.1 および表 2.2 の測定値を用いた． 

 

 

 

 

   

図 2.14 風圧測定用の車両模型の概略 
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図 2.15 には，風向角 90 度，断面 C における車体まわりの圧力係数𝐶𝑃,𝑖の測定結果を示す．

各測定点番号𝑖の位置は図 2.14 に示すとおりであり，No.1～6 が正面（風上側），No.7～12

が底面，No.13～18 が背面（風下側），No.19～24 が上面である．いずれの構造物において

も，正面圧は主に正圧で，背面圧，底面圧および上面圧は主に負圧となっている．横力係

数に影響する正面圧と背面圧に着目すると，いずれの線路構造物においても正面圧は乱流

の方が大きく，背面圧の絶対値は一様流の方が大きい．図 2.9～図 2.11で構造物上の風速増

速は一様流の方が乱流よりも大きくなることを示したが，圧力係数の測定結果から正面圧

は構造物上の風速によらず乱流の方が大きくなることがわかった．揚力係数に影響する底

面圧と上面圧に着目すると，底面圧の絶対値は一様流の方が大きく，上面圧の絶対値は盛

土の条件を除いて乱流の方が大きい傾向にある． 

表 2.12 には，図 2.15 の圧力係数の数値情報を示した． 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土 

 

 

(c) 素地 

図 2.15 車体まわりの圧力係数（風向角 90 度，断面 C） 
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表 2.12 車体まわりの圧力係数（風向角 90 度，断面 C） 

測定点𝑖 
橋梁 盛土 素地 

一様流 乱流 一様流 乱流 一様流 乱流 

1 0.120 0.201 -0.214 0.003 0.211 0.216 

2 0.682 0.841 0.405 0.598 0.720 0.919 

3 0.859 1.016 0.644 0.798 0.868 1.083 

4 0.946 1.088 0.798 0.912 0.921 1.126 

5 0.981 1.108 0.900 0.976 0.895 1.096 

6 0.937 1.039 0.921 0.971 0.690 0.920 

7 0.077 0.139 -0.204 0.043 -0.635 -0.316 

8 0.104 0.226 -0.105 0.135 -0.655 -0.193 

9 -0.095 0.091 -0.377 -0.076 -0.523 -0.124 

10 -0.455 -0.263 -0.787 -0.425 -0.691 -0.284 

11 -0.838 -0.647 -1.212 -0.818 -0.826 -0.455 

12 -0.820 -0.612 -1.102 -0.815 -0.732 -0.433 

13 -0.756 -0.534 -0.993 -0.826 -0.667 -0.408 

14 -0.766 -0.544 -1.046 -0.833 -0.684 -0.417 

15 -0.766 -0.535 -1.069 -0.777 -0.688 -0.409 

16 -0.764 -0.519 -1.055 -0.721 -0.680 -0.393 

17 -0.763 -0.513 -1.021 -0.689 -0.670 -0.391 

18 -0.764 -0.538 -0.980 -0.698 -0.660 -0.409 

19 -0.774 -0.631 -0.935 -0.794 -0.671 -0.484 

20 -0.773 -0.673 -0.927 -0.770 -0.664 -0.555 

21 -0.772 -0.785 -0.917 -0.788 -0.666 -0.700 

22 -0.774 -0.917 -0.920 -0.834 -0.670 -0.856 

23 -0.769 -1.071 -0.916 -0.858 -0.665 -1.140 

24 -0.754 -1.135 -0.902 -0.844 -0.655 -1.550 
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図 2.16 および図 2.17 には，各断面における車両の正面および背面の圧力係数の風向角特

性を示す．正面圧は，図 2.14 における測定点 No.1～6 の圧力係数の平均値として，背面圧

は，同図における測定点 No.13～18 の圧力係数の平均値として計算した．図 2.16 は一様流

中の測定結果，図 2.17 は乱流中の測定結果である． 

表 2.13～表 2.15 には図 2.16 の数値情報を，表 2.16～表 2.18 には図 2.17 の数値情報を示

した． 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土 

 

 

(c) 素地 

図 2.16 一様流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土 

 

 

(c) 素地 

図 2.17 乱流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性 
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表 2.13 一様流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（橋梁） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 -0.178 -0.084 -0.051 0.040 -0.246 -0.210 -0.098 -0.139 

30 -0.120 0.047 0.114 0.340 -0.423 -0.356 -0.372 -0.758 

50 0.059 0.356 0.377 0.569 -0.538 -0.593 -0.652 -0.825 

70 0.332 0.613 0.669 0.785 -0.613 -0.658 -0.725 -0.770 

90 0.576 0.750 0.754 0.711 -0.750 -0.767 -0.763 -0.725 

110 0.780 0.715 0.654 0.463 -0.790 -0.761 -0.753 -0.749 

130 0.720 0.466 0.387 0.148 -0.893 -0.822 -0.764 -0.787 

150 0.337 0.115 0.081 -0.089 -0.745 -0.695 -0.543 -0.426 

170 -0.836 -0.053 -0.062 -0.139 -0.484 -0.335 -0.200 -0.118 

 

 

表 2.14 一様流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（盛土） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 -0.228 -0.131 -0.136 -0.070 -0.314 -0.277 -0.226 -0.373 

30 -0.214 0.000 -0.041 0.200 -0.560 -0.636 -0.666 -1.075 

50 -0.132 0.206 0.278 0.537 -0.832 -0.911 -1.152 -1.175 

70 0.065 0.390 0.482 0.600 -0.881 -1.032 -1.073 -1.044 

90 0.354 0.568 0.576 0.475 -0.890 -0.901 -1.027 -0.942 

110 0.561 0.554 0.482 0.293 -1.037 -1.060 -1.140 -1.111 

130 0.682 0.394 0.278 -0.024 -1.234 -1.289 -1.062 -1.060 

150 0.378 0.041 0.035 -0.234 -1.094 -0.993 -0.941 -0.817 

170 -0.771 -0.124 -0.127 -0.201 -0.595 -0.476 -0.309 -0.255 

 

 

表 2.15 一様流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（素地） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 -0.164 -0.086 -0.066 0.035 -0.212 -0.157 -0.128 -0.260 

30 -0.086 0.064 0.099 0.286 -0.331 -0.294 -0.350 -0.663 

50 0.065 0.332 0.355 0.545 -0.414 -0.444 -0.536 -0.708 

70 0.262 0.547 0.631 0.753 -0.546 -0.602 -0.622 -0.655 

90 0.529 0.696 0.718 0.674 -0.733 -0.643 -0.675 -0.675 

110 0.738 0.676 0.599 0.358 -0.760 -0.731 -0.776 -0.618 

130 0.677 0.416 0.367 0.122 -0.838 -0.720 -0.601 -0.591 

150 0.346 0.107 0.078 -0.078 -0.737 -0.629 -0.403 -0.255 

170 -0.862 -0.088 -0.055 -0.105 -0.495 -0.329 -0.170 -0.129 
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表 2.16 乱流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（橋梁） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 -0.004 0.092 0.125 0.190 -0.073 -0.049 0.058 -0.008 

30 0.067 0.237 0.294 0.495 -0.168 -0.156 -0.142 -0.433 

50 0.220 0.469 0.539 0.748 -0.283 -0.345 -0.436 -0.639 

70 0.442 0.733 0.786 0.835 -0.395 -0.434 -0.567 -0.654 

90 0.651 0.861 0.882 0.762 -0.531 -0.497 -0.531 -0.542 

110 0.835 0.796 0.737 0.515 -0.616 -0.563 -0.531 -0.460 

130 0.830 0.581 0.497 0.282 -0.675 -0.560 -0.454 -0.374 

150 0.474 0.321 0.254 0.088 -0.599 -0.383 -0.252 -0.150 

170 -0.601 0.113 0.110 0.046 -0.531 -0.078 -0.030 0.048 

 

 

表 2.17 乱流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（盛土） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 0.056 0.158 0.182 0.272 -0.038 -0.003 0.061 -0.100 

30 0.039 0.228 0.278 0.469 -0.249 -0.281 -0.319 -0.655 

50 0.102 0.395 0.504 0.664 -0.458 -0.484 -0.756 -0.767 

70 0.231 0.546 0.675 0.722 -0.566 -0.681 -0.823 -0.815 

90 0.433 0.663 0.710 0.584 -0.729 -0.747 -0.757 -0.711 

110 0.629 0.706 0.656 0.410 -0.841 -0.876 -0.851 -0.724 

130 0.763 0.550 0.473 0.193 -0.931 -0.941 -0.650 -0.641 

150 0.609 0.320 0.248 0.040 -0.743 -0.599 -0.460 -0.366 

170 -0.295 0.180 0.160 0.088 -0.562 -0.108 -0.045 0.020 

 

 

表 2.18 乱流中の各断面における車体の正面圧と背面圧の風向角特性（素地） 

風向角 

𝜓 [deg] 

正面圧 背面圧 

断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 断面 A 断面 B 断面 C 断面 D 

10 0.146 0.237 0.260 0.323 0.073 0.095 0.186 0.115 

30 0.201 0.366 0.421 0.640 -0.025 -0.028 0.008 -0.268 

50 0.339 0.580 0.634 0.860 -0.122 -0.186 -0.258 -0.500 

70 0.521 0.783 0.811 0.935 -0.251 -0.313 -0.385 -0.489 

90 0.719 0.855 0.893 0.839 -0.366 -0.356 -0.405 -0.391 

110 0.958 0.878 0.817 0.645 -0.467 -0.407 -0.403 -0.356 

130 0.994 0.713 0.592 0.401 -0.450 -0.314 -0.295 -0.233 

150 0.581 0.461 0.399 0.236 -0.464 -0.188 -0.113 0.017 

170 -0.357 0.235 0.255 0.190 -0.497 0.082 0.067 0.188 
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２．３節 乱流中の横力係数の予測モデルの構築 

 

本節では，鉄道車両の転覆に最も大きく影響する横力に関して，前節で得られた風洞実

験結果に基づき，一様流中の横力係数から乱流中のそれを予測するモデルを構築する．既

往モデルとの違いを述べるとともに予測精度の比較を行い，提案モデルの有効性を示す． 

 

２．３．１項 既往モデルの定式化 

 気流の違いのメカニズムを考慮して横力を予測する既往モデルとしては，EN14067-6[9]

におけるマルチボディシミュレーションによる車両の時刻歴応答解析が挙げられる．この

方法では，横力係数には一様流中で測定した平均値を用いるが，風速には自然風の乱れを

考慮した瞬間風速の時系列データを用いる．そのため，横力の評価には，風速の乱れの影

響が自動的に反映される．本節では，この影響を解析的に解くための定式化を行う． 

既往モデルによる時刻歴応答解析では，以下の 3 つの乱流効果が自動的に反映される． 

①平均風速の鉛直分布の違いの影響 

②乱れ成分による平均動圧の変化の影響 

③乱れ成分による風向変動の影響 

まず，①について，一様流に対する乱流の平均風速の比から横力の変化量を求め，その

違いを横力係数に反映させる．図 2.18 には，一様流と乱流の平均風速の鉛直分布の違いの

イメージを示す．一様流中の平均風速𝑈u(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ は，高さによらずほぼ一定の鉛直分布を持つ．

一方，乱流中の平均風速𝑈t(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅は，べき法則に従った鉛直分布を持つ．そのため，車体中心

高さℎ1の平均風速を基準に考えると，乱流の平均風速は車体中心より下側では一様流より

も小さく，上側では大きくなる．この影響による横力係数の補正係数を𝑓𝑧とし，この影響

のみを考慮すると，乱流中の横力について式(2.7)の関係が得られる． 

 

 

 

図 2.18 一様流と乱流の平均風速の鉛直分布のイメージ 



40 

 

図 2.19 車体側面にあたる風の風速と風向角のイメージ 

 

 

1

2
𝑓𝑧𝐶S,u𝜌𝑙 ∫ 𝑈u
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(𝑧)𝑑𝑧

ℎ2

ℎ0

          (2.7) 

ここで，𝑙は車両長さである．式(2.7)を𝑓𝑧について解くと，式(2.8)が得られる． 

𝑓𝑧 =
∫ 𝑈t

̅̅̅2
(𝑧)𝑑𝑧

ℎ2

ℎ0

∫ 𝑈u
̅̅̅̅ 2

(𝑧)
ℎ2

ℎ0
𝑑𝑧

              (2.8) 

この影響を考慮した研究として，Liu & Ishihara[39]は竜巻の風向風速の鉛直分布を考慮して，

構造物にはたらく非定常空気力の予測を行っている． 

次に，②について，一様流中の平均動圧に対する乱流中の平均動圧の比から横力の変化

量を求め，その違いを横力係数に反映させる．図 2.19 には，車体側面にあたる風の風速と

風向角のイメージを示す．図中で，�̅�は平均風速，�̅�は平均風向角，𝑢′は流れ方向の変動成

分，𝑣′は流れ直角方向の変動成分である．また，図には示していないが，鉛直方向の変動

成分𝑤′が存在する．一様流中では，瞬間風速は平均風速にほぼ一致し，各変動成分は無視

できる．一方，乱流中では，瞬間風速は平均風速と異なる．一様流中と乱流中の瞬間風速

の 2 乗の平均値は，それぞれ式(2.9)，式(2.10)で表される． 

𝑈u
2̅̅ ̅̅ ≈ �̅�2                (2.9) 

𝑈t
2̅̅ ̅̅ = �̅�2 + 𝑢′2̅̅ ̅̅ + 𝑣′2̅̅ ̅̅ + 𝑤′2̅̅ ̅̅ ̅            (2.10) 

式(2.9)と式(2.10)より，平均風速が同じでも乱流中では一様流中に比べて平均動圧が大きく

なることがわかる．この影響を空気力係数に反映させるための補正係数を𝑓eとすると，𝑓e

は式(2.11)で表される． 

𝑓e =
𝑈t

2

𝑈u
2̅̅ ̅̅

̅̅ ̅̅
= 1 +

𝑢′2̅̅ ̅̅

�̅�2
+

𝑣′2̅̅ ̅̅

�̅�2
+

𝑤′2

�̅�2

̅̅ ̅̅ ̅
           (2.11) 
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ここで，変動成分の平均値𝑢′̅，𝑣 ′̅および𝑤′̅̅ ̅は 0 なので，それらの 2 乗も同様に 0 である．

そのため，変動成分の 2 乗の平均値𝑢′2̅̅ ̅̅ ，𝑣′2̅̅ ̅̅ および𝑤′2̅̅ ̅̅ ̅は，それぞれそれらの分散𝜎u
2，𝜎v

2お

よび𝜎w
2に一致する．したがって，式(2.11)は，式(2.12)のように書き直される． 

𝑓e = 1 + 𝐼u
2 + 𝐼v

2 + 𝐼w
2              (2.12) 

ここで，𝐼u，𝐼vおよび𝐼wは，それぞれ主流方向，主流直角方向，鉛直方向の乱流強度であ

る． 

最後に③について，乱れ成分による瞬間風向角の変動による横力の変動量を横力係数に

反映させる．図 2.19 から，瞬間風向角𝜓tは式(2.13)で表される． 

𝜓t = �̅� − arctan (
𝑣′

�̅� + 𝑢′
)             (2.13) 

ここで，風速の変動成分の分布を考える．図 2.20 には，𝑢′と𝑣′の頻度分布の例を示す．測

定位置は，橋梁上の車両側面位置（x=-35mm，y=0，z=560mm）である．サンプリング周

波数は 1kHz，測定時間は 60 秒，データ数は N=60000 である．変動成分𝑢′と𝑣′は，平均風

速�̅�で無次元化した．0.1 刻みの階級に分けた頻度分布と正規分布による近似曲線を示す．

同図より，変動成分𝑢′，𝑣′はともに平均値が 0の正規分布に概ね従っていることが確認でき

る．そこで，本研究におけるモデル化では，𝑢′および𝑣′が平均値 0，標準偏差𝜎u，𝜎vの正規

分布（以下，N(0, 𝜎u)，N(0, 𝜎v)とする）に従うと仮定する．この影響を考慮して乱流中の

横力係数𝐶S,t(�̅�)を予測すると，𝐶S,t(�̅�)は瞬間風向角𝜓tに対応する一様流中の横力係数の期

待値E[𝐶S,u(𝜓t)]として計算される．N(0, 𝜎u)において𝑢′ = 𝑖となる確率をP[𝑢′ = 𝑖; N(0, 𝜎u)]と

し，N(0, 𝜎v)において𝑣′ = 𝑗となる確率をP[𝑣′ = 𝑗; N(0, 𝜎v)]とすると，𝐶S,t(�̅�) = E[𝐶S,u(𝜓t)]

は式(2.14)で表される． 

𝐶S,t(�̅�) = E[𝐶S,u(𝜓t)] 

= ∫ P[𝑣′ = 𝑗; N(0, 𝜎v)]
∞

−∞

∫ P[𝑢′ = 𝑖; N(0, 𝜎u)]
∞

−∞

∙ 𝐶S,u {�̅� − arctan (
𝑗

�̅� + 𝑖
)} 𝑑𝑖𝑑𝑗  (2.14) 

この影響を空気力係数へ反映させるための補正係数を𝑓𝜓とすると，𝑓𝜓は式(2.15)で表される． 

𝑓𝜓 =
𝐸[𝐶S,u(𝜓t)]

𝐶S,u(�̅�)
              (2.15) 

この影響を考慮した研究として，井澤ら[40]は鉄道の中間車両の一様流中と乱流中の横力

係数の違いをモンテカルロシミュレーションにより検証している． 

①～③の影響を考慮した補正係数𝑓𝑧，𝑓eおよび𝑓𝜓を用いて，一様流中の横力係数𝐶S,u(�̅�)

から乱流中の横力係数𝐶S,t(�̅�)を予測する既往モデルは，式(2.16)で定式化される． 

𝐶S,t(�̅�) = 𝑓𝑧𝑓e𝑓𝜓𝐶S,u(�̅�)            (2.16) 
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図 2.20 乱流中における風速の変動成分の頻度分布 

 

 

２．３．２項 既往モデルによる横力係数の予測精度の評価 

前項で定式化した既往モデルを用いて，一様流中の横力係数から乱流中のそれを予測す

る．補正係数𝑓𝑧の計算に用いる平均風速の鉛直分布について，橋梁では表 2.1，盛土と素地

では表 2.1 と表 2.2 の実験結果を線形補間して用いた．補正係数𝑓eの計算に用いる流れ方向

の乱流強度𝐼uについて，橋梁では表 2.7，盛土では表 2.8 の構造物上の車体中心高さにおけ

る実験結果を風向角ごとに用い，素地では表 2.1 の車体中心高さにおける実験結果を全て

の風向角に用いた．鉛直方向の乱流強度𝐼wには，参考文献[16], [36]の予備実験の結果を参

考に，橋梁で𝐼w = 0.74𝐼u，盛土で𝐼w = 0.67𝐼u，素地で𝐼w = 0.52𝐼uとした．補正係数𝑓𝜓の計

算に用いる標準偏差𝜎uと𝜎vは，補正係数𝑓eと同様に構造物上の車体中心高さの実験結果を

用いた．その積分範囲は，計算精度を確認したうえで計算負荷を考慮して−0.99�̅�～0.99�̅�

とした．計算上の風向角が，実際に測定を行った風向角である 10～170 度の範囲内の場合

には，実験結果を線形補間した．風向角が 10～170 度の範囲外となる場合には，風向角 0

度および 180 度における横力係数をいずれも 0 と仮定し，風向角 0 度および 180 度を中心

に対象の風向角特性を仮定した． 

図 2.21には，線路構造物を盛土としたときの，式(2.16)における各補正係数が横力係数に

与える影響を示す．𝑓𝑧による横力係数の変化はほとんど見られない．これは，鉄道車両の

スケールでは，一様流と乱流で平均風速の鉛直分布に大きな違いがないためである．𝑓eは

横力係数を全体的に大きくする効果がある．これは，乱流の変動成分により平均動圧が大

きくなるためである．𝑓𝜓は一様流中の横力係数の風向角特性を乱流中のそれに補正する効
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果がある．これは，乱流の変動成分により瞬間風向角が変化し，横力係数のピーク値が風

向角方向に平均化されるためである．図 2.22 には，それぞれの構造物における乱流中の横

力係数の予測結果を示す．風向角特性については，いずれの構造物においてもほぼ再現で

きている．特に盛土については，図 2.13(b)の実験結果から，一様流中における風向角 50度

と 130 度の横力係数にピークが見られるが，予測結果ではそのピークが補正されている．

一方で，いずれの構造物においても乱流中の横力係数が過大評価されている．このことは

安全側の評価といえるが，より合理的に横力を評価するためには予測精度の向上が必要で

ある．そこで，次項では，乱流中の横力係数の予測精度を向上させるため，予測モデルの

修正を行う． 

表 2.19 には，図 2.22 の横力係数の実測値と既往モデルによる予測値の数値情報を示した． 

 

 

 

 

 

図 2.21 各補正係数が横力係数に与える影響（盛土） 
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図 2.22 横力係数の風洞実験による実測値と既往モデルによる予測値の比較 

 

 

 

表 2.19 横力係数の風洞実験による実測値と既往モデルによる予測値 

風向角 

𝜓 [deg] 

橋梁 盛土 素地 

実測値 予測値 実測値 予測値 実測値 予測値 

10 0.12 0.18 0.28 0.33 0.16 0.20 

30 0.65 0.79 0.94 1.21 0.66 0.72 

50 1.11 1.31 1.48 1.82 1.04 1.20 

70 1.34 1.56 1.63 1.83 1.19 1.47 

90 1.39 1.59 1.59 1.76 1.19 1.51 

110 1.29 1.48 1.49 1.73 1.11 1.35 

130 0.98 1.11 1.27 1.56 0.90 1.01 

150 0.52 0.58 0.70 0.85 0.52 0.54 

170 0.12 0.14 0.18 0.20 0.15 0.14 
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２．３．３項 提案モデルの定式化 

既往モデルにおいて横力係数を過大評価する原因として，気流の違いによる車両の背面

圧の変化をモデルに反映できていないことが考えられる．そこで，本項では，横力係数を

正面圧と背面圧に分けて定式化し，気流の違いによる背面圧の変化を考慮した新たな補正

係数𝑓pを提案する．これを既往モデルに追加することで，予測精度の改善を図る． 

既往研究として，角柱などの基本断面まわりの風圧分布や気流の違いがそれらに与える

影響を調査したものは数多くある（例えば，Lee[41]）．２．２．３項の実験結果から，鉄

道車両についても正面圧と背面圧の特性は既往研究と同様の傾向となっている．これらの

結果に基づき，補正係数𝑓pの定式化を行う．なお，線路構造物によって車体まわりの風圧

分布は若干異なるが，ここでは実用性を考慮して線路構造物によらない共通のモデルとし

て定式化することとする． 

車両にはたらく横力は，正面圧と背面圧の差で表される．したがって，一様流中の横力

係数𝐶S,u(�̅�)は，正面圧𝐶S,u
W (�̅�)と背面圧𝐶S,u

L (�̅�)から式(2.17)により表される． 

𝐶S,u(�̅�) = 𝐶S,u
W (�̅�) − 𝐶S,u

L (�̅�)            (2.17) 

横力係数から正面圧と背面圧を推定するためには，横力係数に占めるそれぞれの割合を

定式化する必要がある．図 2.23 には，一様流中の正面圧と背面圧の差に対する正面圧およ

び背面圧の割合を線路構造物と風向角ごとに示す．正面圧と背面圧は，表 2.13～表 2.15 に

示す測定値を用いた．横力係数に占める各断面圧力の影響割合を仮定して，各断面圧力の

加重平均値を示した．各断面の影響割合は，図 2.14 に示す断面配置に基づいて隣接断面と

の中間点で影響範囲を分割することで計算し，断面 A を 14%，断面 B を 36%，断面 C を

37%，断面 D を 13%と仮定した． 

線路構造物によるばらつきはあるものの，平均的には風向角 90 度をピークとした山なり

の風向角特性を持つ．これらの結果より，風向角 90 度における一様流中の横力係数に占め

る正面圧と背面圧の割合を𝐶S,u
W (90): 𝐶S,u

L (90) = 0.4: 0.6とした．風向角特性について，正面

圧は風速の車体側面に直交する成分として定式化し，背面圧にはその差を割り当てた．こ

れにより，一様流中の正面圧𝐶S,u
W (�̅�)と背面圧𝐶S,u

L (�̅�)は，それぞれ式(2.18)と式(2.19)で表さ

れる． 

𝐶S,u
W (�̅�) = 0.4 sin �̅� 𝐶S,u(�̅�)            (2.18) 

𝐶S,u
L (�̅�) = −(1 − 0.4 sin �̅�)𝐶S,u(�̅�)          (2.19) 

図 2.23(a)には式(2.18)による計算値を，図 2.23(b)には式(2.19)による計算値を，それぞれ

実線で示した． 
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(a) 正面圧の割合 

 

 

 

(b) 背面圧の割合 

図 2.23 横力係数に占める正面圧と背面圧の割合 

 

 

一様流中の正面圧𝐶S,u
W (�̅�)と乱流中の正面圧𝐶S,t

W(�̅�)の関係は，２．３．１項で定式化した

既往モデルに基づき式(2.20)で表す． 

𝐶S,t
W(�̅�) = 𝑓𝑧𝑓e𝑓𝜓𝐶S,u

W (�̅�)            (2.20) 

図2.24には，乱流中の正面圧の実測値と式(2.20)による推定値との差Δ𝐶S,t
Wを示す．実測値に

は，表 2.16～表 2.18 に示す値を用いた．図 2.23 と同様に，各断面圧力の加重平均値を示し

た．いずれの条件でも 0 より大きくなっているが，これは実測値に対して推定値が過小評

価になっていることを表す．ただし，過小評価量はそれほど大きくなく，最も重要な風向

角 90 度付近で下限値が概ね 0 になっている．そのため，本研究では，乱流中の正面圧の補
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正は行わず，既往モデルに基づく式(2.20)による推定値をそのまま用いることとする． 

一様流中の背面圧𝐶S,u
L (�̅�)と乱流中の背面圧𝐶S,t

L (�̅�)の関係は，流れ方向の乱流強度𝐼uの一

次関数として式(2.21) のように設定した． 

𝐶S,t
L (�̅�) = (1 + 𝛿𝐼u)𝑓𝑧𝑓e𝑓𝜓𝐶S,u

L (�̅�)          (2.21) 

ここで，𝛿は乱流強度𝐼uに対する勾配である．図 2.25 には，勾配𝛿を定めるための実験結果

を各断面の加重平均値として示す．実験結果は，式(2.21)を𝛿について解くことで求めた．

線路構造物や風向角によるばらつきはあるが，ここでは最も重要な風向角 90 度付近の上限

値に合わせて𝛿 = −1.5とした（図中の実線）．なお，この値は本研究で対象とした通勤型電

車に対するものであり，車体形状に応じて𝛿の値は変化する． 

 

 

 

図 2.24 乱流中の正面圧の実測値と推定値の差 

 

 

 

図 2.25 一様流に対する乱流中の背面圧の補正係数 
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乱流中の横力係数𝐶S,t(�̅�) は，乱流中の正面圧𝐶S,t
W(�̅�)と背面圧𝐶S,t

L (�̅�)の差から式(2.22)で

表される． 

𝐶S,t(�̅�) = 𝐶S,t
W(�̅�) − 𝐶S,t

L (�̅�)            (2.22) 

式(2.18)を式(2.20)へ，式(2.19)を式(2.21)へ代入し，さらに式(2.20)と式(2.21)を式(2.22)に代

入すると，式(2.23)が得られる． 

𝐶S,t(�̅�) = {0.4 sin �̅� + (1 − 0.4 sin �̅�)(1 + 𝛿𝐼𝑢)} × 𝑓𝑧𝑓e𝑓𝜓𝐶S,u(�̅�)    (2.23) 

気流の違いが車体の正面圧と背面圧に与える影響を考慮した補正係数𝑓pは，式(2.23)におけ

る𝑓𝑧，𝑓eおよび𝑓𝜓を除いた項として，式(2.24)で表される． 

𝑓p = 0.4 sin �̅� + (1 − 0.4 sin �̅�)(1 + 𝛿𝐼𝑢)         (2.24) 

以上より，本研究で提案する乱流中の横力係数の予測モデルは，式(2.25)で表される． 

𝐶S,t(�̅�) = 𝑓𝑧𝑓e𝑓𝜓𝑓p𝐶S,u(�̅�)            (2.25) 

 

２．３．４項 提案モデルによる横力係数の予測精度の評価 

前項で定式化した提案モデルにより，乱流中の横力係数を予測する．補正係数𝑓𝑧，𝑓eお

よび𝑓𝜓は，２．３．２項と同様の方法で計算した．補正係数𝑓pの計算に用いる流れ方向の

乱流強度𝐼uは，𝑓eの計算に用いる値と同様とした． 

図 2.26 には，提案モデルによる予測結果を示す．いずれの構造物についても過大評価が

改善され，実験値と推定値がほぼ一致していることが確認できる．表 2.20 には，図 2.26 の

数値情報を示した． 

図 2.27 には，既往手法と提案手法について，散布図による横力係数の実験値と予測値の

比較を示す．図 2.27(a)は，日本における既往手法（例えば，鈴木ほか[15]）に相当するも

ので，実験値を一様流中の横力係数，予測値を乱流中の横力係数として両者を比較したも

のである．風洞実験結果から自明であるが，乱流中の横力係数を用いると一様流中の横力

を過小評価している．図 2.27(b)は，欧州における既往モデルにより，一様流中の横力係数

から乱流中のそれを予測した結果である．既往モデルでは，乱流中の横力係数を過大評価

している．図 2.27(c)は，本研究での提案モデルにより，一様流中の横力係数から乱流中の

それを予測した結果である．提案モデルでは過大評価が改善され，プロットが𝑦 = 𝑥の直線

上にほぼ乗っていることが確認できる．これらの結果より，横力係数を正面圧と背面圧を

分けて定式化し，気流の違いによる風圧分布の変化を反映させることで，既往手法に比べ

て高い精度で乱流中の横力係数を予測できると考えられる． 
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図 2.26 横力係数の風洞実験による実測値と提案モデルによる予測値の比較 

 

 

 

 

表 2.20 横力係数の風洞実験による実測値と提案モデルによる予測値 

風向角 

𝜓 [deg] 

橋梁 盛土 素地 

実測値 予測値 実測値 予測値 実測値 予測値 

10 0.12 0.15 0.28 0.26 0.16 0.15 

30 0.65 0.67 0.94 0.98 0.66 0.55 

50 1.11 1.13 1.48 1.53 1.04 0.96 

70 1.34 1.37 1.63 1.57 1.19 1.20 

90 1.39 1.41 1.59 1.52 1.19 1.24 

110 1.29 1.30 1.49 1.48 1.11 1.10 

130 0.98 0.96 1.27 1.31 0.90 0.81 

150 0.52 0.49 0.70 0.70 0.52 0.41 

170 0.12 0.11 0.18 0.16 0.15 0.10 
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(a) 日本の既往手法 

 

 

(b) 欧州の既往モデル 

 

 

(c) 提案モデル 

図 2.27 横力係数の実測値と予測値の比較 
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２．３．５項 提案モデルの予測精度と適用範囲に関する検証 

本項では，提案モデルの予測精度と適用範囲に関する検証を行う．最初に，各補正係数

を独立としないモデルについて述べ，提案モデルとの予測精度の比較を行う．次に，中間

車に相当する条件での空気力係数の測定結果を示し，提案モデルによる予測結果との比較

を行う． 

（１）各補正係数を独立としないモデルとの予測精度の比較 

本研究において，乱流中の横力係数の予測モデルは，式(2.25)で提案した．提案モデルで

は，一様流と乱流が横力係数に与える影響として 4 つの効果を考慮した．そして，これら

の項は，それぞれ独立に計算される．これは，モデルの理解のしやすさ，計算負荷，各補

正係数の影響度合いの把握などを目的として，モデルの単純化を図ったためである．一方

で，厳密には各補正係数は独立ではなく，それぞれの影響を正確に反映させるためには，

お互いの関係を考慮して定式化を行う必要がある．式(2.26)には，各補正係数を独立とせず

それぞれの影響を正確に反映させたモデル（以下，詳細モデルとする）を示す． 

𝐶S,t(�̅�) = ∫ {0.4 sin �̅� + (1 − 0.4 sin �̅�)(1 + 𝛿𝐼u(𝑧))}
ℎ2

ℎ0

 

∫ P[𝑤′ = 𝑘; N(0, 𝜎w(𝑧))]
∞

−∞

∫ P[𝑣′ = 𝑗; N(0, 𝜎v(𝑧))]
∞

−∞

∫ P[𝑢′ = 𝑖; N(0, 𝜎u(𝑧))]
∞

−∞

 

   ∙
(𝑈t(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ + 𝑖)

2
+ 𝑗2 + 𝑘2

𝑈u(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ 2
𝐶S,u {�̅� − arctan (

𝑗

𝑈t(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ + 𝑖
)} 𝑑𝑖𝑑𝑗𝑑𝑘𝑑𝑧 (2.26) 

提案モデルとは異なり，各効果が独立の補正係数とはならずに，多重積分を解くことで乱

流中の横力係数が計算される． 

図 2.28 には，式(2.25)の提案モデルによる横力係数の予測結果と式(2.26)の詳細モデルに

よる予測結果を示す．また，図 2.29 には，散布図による両者の比較を示す．提案モデルと

詳細モデルで予測結果にほとんど違いはなく，同等の予測精度が得られていることが確認

できる．この結果より，鉄道車両のスケールにおいては各補正係数を独立としても予測精

度への影響はほとんどなく，モデルの単純化の観点からは提案モデルを用いることが有効

であるといえる． 

  



52 

 

 

 

図 2.28 提案モデルと詳細モデルによる横力係数の予測結果 

 

 

 

 

図 2.29 提案モデルによる予測値と詳細モデルによる予測値の比較 
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（２）中間車に対する予測モデルの適用性の検証 

前項までは，通勤型先頭車を対象として風洞実験を実施し，横力係数の予測モデルを構

築した．これは，一般的には先頭車の方が中間車に比べて耐風性能が低いことと，先頭車

の方が中間車よりも三次元性が高いために横力係数の予測が難しいと考えられるためであ

る．一方で，構築した提案モデルの中間車への適用性は検証しておく必要がある．そこで，

ここでは中間車の空気力係数を測定し，提案モデルを中間車に適用した場合の横力係数の

予測精度を検証する．なお，空気力係数の値そのものを議論する場合には中間車の編成状

態を正確に再現する必要があるが，そのためには新たに専用の中間車模型を製作しなけれ

ばならない．ここでの目的は，二次元性の高い中間車に対する予測モデルの適用性の検証

であるため，既存の先頭車模型の前方に既存の別形式車両模型を追加設置することで中間

車に相当する状況を模擬した．したがって，得られた空気力係数の値は実際の中間車のそ

れとは異なることに注意されたい． 

図 2.30 には，中間車を模擬した車両と線路構造物の模型設置状況を示す．先頭車の前方

に 24 系客車を模擬した 1/40 車両模型を追加設置することで，中間車に相当する状況を模

擬した．図 2.31 と表 2.21～表 2.23 には，中間車の空気力係数の測定結果を示す．風向角が

90 度に近い角度では，先頭車に比べて空気力係数が大きい傾向である．風向角が 30 度前

後および 150 度前後では，逆に先頭車に比べて空気力係数が小さい．これは，先頭車に比

べて二次元性が高いことが原因である．なお，空気力係数が風向角 90 度を中心に左右対称

になっていないのは，先頭車前方に設置した車両が別形状であることと，測定車両の機器

配置が対象ではないためであると考えられる． 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土（仮床設置，風圧測定模型） 

 

 

(c) 素地 

図 2.30 中間車を模擬した車両と線路構造物の模型設置状況 
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(a) 橋梁 

 

 

(b) 盛土 

 

 

(c) 素地 

図 2.31 中間車の空気力係数と風向角の関係 
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表 2.21 橋梁上の中間車の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.01 0.12 0.29 0.05 0.09 0.27 

30 0.55 0.47 0.06 0.48 0.45 0.08 

50 1.19 0.94 -0.11 1.00 0.96 -0.10 

70 1.49 0.63 -0.27 1.32 1.03 -0.25 

90 1.61 0.64 -0.34 1.43 0.99 -0.34 

110 1.62 0.69 -0.39 1.38 1.05 -0.36 

130 1.20 0.85 -0.30 1.04 0.97 -0.29 

150 0.57 0.55 -0.15 0.53 0.47 -0.18 

170 0.09 0.12 -0.03 0.11 0.09 -0.08 

 

 

表 2.22 盛土上の中間車の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.10 0.18 0.10 0.13 0.19 0.09 

30 0.82 0.82 -0.10 0.70 0.76 -0.08 

50 1.62 0.73 -0.31 1.33 1.00 -0.26 

70 1.78 0.69 -0.33 1.63 0.88 -0.35 

90 1.80 0.60 -0.36 1.67 0.79 -0.38 

110 1.79 0.67 -0.36 1.63 0.87 -0.38 

130 1.81 0.86 -0.37 1.39 1.01 -0.31 

150 0.87 0.81 -0.17 0.74 0.73 -0.16 

170 0.14 0.17 -0.03 0.19 0.18 -0.03 

 

 

表 2.23 素地上の中間車の空気力係数 

風向角 

𝜓 [deg] 

一様流 乱流 

𝐶S 𝐶L 𝐶M 𝐶S 𝐶L 𝐶M 

10 0.05 0.14 0.05 0.07 0.11 0.08 

30 0.48 0.29 -0.10 0.45 0.37 -0.05 

50 0.97 0.66 -0.21 0.92 0.76 -0.18 

70 1.35 0.62 -0.32 1.15 0.86 -0.26 

90 1.49 0.30 -0.36 1.25 0.86 -0.29 

110 1.39 0.34 -0.37 1.22 0.88 -0.28 

130 1.09 0.72 -0.30 0.96 0.77 -0.22 

150 0.51 0.46 -0.15 0.53 0.43 -0.13 

170 0.09 0.13 -0.06 0.14 0.12 -0.03 

 



57 

 図 2.32 と表 2.24 には，横力係数の測定結果と提案モデルによる予測結果を示す．また，

図 2.33 には，両者の散布図による比較を示す．先頭車の場合と同様で，風向角や線路構造

物によらず良好な予測結果が得られている．このことから，提案モデルは中間車に対して

も適用可能であるといえる． 

 

 

 

 

図 2.32 提案モデルによる中間車の横力係数の予測結果 

 

 

 

表 2.24 乱流中の横力係数の風洞実験による実測値と提案モデルによる予測値 

風向角 

𝜓 [deg] 

橋梁 盛土 素地 

実測値 予測値 実測値 予測値 実測値 予測値 

10 0.05 0.06 0.13 0.15 0.07 0.09 

30 0.48 0.49 0.70 0.71 0.45 0.40 

50 1.00 1.03 1.33 1.34 0.92 0.81 

70 1.32 1.34 1.63 1.58 1.15 1.14 

90 1.43 1.46 1.67 1.63 1.25 1.27 

110 1.38 1.43 1.63 1.61 1.22 1.18 

130 1.04 1.05 1.39 1.47 0.96 0.88 

150 0.53 0.51 0.74 0.77 0.53 0.44 

170 0.11 0.11 0.19 0.17 0.14 0.10 
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図 2.33 中間車の横力係数の実測値と予測値の比較 

 

 

２．４節 走行中の車両にはたらく横力の予測と転覆限界風速の評価 

 

本節では，走行中の車両の横力係数の予測を行い，車両の走行が横力に与える影響を評

価する．さらに，横力の違いが転覆限界風速に与える影響を評価する．２．４．１項では

横力の予測を，２．４．２項では転覆限界風速の評価を行う． 

図 2.1 をもとに，自然風の風速を𝑈，車両走行速度を𝑉，自然風の風向角を𝜓，自然風の

流れ方向の乱流強度を𝐼u,tとして，相対風の風速𝑈r，相対風の風向角𝜓r，相対風の流れ方向

の乱流強度𝐼u,rをそれぞれ式(2.27)，式(2.28)，式(2.29)で求める． 

𝑈r = √(𝑈cos 𝜓 + 𝑉)2 + (𝑈 sin 𝜓)2           (2.27) 

𝜓r = arctan
𝑈 sin 𝜓

𝑈 cos 𝜓 + 𝑉
             (2.28) 

𝐼u,r =
�̅�

𝑈r
̅̅ ̅ 𝐼u,t               (2.29) 

 

２．４．１項 横力の予測 

本項では，車両の走行速度と自然風の風向角が横力係数および横力に与える影響を評価

する．共通の評価条件は，次のように設定した．自然風の風速は 20m/s とした．空気密度

は 1.23kg/m3 とした．代表面積は，在来線の通勤型電車の半車体側面積を想定して 26.0m2

とした．線路構造物は橋梁とした． 
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最初に，車両の走行速度の影響を評価する．自然風の風向角は 90 度とした．車両の走行

速度は，0 から EN14067-6[9]で規定されている最高速度である 360km/h までの範囲で

20km/h 刻みに設定した．図 2.34 には，走行速度𝑉が横力係数𝐶Sおよび横力𝐹Sに与える影響

を示す．図 2.34(a)より，走行速度の増加に伴い，横力係数𝐶Sは徐々に小さくなる．これは，

相対風の風向角が，走行速度の増加に伴い小さくなるためである．気流の影響について，

一様流中の横力係数は，全速度域で乱流中の横力係数よりも大きい．提案手法で予測した

横力係数は，走行速度が 0 のときには乱流の横力係数に一致する．そして，走行速度の増

加に伴い徐々に一様流の横力係数に近づいていき，最高速度の 360km/h のときには一様流

の値にほぼ一致する．これは，走行速度が増加すると相対風に占める走行風の割合が大き

くなり，気流が一様流に近づくためである．図 2.34(b)は，図 2.34(a)の横力係数を用いて横

力𝐹Sを評価した結果である．走行速度の増加に伴い，横力𝐹Sは徐々に大きくなる．これは，

横力係数の減少以上に相対風速の増加の影響が大きいためである．提案手法により予測し

た横力の傾向は，図 2.34(a)と同様である．図 2.34(c)は，一様流中および乱流中の横力と提

案手法により予測した横力の差Δ𝐹Sを示す．Δ𝐹Sが正のときには過大評価，負のときには過

小評価であることを表す．一様流中の横力係数を用いると，ほぼ全ての速度域において横

力を過大評価していることがわかる．走行速度が最高の 360km/h になると，その過大評価

量はほぼ 0 になる．一方，乱流中の横力係数を用いると，走行速度が 0 のときにはΔ𝐹Sが 0

になるものの，走行速度の増加に伴い横力が過小評価になり，その過小評価量は徐々に増

大する．同図には，参考文献[16]で提案されている内挿法と本研究での提案手法との差を

あわせて示した．全ての速度域において，内挿法との差はほぼ 0 である． 

 

  



60 

 

(a) 横力係数 

 

 

(b) 横力 

 

 

(c) 横力の差 

図 2.34 走行速度が横力係数および横力に与える影響 
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次に，自然風の風向角の影響を評価する．走行速度は 120km/h とした．自然風の風向角

は，0 から 180 度までの範囲で 10 度刻みに設定した．図 2.35 には，自然風の風向角𝜓が横

力係数𝐶Sおよび横力𝐹Sに与える影響を示す．図 2.35(a)より，横力係数𝐶Sは自然風の風向角

が 130 度前後で最も大きくなり，風向角が大きくまたは小さくなると減少する．図 2.35(b)

は，図 2.35(a)の横力係数を用いて横力𝐹Sを評価した結果である．横力𝐹Sは，自然風の風向

角が 80度前後で最も大きくなる．また，提案手法で予測した横力は，自然風の風向角が 80

度前後で最も一様流に近づく．図 2.35(c)は，図 2.34(c)と同様に，一様流中および乱流中の

横力と提案手法により予測した横力の差Δ𝐹Sを示す．自然風の風向角 80 度前後をピークに，

一様流中の横力係数では過大評価，乱流中の横力係数では過小評価となっていることがわ

かる．同図には，参考として図 2.34(c)と同様に内挿法と提案手法との差をあわせて示した．

全ての風向角において，内挿法との差はほぼ 0 である． 

以上より，走行車両にはたらく横力の評価では，ほぼ全ての速度域と風向角において一

様流中の横力係数を用いると過大評価，乱流中の横力係数を用いると過小評価となること

がわかった．さらに，提案手法と参考文献[16]の内挿法では，同等の横力評価となること

を明らかにした．これにより，内挿法の予測精度の妥当性を示した． 
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(a) 横力係数 

 

 

(b) 横力 

 

 

(c) 横力の差 

図 2.35 自然風の風向角が横力係数および横力に与える影響 
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表 2.25 転覆限界風速の計算に用いた主な車両諸元 

項目 値 

半車体質量 8550kg 

台車質量 4300kg 

レール面からの車体重心高さ 1.87m 

レール面からの台車重心高さ 0.5m 

レール面からの車体中心高さ 2.32m 

車体の下端から上端までの高さ 2.67m 

半車体側面積 26.0m2 

左右の車輪／レール接触点間距離 1.12m 

 

 

２．４．２項 転覆限界風速の評価 

本項では，車両の走行速度と自然風の風向角が転覆限界風速に与える影響を評価する．

転覆限界風速の計算では，前項で設定した評価条件のほかに揚力係数𝐶L，ローリングモー

メント係数𝐶Mおよび車両諸元が必要になる．揚力係数とローリングモーメント係数につい

て，一様流と乱流の評価では，それぞれの気流条件での測定値（表 2.9～表 2.11）を用いた．

提案手法の評価では，参考文献[16]の内挿法を用いて走行速度に応じた揚力係数とローリ

ングモーメント係数を計算した．車両諸元は，首都圏を走行する軽量な通勤型電車の先頭

車両を想定した．主な車両諸元は，表 2.25 に示すとおりである．転覆限界風速の計算式に

は，参考文献[12]の総研詳細式を用いた． 

図 2.36 には，走行速度𝑉が転覆限界風速𝑈criに与える影響を示す．図 2.36(a)は転覆限界風

速𝑈cri，図2.36(b)は各手法と提案手法との転覆限界風速の差Δ𝑈criである．走行速度𝑉の範囲

は 0～360km/h としているが，転覆限界風速の計算に用いた空気力係数と車両諸元は通勤型

電車のもので，その最高速度は 120km/h である．そのため，転覆限界風速の計算値は現実

的な値でないことに注意されたい．ここでの目的は，空気力係数の評価方法が転覆限界風

速に与える影響を評価することであるため，図 2.36(b)に示す転覆限界風速の差Δ𝑈criについ

て議論することとする．Δ𝑈criが正のときは提案手法に対して転覆限界風速を過大評価すな

わち危険側に評価，負のときは過小評価すなわち安全側に評価していることを表す．乱流

中の空気力係数を用いると，走行速度が 0 のときのΔ𝑈criはほぼ 0 であるが，走行速度の増

加に伴い徐々に過大評価となり，120km/h のときに過大評価量が 1m/s 程度のピークになる．

これは，120km/h 前後の速度域において，横力の大きさに対する一様流中と乱流中の横力
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の差が大きいためである．さらに走行速度が増加すると，Δ𝑈criは徐々に 0 に近づき，走行

速度 180km/h 以上ではほぼ 0 になる．これは，相対風の風向角が小さくなることで一様流

中と乱流中の横力係数の差が小さくなり，横力の大きさに対する横力の差が小さくなるた

めである．一方，一様流中の空気力係数を用いると，走行速度が 0～180km/h 程度までは

Δ𝑈criは過小評価であり，100km/h 前後で過小評価量が 1m/s 程度のピークになる．走行速度

180km/h 以上では，Δ𝑈criはほぼ 0 になる． 

 

 

 

(a) 転覆限界風速 

 

 

 

(b) 転覆限界風速の差 

図 2.36 走行速度が転覆限界風速に与える影響 
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図 2.37 には，自然風の風向角𝜓が転覆限界風速に与える影響を示す．走行速度は，

120km/h とした．自然風の風向角𝜓が 0 付近と 180 度付近では転覆限界風速が非常に大きく

なるため，見やすさの観点から図中には 10 度から 140 度までの結果を示した．乱流中の空

気力係数を用いると，風向角 90 度前後で転覆限界風速の過大評価量がピークになっている．

一方，一様流中の空気力係数を用いると，風向角 90～120 度の範囲で転覆限界風速の過小

評価量がピークになっている．これらのピーク量は，図 2.36 における走行速度 120km/h の

ときと同様の 1m/s 程度である． 

 

 

 

(a) 転覆限界風速 

 

 

 

(b) 転覆限界風速の差 

図 2.37 自然風の風向角が転覆限界風速に与える影響 
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日本の鉄道で対象とする速度域は 0～120km/h 程度であるが，この速度域においては日本

で一般的な乱流中の空気力係数を用いると，転覆限界風速を最大で 1m/s 程度過大評価する

ことがわかった．一方，この速度域で一様流の空気力係数を用いると，転覆限界風速を最

大で 1m/s 程度過小評価する．転覆限界風速の過大評価は列車運行の安全性低下に，過小評

価は安定性低下すなわち運転規制頻度の増加につながる．そのため，日本の鉄道で対象と

する速度域においては，提案手法を用いることで必要な安全性を確保しつつ合理的な転覆

限界風速の評価を行うことが可能であるといえる．一方，欧州の鉄道で対象とする 200～

360km/h の速度域においては，空気力係数の評価方法によらず同程度の転覆限界風速が導

出される．そのため，欧州規格である EN14067-6[9]で規定されている一様流中での空気力

係数の導出は，欧州の鉄道で対象とする速度域においては妥当な方法であるといえる． 
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２．５節 本章のまとめ 

 

本章では，任意の乱流強度の気流中における車両の横力係数を予測するモデルを提案し

た．まず，風洞実験により，一様流中と乱流中で気流特性，空気力係数および車体まわり

の風圧分布を測定し，気流の違いが空気力に与える影響と要因を明らかにした．次に，風

洞実験結果に基づき，一様流中の横力係数から任意の乱流強度の気流中のそれを予測する

モデルを構築した．最後に，構築したモデルを用いて走行中の車両にはたらく横力を予測

し，転覆限界風速の評価を行った．これらにより，以下の結果を得た． 

(1) 風洞実験により，一様流中と乱流中の気流特性，空気力係数および車体まわりの風圧

分布を測定した．横力係数に影響を与える車体の正面圧と背面圧について調査した結

果，線路構造物によらず正面圧は一様流に比べて乱流の方が大きく，背面圧は乱流の

方が小さくなることを明らかにした． 

(2) 風洞実験で得られた結果をもとに，一様流中の横力係数から乱流中のそれを予測する

モデルを構築した．既往手法として，欧州規格における車両の時系列応答解析の考え

方を定式化して乱流中の横力係数を予測した結果，横力係数を過大評価することを明

らかにした．そこで，提案手法として，横力係数を正面圧と背面圧に分けて，それぞ

れに対する気流特性の影響を考慮して定式化を行った．これを新たな補正係数として

既往の予測モデルに加えた結果，過大評価が改善され，横力係数を精度よく予測する

ことを可能にした． 

(3) 車両の走行による相対風の乱流強度の変化を考慮して，走行車両にはたらく横力を予

測し，転覆限界風速の評価を行った．その結果，日本の鉄道で対象とする 0～120km/h

程度の速度域においては，欧州規格で規定されている一様流中の横力係数を用いると，

転覆限界風速を過小評価すなわち安全側に評価することを示した．一方，日本で広く

用いられている乱流中の横力係数を用いると，転覆限界風速を過大評価すなわち危険

側に評価することを示した．これらに対して，本章で提案した任意の乱流強度の気流

中の横力係数の予測モデルを用いることで，より正確かつ合理的な転覆限界風速の評

価を行うことが可能である．なお，欧州の鉄道で対象とする 200～360km/h の速度域に

おいては，横力係数の評価方法によらず同程度の転覆限界風速が導出される．そのた

め，欧州が対象とする速度域においては，欧州規格で規定する一様流の横力係数を用

いることは妥当であるといえる． 
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第３章 瞬間風速の評価方法の提案と各種力の不確かさの評価 

 

３．１節 本章の目的 

 

列車運行を安全に行うために，強風時には速度規制や運転中止といった運転規制が行わ

れる．日本において，強風時の運転規制の判断には，線路沿線に設置された風速計により

リアルタイムに観測される瞬間風速が用いられる．これは，餘部事故技術調査委員会[4]に

より，鉄道車両の転覆には平均風速ではなく瞬間風速が大きく影響することが明らかにさ

れたためである．鉄道における瞬間風速の評価方法に関して，日本では一般的には 1 基の

風速計から出力される生の瞬時値がそのまま用いられている（例えば，鉄道強風対策協議

会[17]）．これは，気象庁[18]が 2007 年まで瞬間風速の評価に瞬時値を用いており，鉄道事

業者もその方法を踏襲していたためと考えられる．しかし，この方法では，鉄道車両長の

空間スケールにおいてもばらつきのある自然風を適切に評価できていない可能性がある．

一方，欧州では，瞬間風速の評価を 2～3 秒程度の時間平均値で評価することを想定してい

る（例えば，DEUFRAKO[7]，Hoppmann et al.[19]）．このように，日本と欧州では瞬間風速

の評価方法が統一されておらず，鉄道車両に関する瞬間風速と瞬間空気力の関係もこれま

でに検証されていない．鉄道以外の分野では，3 秒程度の時間平均値で瞬間風速を評価す

るのが一般的である（参考文献[18], [20]～[22]を参照されたい）．しかし，建築物や土木構

造物に比べて鉄道車両の大きさは長さ 20m，高さ 3m 程度とスケールが小さいため，他分

野の評価方法をそのまま適用できる保証はない．そのため，鉄道車両を対象として，瞬間

空気力を精度よく推定することが可能な瞬間風速の評価方法を明らかにする必要がある．

また，耐力と外力の不確かさを考慮した鉄道車両の耐風性能評価を行うために，空気力を

はじめとした車両の転覆に関わる各種力の不確かさを明らかにする必要がある． 

本章では，実測データに基づき，鉄道車両にはたらく瞬間空気力の実測値と推定値の関

係を明らかにするとともに，車両の転覆に関わる各種力の不確かさを評価する．３．２節

では，瞬間空気力を適切に評価できる風速評価方法を提案するとともに，空気力推定値の

不確かさを定量化する．３．３節では，重力の不確かさを定量化する．３．４節では，超

過遠心力の不確かさを定量化する．３．５節では，左右振動慣性力の不確かさを定量化す

る．３．６節では，本章のまとめを述べる． 
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３．２節 瞬間風速の評価方法の提案と空気力推定値の不確かさの評価 

 

 本節では，鉄道車両にはたらく瞬間空気力の実測値と推定値の関係を明らかにし，瞬間

空気力を精度よく評価可能な瞬間風速の平均化時間を提案する．さらに，空気力推定値の

不確かさを評価し，平均値と標準偏差として定量化する． 

 

３．２．１項 空気力の評価に用いたデータ 

鉄道車両にはたらく空気力の評価には，公益財団法人鉄道総合技術研究所が北海道島牧

村において 2001 年から 2004 年にかけて実施した実物大車両模型による空気力・風向風速

測定試験（日比野ほか[31]）の測定データを用いた．測定データのうち解析に用いた測定

量は，風向，風速，大気圧，気温および荷重で，いずれもサンプリング周波数は 10Hzであ

る．解析に際して，測器の応答性能や測器同士の空間的な離れを考慮して，0.5 秒の区間時

間平均により 2Hz データに変換した．時間平均の方法について，風向角は気象庁[42]にな

らい単位ベクトル平均とし，それ以外の測定量は単純平均とした． 

図 3.1 および図 3.2 には，測定環境を示す．日本海に面した平地に実物大の単線高架橋

（全長 80m，地上高さ 8m，桁高 1m）と車両模型（103 系通勤型電車）が，主風向に対し

て直交するように配置されている（図 3.1(a)）．風向と風速は，先頭車両模型の風上側 20m

の位置に，高さ 10m，離隔 10m で設置された 3 基のプロペラ型風向風速計（YOUNG 製

5103LM）で観測される（図 3.1(b)，図 3.2(a)）．風向角𝜓は，線路平行の先頭車側を 0 度と

して時計回りを正にとる．風向風速計の設置高さは，高架橋上 2m の高さとなり，車両模

型にはたらく空気力の風圧中心高さに相当する．横力，揚力および車体中心まわりのロー

リングモーメントは，高架橋と車両模型の間に設置された 4 台のロードセル（共和電業製

2 分力計 LSM-A-30KNSA8）で測定された荷重から算出する（図 3.1(b)，図 3.2(b)）． 

解析対象データとして，風速の瞬時値で 20m/s を超えるかそれに近い風が車両直角方向

に近い風向角で観測され，かつ欠測が少ない 12 強風事例 12 時間を選定した．表 3.1には，

解析に用いたデータセットの概要を示す． 
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(a) 遠景 

 

 

 

(b) 近景 

 

図 3.1 測定環境の外観 
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(a) 風向風速計 

 

 

 

(b) ロードセル 

 

図 3.2 測定機器の配置 
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表 3.1 解析に用いたデータセット 

事例 

番号 
データ期間 

最大瞬間風速 

[m/s] 

平均風速 

[m/s] 

平均風向角 

[deg] 

1 
2004/01/08 

10:19:05 – 11:19:05 
25.4 17.3 127.8 

2 
2003/12/25 

20:41:47 – 21:41:47 
25.4 15.0 60.2 

3 
2004/01/08 

09:18:55 – 10:18:55 
24.5 16.4 131.0 

4 
2003/12/25 

21:41:56 – 22:41:56 
23.6 14.1 70.0 

5 
2003/12/25 

22:42:06 – 23:42:06 
23.5 13.9 76.6 

6 
2003/12/26 

00:12:20 – 01:12:20 
23.2 13.9 68.9 

7 
2004/01/08 

11:19:14 – 12:19:14 
23.0 15.5 126.0 

8 
2004/01/14 

10:40:17 – 11:40:17 
22.6 14.6 114.1 

9 
2003/09/14 

02:46:04 – 03:46:04 
22.1 13.5 93.4 

10 
2003/11/22 

15:28:51 – 16:28:51 
21.2 12.1 77.0 

11 
2004/02/04 

21:37:37 – 22:37:37 
20.2 11.8 87.6 

12 
2003/11/16 

19:36:52 – 20:36:52 
19.3 12.1 81.2 
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３．２．２項 空気力の評価方法 

車両にはたらく空気力の実測値は，図 3.2(b)に示すロードセル No.1～No.4 の同時刻にお

ける荷重の合計値として計算した．ロードセルの測定成分のうち，車両模型と直角の水平

方向成分𝑥は風下側を正，上下方向成分𝑧は下向きを正に取っている．そのため．時刻𝑡にお

ける横力の実測値𝐹S
M(𝑡)，揚力の実測値𝐹L

M(𝑡)および車体中心まわりのローリングモーメン

トの実測値𝑀R
M(𝑡)は，ロードセルの測定荷重𝐹𝑖𝑗(𝑡)（添字𝑖は測定方向成分，𝑗はロードセル

番号），ロードセルから車体中心高さまでの距離ℎl(=1.52m)，ロードセルの左右設置間隔

2𝑏l(=1.2m)を用いてそれぞれ式(3.1)～式(3.3)で求めた． 

𝐹S
M(𝑡) = 𝐹𝑥1(𝑡) + 𝐹𝑥2(𝑡) + 𝐹𝑥3(𝑡) + 𝐹𝑥4(𝑡)           (3.1) 

𝐹L
M(𝑡) = −{𝐹𝑧1(𝑡) + 𝐹𝑧2(𝑡) + 𝐹𝑧3(𝑡) + 𝐹𝑧4(𝑡)}         (3.2) 

𝑀R
M(𝑡) = −{𝐹𝑥1(𝑡) + 𝐹𝑥2(𝑡) + 𝐹𝑥3(𝑡) + 𝐹𝑥4(𝑡)}ℎl − {𝐹𝑧1(𝑡) − 𝐹𝑧2(𝑡) + 𝐹𝑧3(𝑡) − 𝐹𝑧4(𝑡)}𝑏l (3.3) 

風下側の車輪／レール接触点まわりのローリングモーメントの実測値𝑀lee
M (𝑡)は，𝐹S

M(𝑡)，

𝐹L
M(𝑡)，𝑀R

M(𝑡)，103 系通勤型電車における車輪／レール接触点からの車体中心高さ

ℎBC(=2.36m)，狭軌における左右の車輪／レール接触点間距離2𝑏(=1.12m)を用いて式(3.4)で

求めた（図 3.3）． 

𝑀lee
M (𝑡) = 𝐹S

M(𝑡) ∙ ℎBC + 𝐹L
M(𝑡) ∙ 𝑏 + 𝑀R

M(𝑡)           (3.4) 

 

 

 

図 3.3 車両にはたらく空気力のイメージ 
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図 3.4 には，空気力実測値の時系列波形の周波数特性の一例を示す．解析に用いたのは，

表 3.1 の事例番号 1 の 1 時間のデータである．サンプリング周波数 10Hz の測定データをそ

のまま用いてフーリエ変換を行った．そのため，解析できる周波数の最大値は 5Hz である．

スペクトル強度は，全周波数帯での最大値を 1 として無次元化している．周波数 4Hz 付近

に小さなピークが見られるが，これは車両模型の固有振動数であると考えられる．固有振

動数のピークは低周波数帯のスペクトル強度に比べれば非常に小さいため，ロードセルの

測定荷重を空気力の実測値として取り扱うことは問題ないと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 空気力実測値の時系列波形の周波数特性の一例 
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車両にはたらく空気力の推定値は，横力係数𝐶S(𝜓, 𝑡)，揚力係数𝐶L(𝜓, 𝑡)，車体中心まわ

りのローリングモーメント係数𝐶M(𝜓, 𝑡)，空気密度𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡)，風速𝑈𝑖(𝑡)，車体側面積

𝐴S(=51.3m2)，車体の下端から上端までの高さℎBH(=2.62m)から計算した．準定常仮定に基

づき，時刻𝑡における横力の推定値𝐹S
E,𝑖(𝑡)，揚力の推定値𝐹L

E,𝑖(𝑡)，車体中心まわりのローリ

ングモーメントの推定値𝑀R
E,𝑖(𝑡)をそれぞれ式(3.5)～式(3.7)で求めた．なお，添字𝑖は瞬間風

速の評価方法であり，詳細については後述する． 

𝐹S
E,𝑖(𝑡) =

1

2
𝐶S(𝜓𝑖 , 𝑡)𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡)𝑈𝑖

2(𝑡)𝐴S          (3.5) 

𝐹L
E,𝑖(𝑡) =

1

2
𝐶L(𝜓𝑖 , 𝑡)𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡)𝑈𝑖

2(𝑡)𝐴S          (3.6) 

𝑀R
E,𝑖(𝑡) =

1

2
𝐶M(𝜓𝑖 , 𝑡)𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡)𝑈𝑖

2(𝑡)𝐴SℎBH         (3.7) 

横力係数𝐶S(𝜓)，揚力係数𝐶L(𝜓)および車体中心まわりのローリングモーメント係数𝐶M(𝜓)

は，鈴木ら[15]が風洞実験で求めた値を使用した．観測風向を 10 度刻みに四捨五入し，そ

れに対応する風向角の空気力係数を適用した．空気密度𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡)[kg/m3]は，気温𝑑(𝑡)[℃]，

大気圧𝑝(𝑡)[hPa]として，式(3.8)で計算した． 

𝜌(𝑑, 𝑝, 𝑡) = 1.293 ×
273.15

273.15 + 𝑑(𝑡)
×

𝑝(𝑡)

1013.25
        (3.8) 

瞬間風速の評価値𝑈𝑖は，瞬時値𝑈inst，空間平均値𝑈sa（南雲ほか[43]）および𝑁秒平均値

𝑈𝑁s−gustとし，それぞれ式(3.9)～式(3.11)により求めた． 

・瞬時値𝑈inst(𝑡)：風速計 No.2（図 3.2(a)）で観測された風速の瞬時値 

𝑈inst(𝑡) = 𝑈2,inst(𝑡)              (3.9) 

・空間平均値𝑈sa(𝑡)：風速計No.1～3で観測された瞬時値の同時刻における二乗平均平方根 

𝑈sa(𝑡) = √
∑ 𝑈𝑖,inst

2 (𝑡)3
𝑖=1

3
            (3.10) 

・𝑁秒平均値𝑈𝑁s−gust：風速計 No.2 で観測された瞬時値の現時刻を含む過去𝑁秒間（データ

2𝑁個）の平均値（1 秒から 10 秒まで 0.5 秒刻みに設定） 

𝑈𝑁s−gust(𝑡) =
∑ 𝑈2,inst (𝑡 − 𝑁 +

𝑖
2)2𝑁

𝑖=1

2𝑁
         (3.11) 

瞬間風向角の評価値𝜓𝑖(𝑡)は，参考文献[42]の方法にならい𝑈𝑖(𝑡)の算出に用いる風速データ

に対応する風向角を単位ベクトル平均して求めた．風下側の車輪／レール接触点まわりの

ローリングモーメントの推定値𝑀lee
E,𝑖 (𝑡)は，実測値と同様に，𝐹S

E,𝑖(𝑡)，𝐹L
E,𝑖(𝑡)，𝑀R

E,𝑖(𝑡)，ℎBC，

𝑏から式(3.12)で求めた（図 3.3）． 
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𝑀lee
E,𝑖 (𝑡) = 𝐹S

E,𝑖(𝑡) ∙ ℎBC + 𝐹L
E,𝑖(𝑡) ∙ 𝑏 + 𝑀R

E,𝑖(𝑡)        (3.12) 

式(3.4)と式(3.12)で求められた風下側の車輪／レール接触点まわりのローリングモーメント

（以下，単に空気力という）の最大値を比較することで，空気力の推定精度を評価する．

最大値の評価時間は，三須・石原[44]による鉄道における評価時間の検討にならい 60 秒と

した．一般的には評価時間として 10 分（例えば，気象庁[45]）を用いることが多いが，こ

れは最大で 10 分の時間差を許容することを意味する．鉄道の運転規制では，安全性の観点

から基準値に達する風速を観測したら速やかに列車を徐行もしくは停止させる必要がある．

そのため，10 分の時間差は許容できないことから，適切な最大値評価が可能で，かつ極力

短い評価時間として 60 秒を採用した．60 秒区切りの時間区間𝑇における空気力実測値の最

大値をmax[𝑀lee
M (𝑇)]，空気力推定値の最大値をmax[𝑀lee

E,𝑖 (𝑇)]（添字𝑖は瞬間風速の評価方法）

とし，これらの比𝑅𝑖(𝑇)を式(3.13)で定義した． 

𝑅𝑖(𝑇) ≡
max[𝑀lee

M (𝑇)]

max[𝑀lee
E,𝑖 (𝑇)]

             (3.13) 

𝑅𝑖(𝑇)の平均値と標準偏差を導出，比較することで，各評価風速から推定した空気力の推定

精度を評価する． 

 図 3.5 には，空気力実測値の時系列波形の例を示す．表 3.1 のデータセットのある 60 秒

間について，式(3.4)で計算した 0.5 秒刻みの時系列データを例示した．同図には，60 秒間

の最大値を実線，平均値を破線であわせて示した．図 3.6 には，図 3.5 と同じ時刻における

空気力推定値の時系列波形の例を示す．例示した推定値の評価風速は，瞬時値，空間平均

値，1 秒平均値，3 秒平均値，5 秒平均値であり，風速の時系列波形は図 3.7 に示すとおり

である．図 3.5 と同様に，60 秒間の最大値を実線，平均値を破線であわせて示した．評価

風速が異なると空気力の推定値の時系列波形の傾向が大きく変化することがわかる．これ

により，最大値となる時刻が変化するため，本研究では最大値の評価時間を 60 秒として，

その時間帯における最大値同士を比較することとした．なお，平均値については評価風速

によらず，いずれも同程度の値となっていることが確認できる． 

 

 

図 3.5 空気力実測値の時系列波形の例  
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(a) 瞬時値 

 

(b) 空間平均値 

 

(c) 1 秒平均値 

 

(d) 3 秒平均値 

 

(e) 5 秒平均値 

図 3.6 空気力推定値の時系列波形の例 
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(a) 瞬時値 

 

(b) 空間平均値 

 

(c) 1 秒平均値 

 

(d) 3 秒平均値 

 

(e) 5 秒平均値 

図 3.7 空気力の推定に用いた風速の時系列波形の例  
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３．２．３項 空気力の評価結果 

図 3.8 には，空気力の実測値と推定値の 60 秒最大値の比𝑅𝑖(𝑇)を 0.1 刻みの階級に分けた

頻度分布と正規分布による近似曲線を示す．見やすさのために，時間平均値については代

表的な平均化時間のみを示し，さらに 1 秒平均値 (1s-gust)と 5 秒平均値 (5s-gust)のシンボ

ルは省略した．データ数は N=720 である．また，表 3.2 には，全ての評価風速について，

その平均値𝜇𝑅
𝑖 と標準偏差𝜎𝑅

𝑖の一覧を示した．𝑅𝑖(𝑇) = 1のときに空気力の実測値と推定値が

一致し，𝑅𝑖(𝑇) < 1では空気力を過大評価，逆に𝑅𝑖(𝑇) > 1では過小評価していることを表す．

瞬間風速を瞬時値で評価した場合は𝜇𝑅
inst = 0.90であり，実測値を 1 割程度過大評価してい

る．瞬間風速を空間平均値で評価した場合には𝜇𝑅
sa = 1.01であり，実測値と推定値が平均

的に一致している．瞬間風速を時間平均値で評価した場合には，平均化時間を大きくする

と徐々に𝜇𝑅
𝑁s−gust

が大きくなっていく．平均化時間を 3 秒としたときに𝜇𝑅
3s−gust

= 1.00とな

り，実測値と推定値の平均値が一致する．標準偏差𝜎𝑅
𝑖 （変動係数に相当）については，

𝜎𝑅
inst = 0.107，𝜎𝑅

sa = 0.102，𝜎𝑅
3s−gust

= 0.110となる．評価風速の違いによる標準偏差の差

異は小さく，いずれの評価風速でも概ね 10%程度である．  

以上より，空気力の推定値は，瞬間風速を瞬時値で評価すると平均的に過大評価になり，

空間平均値もしくは 3 秒平均値で評価することにより平均的に適正評価になることがわか

った．また，評価風速によらず変動係数で 10%程度の推定値の不確かさが存在することが

わかった．したがって，現在の日本の評価方法では，安全側ではあるものの瞬間風速を過

大評価しているといえる．一方，欧州の瞬間風速の評価方法は，妥当であるといえる．な

お，空間平均値による瞬間風速の評価は一般的な方法ではなく，風速計の増設などの設備

投資も必要になる．そこで，気象学や風工学の分野における瞬間風速の評価方法（参考文

献[18], [20]～[22]を参照されたい）との整合性も考慮し，本研究では鉄道分野における適切

な瞬間風速の評価方法として 3 秒平均値を提案する． 
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図 3.8 空気力の実測値と推定値の比𝑅𝑖の頻度分布 

 

表 3.2 空気力の実測値と推定値の比𝑅𝑖の平均値と標準偏差 

評価風速 (𝑖) 平均値 (𝜇𝑅
𝑖 ) 標準偏差 (𝜎𝑅

𝑖 ) 

瞬時値 (inst) 0.90 0.107 

空間平均値 (sa) 1.01 0.102 

1 秒平均値 (1s-gust) 0.92 0.106 

1.5 秒平均値 (1.5s-gust) 0.94 0.107 

2 秒平均値 (2s-gust) 0.97 0.108 

2.5 秒平均値 (2.5s-gust) 0.98 0.109 

3 秒平均値 (3s-gust) 1.00 0.110 

3.5 秒平均値 (3.5s-gust) 1.02 0.111 

4 秒平均値 (4s-gust) 1.03 0.110 

4.5 秒平均値 (4.5s-gust) 1.05 0.111 

5 秒平均値 (5s-gust) 1.06 0.113 

5.5 秒平均値 (5.5s-gust) 1.07 0.115 

6 秒平均値 (6s-gust) 1.08 0.117 

6.5 秒平均値 (6.5s-gust) 1.09 0.119 

7 秒平均値 (7s-gust) 1.10 0.121 

7.5 秒平均値 (7.5s-gust) 1.11 0.122 

8 秒平均値 (8s-gust) 1.12 0.123 

8.5 秒平均値 (8.5s-gust) 1.13 0.125 

9 秒平均値 (9s-gust) 1.14 0.127 

9.5 秒平均値 (9.5s-gust) 1.15 0.129 

10 秒平均値 (10s-gust) 1.15 0.131 
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参考として，図 3.9 には，空気力の実測値と推定値の散布図を示す．いずれの評価風速

においてもばらつきの大きさは同程度で，平均化時間が大きくなると勾配が小さくなる傾

向が確認できる．3 秒平均値と空間平均値では，実測値と推定値が𝑦 = 𝑥の直線にほぼ乗っ

ている．  

 

 

 

  

(a) 瞬時値                (b) 空間平均値 

 

  

(c) 3 秒平均値               (d) 5 秒平均値 

図 3.9 空気力の実測値と推定値の散布図 
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３．２．４項 評価結果に対する考察 

前項より，瞬間風速を 3 秒平均値で評価して瞬間空気力を推定することで，空気力の推

定値が実測値と平均的に一致することがわかった．本項では，この理由と適用範囲につい

て考察する． 

最初に，理由について考察する．日本風工学会[46]は，壁面全体の風力を壁面の一点で

観測された風圧力から近似的に推定する方法について述べている．それによれば，壁面全

体に同時にかかる渦のスケールの変動成分の規模を決められれば，その渦のスケールの通

過時間から空間平均と等価な平均化時間が推定できるとしている．この考え方に基づくと，

鉄道の車両長の空間スケールに存在する渦の数量と風速計で平均化時間内に通過する渦の

数量が同程度になれば，空気力の実測値と推定値が同程度の評価になるものと考えられる．

そこで，渦の形状を評価する指標として乱れのスケールを用いることとした．乱れのスケ

ールは，渦の空間的な広がりの評価に用いられ，異なる 2 点の流速変動の相互相関を積分

した積分スケールで計算できる（例えば，社団法人日本鋼構造協会編[47]）．乱れのスケー

ルの等値線は，大気境界層における既往の観測結果から縦方向（主流方向）に伸びた楕円

形をしている．塩谷[48]によれば，縦方向のスケールは横方向のスケールに対して 2.5～4

倍程度大きいとされている．また，参考文献[47]では，乱れのスケールの縦方向成分（u 成

分）と横方向成分（v 成分）の観測結果やその縦横比を複数事例紹介している．これによ

れば，縦方向のスケールは横方向のスケールの概ね 3 倍程度である．これらの知見を参考

に，鉄道車両長の空間スケールを等価的に評価できる瞬間風速の平均化時間を考察する． 

図 3.10 には，車両側面に当たる渦のイメージを示す．また，図 3.11 には，渦を主流方向

と主流直角方向に並べたイメージを示す．縦方向の乱れのスケールを𝐿u，横方向のそれを

𝐿vとすれば，評価空間長𝑆における渦の数量𝑁vは式(3.14)で表される． 

𝑁v =
𝑆

𝐿v
                (3.14) 

風速を𝑈，平均化時間を𝑇gustとしたときに評価点を通過する渦の数量𝑁uは，Taylor の凍結

仮説（Taylor[49]）を用いると式(3.15)で表される． 

𝑁u =
𝑈𝑇gust

𝐿u
               (3.15) 

𝑁u = 𝑁vとなるように式(3.14)と式(3.15)を𝑇gustについて解くと，式(3.16)が得られる． 

𝑇gust =
𝑆

𝑈
∙

𝐿u

𝐿v
                (3.16) 

ここで，評価空間長𝑆を鉄道車両長である 20m，風速𝑈を一般的な運転規制の風速基準値で

ある 20m/s，乱れのスケールの縦横比𝐿u/𝐿vを前述の知見に基づき 3 とすると，平均化時間
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𝑇gustは 3 秒となる．このことから，瞬間風速を 3 秒平均値で評価することで，鉄道車両に

はたらく空気力の実測値と推定値が平均的に一致するものと考察した． 

 次に，適用範囲について考察する．鈴木・種本[50]によれば，本章で解析に用いたデー

タの測定地点のべき指数は約 0.25 である．これは，建築物荷重指針・同解説（日本建築学

会[51]）における地表面粗度区分 IV（中層建築物が主となる市街地）に相当する値であり，

本章の評価結果は比較的風の乱れが大きい地域に対応しているといえる．したがって，風

の乱れが小さい地域に対応する平均化時間と空気力推定値の不確かさを推定することがで

きれば，本章での評価結果の適用範囲を推定できると考えられる． 

平均化時間について，参考文献[47]と参考文献[48]によれば，乱れのスケールの縦横比

𝐿u/𝐿vは陸風よりも海風の方が大きい．式(3.16)から𝐿u/𝐿vが大きくなると平均化時間𝑇gustは

大きくなり，また海上では陸上に比べて風の乱れが小さい．そのため，風の乱れが小さい

地域では，鉄道車両長の空間スケールに対応する平均化時間は長くなる傾向になると考え

られる．表 3.2 より，平均化時間が短くなると空気力を大きく評価するため，本章で提案

した 3 秒平均値を用いることで，風の乱れが小さい地域においても安全側の評価ができる

ものと考えられる． 

変動係数について，空気力のガストファクター𝐺（最大値と平均値の比）と乱流強度𝐼uの

関係は式(3.17)で表される（例えば，Dyrbye & Hansen[52]）． 

𝐺 = 1 + 𝑘p2𝐼u               (3.17) 

ここで，𝑘pはピークファクターである．この式より，風の乱れが小さくなると瞬間空気力

の変動量が小さくなるため，同様に空気力推定値の不確かさも小さくなると考えられる．

したがって，本章で定量化した空気力推定値の不確かさを用いることで，風の乱れが小さ

い地域に対しては安全側の評価になると推定される．さらに，第２章で述べたとおり，走

行車両まわりの気流特性は車両走行風の影響により乱れが小さくなるため，本章の評価結

果は走行車両に対しても安全側の評価になると推定される． 

 以上より，本章で提案，定量化した瞬間風速の評価方法と空気力推定値の不確かさは，

鉄道で対象とする空間スケールや風速域において適用できるものと考える． 
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図 3.10 車両側面に当たる渦のイメージ 

 

 

 

 

図 3.11 渦を主流方向と主流直角方向に並べたイメージ 
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３．３節 重力の不確かさ 

 

耐力である重力の不確かさの発生要因としては，車両質量の変動および左右静止輪重の

アンバランスが挙げられる．前者は，主に乗車人員の変動により生じる．通常，車両質量

は安全側となる空車状態で評価されるため，その変動は無視できる．後者は，車両機器の

配置やばね系の調整状態の影響により生じる．帝都高速度交通営団日比谷線中目黒駅構内

列車脱線衝突事故（事故調査検討会[53]）を契機に，左右静止輪重のアンバランスの評価

指標である静止輪重比の管理努力目標値が提言され，その値は 10％以内とされている．

このように，静止輪重比は小さいことが望ましいが，ゼロにはできない．そこで，本節で

は，静止輪重比を重力の不確かさとして考慮することとする． 

 図 3.12 には，左右静止輪重のアンバランスのイメージを示す．重量2𝑃0の車両が外力の

ない平坦地に停止している場合，車体中心からの左右の重量バランスがとれていれば，左

側輪重𝑃L0と右側輪重𝑃R0はそれぞれ𝑃0となる．逆にバランスがとれていない場合，左右輪

重はそれぞれアンバランス量Δ𝑃0に応じて増加もしくは減少する．このような車両に起因

する左右輪重のアンバランスを無次元量として表したものが静止輪重比𝐷0であり，式

(3.18)で表される． 

𝐷0 = 1 +
Δ𝑃0

𝑃0
               (3.18) 

静止輪重比の評価には，東日本旅客鉄道株式会社（以下，JR 東日本とする）の実車両の検

査時における実測データを用いた．電車，気動車および客車を含むデータセットとし，評

価車両数は 8843 両である．車両の転覆方向が逆になると，静止輪重比は 1 を中心として左

右対称に値が入れ替わる．そのため，1 両につき，両方向の転覆を考慮し，N=17686 のデ

ータで評価を行った．図 3.13 には，静止輪重比𝐷0を 0.01 刻みの階級に分けた頻度分布と正

規分布による近似曲線を示す．頻度分布の平均値を𝜇𝐷0，標準偏差を𝜎𝐷0とすると，𝜇𝐷0 =

1.0，𝜎𝐷0 = 1.95 × 10−2である． 
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図 3.12 左右静止輪重のアンバランスのイメージ 

 

 

 

 

図 3.13 静止輪重比の頻度分布  
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３．４節 超過遠心力の不確かさ 

 

車両が曲線を通過すると，車両質量，走行速度，曲線半径に応じて車両に遠心力がはた

らく．遠心力を緩和するために，曲線軌道では内軌と外軌の高低差であるカントが設定さ

れる（図 3.14）．超過遠心力は，カントの不足または超過により相殺されずに残った遠心力

である．超過遠心力の不確かさの発生要因としては，車両質量の変動，走行速度の変動，

曲線半径誤差およびカント誤差が挙げられる．車両質量については，前節で述べたとおり

空車状態で評価するため，その変動は無視できる．走行速度は，安全性を評価するうえで

重要な要素であるため，評価条件の一つとして取り扱い，不確かさには含めない．曲線半

径は，レール敷設後の変化が小さいため，その誤差を無視することとする．カントは，時

間経過と車両走行の累積に伴い徐々に変化する．そのため，本研究ではカント誤差を不確

かさの要因として考慮し，本節で定量化する． 

カント誤差の評価には，JR 東日本の営業路線における実軌道の検査時の実測データを用

いた．幹線と地方交通線の両方を含むデータセットとし，データ数は N=568947 である．

図 3.15 には，カント誤差を 1mm 刻みの階級に分けた頻度分布と正規分布による近似曲線

を示す．頻度分布の平均値を𝜇Δ𝑐，標準偏差を𝜎Δ𝑐とすると，𝜇Δ𝑐 =0，𝜎Δ𝑐 = 1.38[mm]であ

る． 

 

 

 

 

 

図 3.14 カントのイメージ 

 

カント
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図 3.15 カント誤差の頻度分布 

 

 

３．５節 左右振動慣性力の不確かさ 

 

 左右振動慣性力は，車体にはたらく左右振動加速度により生じる．左右振動加速度は，

軌道変位，レール継目，分岐器などにより発生するが，空気力や超過遠心力のように理論

的な推定式が得られない．そのため，左右振動加速度それ自体が不確かさとなる．そこで，

本節では，実測データをもとに走行速度と左右振動加速度の標準偏差の関係を求め，実測

値を包含するモデルを設定する． 

左右振動加速度の評価には，大山ら[54]が実施した車両走行試験の実測データを用いた．

測定を実施した車両は，JR 東日本の E231 系近郊型電車，E257 系特急型電車，E657 系特急

型電車である．左右振動加速度は，車体の前後方向中央部に設置した 1 軸型加速度計（共

和電業製 AS-2GB）で測定した．走行速度は，GPS の速度情報から取得した．測定データ

のサンプリング周波数は 1kHzである．データ処理の方法は，次のとおりである．まず，左

右振動加速度の時系列波形に 2Hz ローパスフィルタをかけ，転覆に影響を与えない高周波

成分を除去した．次に，得られた時系列波形をその 3 秒移動平均値で減算し，曲線通過中

の超過遠心加速度成分を除去した．最後に，その時系列波形の 2 秒区間ピーク値を抽出し

て加速度振幅を取得し，そのときの GPS 速度情報を加速度に対応する走行速度とした．車

両の転覆方向が逆になると，左右振動加速度は符号が入れ替わる．そのため，両方向の転

覆を考慮し，N=258970 のデータで評価を行った． 
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図 3.16 走行速度と左右振動加速度の関係 

 

 

 図 3.16 には，走行速度と左右振動加速度の関係を示す．実測値を見ると，走行速度の増

加に伴い最大値が増加する傾向が確認される．同図には，総研詳細式[12]の仮定式をあわ

せて示した．この仮定式は加速度の最大値を想定したモデルで，走行速度の一次関数とし

て設定されている．重力加速度を𝑔，走行速度を𝑉，車両最高速度を𝑉maxとすると，総研詳

細式における左右振動加速度𝑎HBNは式(3.19)で表される． 

𝑎HBN(𝑉) = 0.1𝑔
𝑉

𝑉max
             (3.19) 

実測値と総研詳細式の仮定式𝑎HBNを比較すると，仮定式は実測値の最大値を概ね内包して

いる．走行速度が 20km/h 前後，50km/h 前後および 80km/h 前後において，仮定式を超過し

ている点があるが，これらの割合は全データの 0.4%程度と非常に小さい．また，仮定式を

超過している点は，いずれも分岐器通過時や橋梁，踏切のレール継目部で発生している．

これらより，通常走行時に発生する左右振動加速度の最大値は，総研詳細式の仮定式で十

分に内包できるといえる．一方で，同図から明らかなように，左右振動加速度は平均値が

0 で正負両方の方向にばらつきを持つ． そのため，実態に合わせて左右振動加速度をモデ

ル化する場合には，左右振動加速度の標準偏差を定式化する必要がある．同図には，実測

値を走行速度 10km/h 刻みの階級に分けて求めた標準偏差をあわせて示す．走行速度ごとの

ばらつきはあるが，20km/h までは概ね線形増加で，20km/h 以上ではほぼ一定の傾向であ

る．総研詳細式の仮定式と比べて走行速度に対する増加傾向が異なるのは，実測値では分

岐器通過の影響により低速域の加速度が大きくなっているためである．本節では，分岐器
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通過も実現象の一つととらえ，実測値を内包するように左右振動加速度の標準偏差をモデ

ル化する．モデルの平均値𝜇𝑎[m/s2]と標準偏差𝜎𝑎[m/s2]は，𝑉20 = 20km/hとして，それぞれ

式(3.20)，式(3.21)として設定する． 

𝜇𝑎 = 0                (3.20) 

𝜎𝑎(𝑉) = min [0.111 ×
𝑉

𝑉20
, 0.111]          (3.21) 

図 3.16には，式(3.21)により計算した左右振動加速度の標準偏差をあわせて示した．モデル

による標準偏差の計算値は，実測値を内包していることが確認できる． 

図 3.17 は，走行速度 60km/h 階級と 120km/h 階級における左右振動加速度の頻度分布の

例である．左右振動加速度を 0.025[m/s2]刻みの階級に分けた頻度分布と正規分布による近

似曲線を示す．走行速度 60km/h 階級のデータ数は N60=21826，120km/h 階級のデータ数は

N120=17638 である．走行速度により左右振動加速度の分布に若干の違いはあるものの，概

ね同程度のばらつきとなっている． 

 

 

 

 

図 3.17 左右振動加速度の頻度分布の例 

（走行速度 60km/h 階級と 120km/h 階級を例示） 
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 参考として，図 3.18 には，図 3.16 の左右振動加速度の測定データを車種別に分類した結

果を示す．図 3.18(a)は，E231 系近郊型電車の測定結果である．走行路線は，品鶴線と東海

道貨物線である．走行速度 80km/h 以上の速度域で，標準偏差の実測値がモデルを超過して

いる．標準偏差の最大値は，120km/h 階級の 0.133m/s2 である．図 3.18(b)は，E257 系特急

型電車の測定結果である．走行路線は，総武本線と成田線である．走行速度 80km/h 以上の

速度域で，標準偏差の実測値がモデルを超過している．標準偏差の最大値は，110km/h 階

級の 0.159m/s2 である．図 3.18(c)は，E657 系特急型電車の測定結果である．走行路線は，

常磐線である．いずれの速度域においても，標準偏差の実測値はモデルを下回っている．

標準偏差の最大値は，30km/h 階級の 0.081m/s2 である．このように，左右振動加速度の標

準偏差の最大値は，車種や走行路線によって異なる．もし，これが列車運行の安全性や安

定性に大きく影響するようであれば，車種や路線に応じて左右振動加速度のモデルを可変

にすることが合理的な運転規制にとって有効である．そのため，次では，左右振動加速度

の標準偏差が転覆限界風速に与える影響を調査する． 
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(a) E231 系近郊型電車（品鶴線，東海道貨物線） 

 

 

(b) E257 系特急型電車（総武本線，成田線） 

 

 

(c) E657 系特急型電車（常磐線） 

図 3.18 車種別の走行速度と左右振動加速度の関係 
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図 3.19 には，左右振動加速度の標準偏差モデルごとの転覆限界風速を示す．標準偏差モ

デルの最大値を図 3.18 の 3 車種の最小値である 0.081m/s2とした場合𝜎𝑎
min（式(3.22)），本節

で提案する 0.111m/s2とした場合𝜎𝑎（式(3.21)），3 車種の最大値である 0.159m/s2とした場合

𝜎𝑎
max（式(3.23)），の 3 ケースを示した． 

𝜎𝑎
min(𝑉) = min [0.081 ×

𝑉

𝑉20
, 0.081]          (3.22) 

𝜎𝑎
max(𝑉) = min [0.159 ×

𝑉

𝑉20
, 0.159]          (3.23) 

転覆限界風速の計算には，４．６節で実施するコードキャリブレーション方法を用いて，

標準偏差モデルによらず同じ安全性指標となるよう部分係数を設定した評価式を用いた．

評価条件は，図 1.4 の中から線路構造物を単線橋梁（桁高 2m），軌道を曲線半径 1400m，

カント 30mm，走行速度を 120km/h として選定した．ここでは，左右振動加速度の標準偏

差が転覆限界風速に与える影響の感度を調査することが目的であるため，評価式や評価方

法の説明は省略する．いずれの標準偏差モデルを用いても転覆限界風速にはほとんど影響

しないことが確認できる．この結果より，本研究では，実用性を考慮して車種や路線によ

らずに，共通の左右振動加速度の標準偏差モデルとして式(3.21)を用いることとする． 

 

 

 

 

図 3.19 標準偏差の違いが転覆限界風速に与える影響 
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３．６節 本章のまとめ 

 

本章では，鉄道車両にはたらく瞬間空気力を適切に推定するための瞬間風速の評価方法

を提案した．実物大車両模型による空気力・風向風速試験の測定データを用いて，空気力

の実測値と推定値を比較した．さらに，空気力以外の車両にはたらく力である重力，超過

遠心力，左右振動慣性力について，実測データに基づきそれぞれの不確かさを評価した．

これらにより，以下の結果が得られた． 

(1) 瞬間風速を瞬時値で評価すると，空気力の実測値を平均的に 1 割程度過大評価するこ

とを明らかにした．このことから，現在の日本の評価方法では，瞬間風速を過大評価

しているといえる．一方，瞬間風速を空間平均値もしくは 3 秒平均値で評価すること

で，空気力の実測値と推定値が平均的に一致することを示した．このことから，欧州

の瞬間風速の評価方法は，妥当であるといえる．なお，空間平均値による瞬間風速の

評価は一般的な方法ではないため，他分野との整合性を考慮して，本研究では鉄道分

野における適切な瞬間風速の評価方法として 3 秒平均値を提案した．空気力推定値の

不確かさの変動係数は，評価風速によらずいずれも 10%程度である． 

(2) 重力の不確かさとして，静止輪重のアンバランスを考慮した．実車両の検査データに

基づき，静止輪重比の分布を重力の不確かさとして定量化すると，その平均値は 1.0，

変動係数は 1.95%である． 

(3) 超過遠心力の不確かさとして，カント誤差を考慮した．営業路線の検査データに基づ

き，カント誤差の分布を超過遠心力の不確かさとして定量化すると，その平均値は 0，

標準偏差は 1.38mm である． 

(4) 左右振動慣性力の不確かさとして，左右振動加速度の標準偏差を考慮した．車両走行

試験で得られた実測データを内包するように，左右振動加速度を走行速度の関数とし

てモデル化した．左右振動加速度の分布を左右振動慣性力の不確かさとして定量化す

ると，その平均値は 0，標準偏差は走行速度が 0～20km/h までは線形増加，20km/h 以

上は 0.111m/s2の一定値である． 

  



95 

第４章 信頼性理論を用いた横風に対する鉄道車両の耐風性能評価 

 

４．１節 本章の目的 

 

 本章では，第３章で定量化した転覆に影響するそれぞれの力の不確かさを考慮し，横風

に対する鉄道車両の耐風性能評価を行う．耐風性能評価には，信頼性理論（参考文献[30]

を参照されたい）を用いる．信頼性理論では，耐力と外力の不確かさに基づき，外力が耐

力を上回る確率である破壊確率を直接的または間接的に評価する（図 4.1）．その評価水準

には，破壊確率の値そのものを直接的に評価するレベル 3，安全性の余裕度を表す安全性

指標（信頼性指標と同義）を用いて破壊確率を間接的に評価するレベル 2，それぞれの力

に対する部分係数を定めて確定論的に評価を行うレベル 1，の 3 つがある．本研究では，

実用可能な耐風性能評価法を提供するために，レベル 1 の評価水準による転覆限界風速の

評価式を提案することを目標とする．そのため，耐風性能評価においては，レベル 1 に対

応づけることが可能なレベル 2 の評価水準を採用する． 

 耐風性能評価では，国枝式や総研詳細式などの既往評価式で取り扱う重力，空気力，超

過遠心力，左右振動慣性力の 4 つを考慮する．これら以外にも，風速計の性能差や個体差，

風観測位置の風速代表性のばらつき，システムの故障率，さらには運転取り扱い上のヒュ

ーマンエラーなど様々な不確かさが挙げられる．しかし，これらは耐風性能評価において，

評価式による違いが発生しない要素である．また，本研究では破壊確率の絶対値そのもの

議論するのではなく，基準とする安全性との相対比較を行うことを主な目的とする．その

ため，前述の 4 つの力以外は取り扱わないこととする．この前提条件に基づき，運転規制

の状態を性能関数として表現し，その状態における安全性の大きさを鉄道車両の耐風性能

として評価する．運転規制の判断に用いる瞬間風速の風速基準値を変数として，安全性指

標により耐風性能を定量化する．したがって，風速基準値の導出精度が安全性の大きさに

直結する． 

本章の構成は，次のとおりである．４．２節では，性能関数と安全性指標を定式化する．

４．３節では，定式化した性能関数と安全性指標の妥当性を検証する．４．４節では，現

行基準や既往評価式に基づき，性能関数の変数である風速基準値を設定する．４．５節で

は，設定した風速基準値に基づく運転規制の安全性指標を評価する．４．６節では，基準

とする許容安全性指標を設定してコードキャリブレーションを実施し，部分係数を用いた

転覆限界風速の評価式を提案する．４．７節では，提案評価式を用いて，1 年あたりの運
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転規制の安全性指標を評価する．４．８節では，欧州解析法に基づく運転規制の安全性指

標を評価する．４．９節では，本章のまとめを述べる． 

 

 

 

 

 

図 4.1 耐力と外力の分布および破壊確率のイメージ 

 

 

 

 

 

図 4.2 安全性指標のイメージ 
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４．２節 性能関数と安全性指標の定式化 

 

 性能関数は，耐力と外力の差で定義される．鉄道車両の転覆は，風下側の車輪／レール

接触点まわりのローリングモーメントで評価されるため，それぞれの力を同様のモーメン

トで評価することとする．耐力である重力を𝑀G，外力である空気力を𝑀W，超過遠心力を

𝑀C，左右振動慣性力を𝑀Aとすると，性能関数𝑍は式(4.1)で表される． 

𝑍 ≡ 𝑀G − 𝑀W − 𝑀C − 𝑀A             (4.1) 

性能関数が𝑍 ≤ 0となることは破壊を表し，その発生確率が破壊確率となる．次に，性能関

数の平均値𝜇𝑍と標準偏差𝜎𝑍を求める．各項の平均値を𝜇𝑖（添字𝑖は各項の添字に対応）で表

すと，性能関数の平均値𝜇𝑍は式(4.2)で表される． 

𝜇𝑍 = 𝜇G − 𝜇W − 𝜇C − 𝜇A             (4.2) 

各項の標準偏差を𝜎𝑖で表し，それぞれを独立と仮定すると，性能関数の標準偏差𝜎𝑍は式

(4.3)で表される． 

𝜎𝑍 = √𝜎G
2 + 𝜎W

2 + 𝜎C
2 + 𝜎A

2             (4.3) 

評価水準レベル 2 の評価指標に用いられる安全性指標𝛽は，性能関数の平均値𝜇𝑍と標準偏

差𝜎𝑍の比で定義され，式(4.4)で表される． 

𝛽 ≡
𝜇𝑍

𝜎𝑍
=

𝜇G − 𝜇W − 𝜇C − 𝜇A

√𝜎G
2 + 𝜎W

2 + 𝜎C
2 + 𝜎A

2

            (4.4) 

安全性指標𝛽は，性能関数の平均値𝜇𝑍が破壊点（𝑍 = 0）から標準偏差𝜎𝑍の何倍離れている

かを表す指標であり，その値が大きいほど安全性の余裕が大きいことを表す（図 4.2）． 

性能関数の各項の導出にあたり，まず公称値設定する．重力の公称値𝑀G,nは，総研詳細

式[12]に基づき式(4.5)で求める． 

𝑀G,n = 𝑚B𝑔 ∙ (𝑏 − 𝑦B) + 𝑚T𝑔 ∙ 𝑏           (4.5) 

ここで，𝑚Bは半車体質量，𝑚Tは台車質量，𝑏は左右の車輪／レール接触点間距離の 2 分の

1，𝑦Bは車体重心の左右変位である．𝑦Bの導出方法については，参考文献[12]を参照された

い． 

 空気力の公称値𝑀W,nは，総研詳細式に基づき式(4.6)で求める． 

𝑀W,n =
1

2
𝜌𝑈r

2(𝑈, 𝑉 )𝐴S ∙ {𝐶S(𝜓r)ℎBC + 𝐶L(𝜓r)(𝑏 − 𝑦B + 𝑒𝜙B) + 𝐶M(𝜓r)ℎBH}  (4.6) 

ここで， 𝑈rは自然風𝑈と走行風𝑉の相対風速，𝜓rは相対風向角である（図 2.1）．相対風速

𝑈rと相対風向角𝜓rは，それぞれ式(4.7)，式(4.8)で求める． 
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𝑈r = √(𝑈 cos 𝜓  + 𝑉)2 + (𝑈 sin 𝜓)2           (4.7) 

𝜓r = arctan
𝑈 sin 𝜓

𝑈 cos 𝜓 + 𝑉
             (4.8) 

また，𝜌は空気密度，𝐴Sは半車体側面積，ℎBCはレール面からの車体中心高さ，ℎBHは車体

の下端から上端までの高さ，𝑒は車体重心から風圧中心までの距離，𝜙Bは車体重心まわり

のロール変位である．𝑒と𝜙Bの導出方法については，参考文献[12]を参照されたい． 

超過遠心力の公称値𝑀C,nは，総研詳細式に基づき式(4.9)で求める． 

𝑀C,n = |(𝑚B ∙ ℎGB + 𝑚T ∙ ℎGT) (
𝑉2

𝑟
−

𝑐

2𝑏
𝑔)|         (4.9) 

ここで，ℎGBはレール面からの車体重心高さ，ℎGTはレール面からの台車重心高さ，𝑟は軌

道の曲線半径，𝑐はカントである．超過遠心力はカントの過不足により正負両方の値を取り

得るが，軌道の内方側と外方側の両方向の転覆を考慮したうえで安全側の値を取るように

するために，式(4.9)のとおり絶対値で評価することとした． 

 左右振動慣性力の公称値𝑀A,nは，総研詳細式および３．５節に基づき式(4.10)で求める． 

𝑀A,n = 𝑚B𝑎n ∙ ℎGB              (4.10) 

ここで，𝑎nは左右振動加速度の公称値である．３．５節で示したとおり，左右振動加速度

の平均値は 0 である．そのため，その公称値は恣意的に定める必要があるが，公称値を 0

とすると左右振動慣性力の不確かさに対して安全率を考慮することができない．そこで，

ここでは３．５節における左右振動加速度の実測データに基づき，その 99 パーセンタイル

値を公称値として設定した．99 パーセンタイル値の走行速度に対する増減特性は，図 3.16

に示す標準偏差と同様である．そのため， 𝑎n[m/s2]は式(3.21)で定式化した標準偏差𝜎𝑎と同

様に，走行速度𝑉[km/h]の関数として式(4.11)で設定した． 

𝑎n(𝑉) = min [0.258 ×
𝑉

𝑉20
, 0.258]          (4.11) 

𝑎nの最大値はパーセンタイルの採用値によって決まるため，その値に応じて𝑀A,nも変化す

る．だが，４．６節で設定する𝑀A,nに対する部分係数の値は，𝑀A,nの値に応じて変化する．

そのため，部分係数も含めた左右振動慣性力の評価値は，最終的には𝑀A,nの値によらず同

一になる．以上の理由により，ここではパーセンタイルの採用値についてこれ以上は議論

せず，99%パーセンタイル値を採用することとする． 

 次に，各項の公称値から平均値と標準偏差を求める．平均値𝜇𝑖を公称値𝑀𝑖,nで除した係

数を𝑘𝑖，変動係数を𝑉𝑖とすると，各項の平均値𝜇𝑖と標準偏差𝜎𝑖はそれぞれ式(4.12)，式(4.13)

で表される． 

𝜇𝑖 = 𝑘𝑖𝑀𝑖,n               (4.12) 
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𝜎𝑖 = 𝜇𝑖𝑉𝑖 = 𝑘𝑖𝑀𝑖,n𝑉𝑖             (4.13) 

したがって，係数𝑘𝑖と変動係数𝑉𝑖を求めることができれば，平均値𝜇𝑖と標準偏差𝜎𝑖を計算す

ることができる．重力項は，３．３節より𝑘G = 𝜇𝐷0，𝑉G = 𝜎𝐷0である．空気力項は，評価

風速により変化する．後の評価で用いる瞬時値𝑈instと 3 秒平均値𝑈3s−gustについて示すと，

３．２．３項より，瞬時値の係数と変動係数はそれぞれ𝑘W
inst = 𝜇𝑅

inst，𝑉W
inst = 𝜎𝑅

inst，3 秒平

均値のそれらはそれぞれ𝑘W
3s−gust

= 𝜇𝑅
3s−gust

，𝑉W
3s−gust

= 𝜎𝑅
3s−gust

となる．超過遠心力項は，

３．４節より求める．カント誤差の平均値は𝜇Δ𝑐 = 0であるため，係数は𝑘C = 1.0である．

超過遠心力の標準偏差𝜎Cは，カント誤差の標準偏差𝜎Δ𝑐(= 1.38 × 10−3[m])より，式(4.14)で

表される． 

𝜎C = (𝑚B ∙ ℎGB + 𝑚T ∙ ℎGT)
𝜎Δ𝑐

2𝑏
𝑔           (4.14) 

変動係数は𝑉C = 𝜎C/𝑀C,nとなり，条件によって変動する．左右振動慣性力項は，平均値が 0

であるため𝑘Aと𝑉Aを定めることができない．そのため，平均値は式(4.12)によらず，𝜇A = 0

とする．変動係数は標準偏差𝜎Aを公称値𝑀A,nで除した値𝑉A
∗として，式(4.15)で公称的に定義

する． 

𝑉A
∗ ≡

𝜎A

𝑀A,n
               (4.15) 

ここで，𝜎Aは式(4.16)で求められる． 

𝜎A = 𝑚B𝜎𝑎 ∙ ℎGB              (4.16) 

式(4.10)と式(4.16)より𝑉A
∗ = 𝜎𝑎/𝑎nとなり，式(3.21)と式(4.11)より𝑉A

∗ = 0.43の定数となる．

以上をまとめたものを，表 4.1 に示す． 

 

 

 

表 4.1 各項の係数𝑘𝑖と変動係数𝑉𝑖 

評価項 (𝑖) 係数𝑘𝑖 変動係数𝑉𝑖 

重力 (G) 1.0 1.95×10-2 

空気力 (W) 
inst 0.90 0.107 

3s-gust 1.0 0.110 

超過遠心力 (C) 1.0 𝜎C/𝑀C,n 

左右振動慣性力 (A) － 0.43 
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 鉄道車両は移動体であるため，車両はレールの上に置かれているだけである．そのため，

耐力は重力に依存し，その大きさを制御することはできない．一方，強風時には速度規制

や運転中止といった運転規制を実施することで，空気力を主とした外力を制御することが

可能である．これが，建築物や土木構造物における信頼性設計と根本的に異なる点であり，

外力の制御精度が列車運行の安全性に直結する．外力を制御するための変数は，式(4.6)に

入力する自然風の風速𝑈である．したがって，入力値となる運転規制を実施する風速基準

値を適切に定めることが重要であり，その影響を本節で定式化した安全性指標により評価

することができる． 

 なお，本研究では，性能関数における全ての項の不確かさを正規分布で近似した．これ

は，第３章で定量化した各項の不確かさが概ね正規分布に従っていることを目視で確認し

たためである．また，性能関数の各項は独立であると仮定した．これらの利点として，繰

り返し計算を行わずに解析的に安全性指標を求められることが挙げられる．このことは実

用面から非常に重要であるが，不確かさの正規分布近似と各項の独立仮定の妥当性は検証

しておく必要がある．次節では，これらの妥当性を検証する． 

 

 

４．３節 性能関数と安全性指標の妥当性の検証 

 

 本節では，前節で定式化した性能関数と安全性指標の妥当性を検証する．４．３．１項

では，実測分布とモンテカルロシミュレーションにより，性能関数における各項の不確か

さの正規分布近似の妥当性を検証する．４．３．２項では，実車両の輪重測定データによ

り，性能関数の平均値と標準偏差の妥当性を検証する． 

 

４．３．１項 実測分布とモンテカルロシミュレーションによる検証 

本項では，実測分布とモンテカルロ法（例えば，宮武・中山[55]）を用いてモンテカル

ロシミュレーションを実施し，性能関数における各項の不確かさの正規分布近似の妥当性

を検証する．まず，第３章で用いた各項の実測データに基づき，累積頻度分布を作成する．

図 4.3 には，実測データに基づく各項の不確かさの累積頻度分布を示す．図 4.3(a)は重力項

で，静止輪重比の実測分布である．図 4.3(b)は空気力項で，空気力の実測値と推定値の比

の実測分布である．図4.3(c)は超過遠心力項で，超過遠心加速度誤差の実測分布である．図

4.3(d)は左右振動慣性力項で，走行速度 120km/h 階級における左右振動加速度の実測分布で

ある． 
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(a) 重力項 

 

 

(b) 空気力項 

 

 

(c) 超過遠心力項 

 

 

(d) 左右振動慣性力項（走行速度 120km/h 階級） 

図 4.3 実測データに基づく各項の不確かさの累積頻度分布 
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次に，図 4.3 で定めた実測分布に基づき，モンテカルロシミュレーションを実施する．

計算方法は，次のとおりである．各項に対して 0～1 の範囲で乱数を独立に発生させ，各乱

数をそれぞれ図 4.3 の縦軸である累積頻度として設定する．設定した累積頻度に対応する

横軸の値を抽出し，その試行における不確かさとする．抽出した不確かさに基づき各項の

値を計算し，式(4.1)の性能関数に代入する．性能関数の値が 0 以下になった場合を破壊と

し，試行回数に対する破壊回数から破壊確率を求める．破壊確率を正規分布に基づき安全

性指標に変換し，モンテカルロシミュレーションで導出した安全性指標とする．計算条件

は，次のとおりである．試行回数は，100000 回とした．車両は，通勤型先頭車とした．線

路構造物は，単線橋梁（桁高 2m）とした．軌道は，半径 1400m，カント 30mm の曲線とし

た．走行速度は，120km/h とした．自然風の風速は，21m/s とした．自然風の風向角は，75

度とした．これらの評価条件については，４．４節と４．５節で詳述する． 

図 4.4 には，モンテカルロシミュレーションにより求めた安全性指標と正規分布近似に

よる解析解との比較を示す．モンテカルロシミュレーションでは，全ての項を正規分布近

似した結果，4 つの項のうち 1 つだけを実測分布としてほかの 3 つを正規分布近似した結

果，全ての項を実測分布とした結果を示す．いずれの計算結果も正規分布近似による解析

解とほぼ一致していることがわかる．この結果から，性能関数の各項の不確かさを正規分

布で近似することは妥当であると考える． 

 

 

 

図 4.4 モンテカルロシミュレーションにより求めた安全性指標 
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４．３．２項 実測輪重による検証 

 本項では，前節で定式化した性能関数の平均値と標準偏差の妥当性を実測データに基づ

き検証する．検証には，JR 東日本の営業路線で実施した輪重および風向風速の測定試験デ

ータを用いた．図 4.5 には試験の様子を，図 4.6 には測定箇所の断面を示す．測定は，常磐

緩行線の金町～松戸間の上り線の盛土上で実施した．測定点の曲線半径は 600m，カントは

85mm，曲線最高速度は 95km/h である．評価対象とした車両は，同区間を走行する JR東日

本の E233 系通勤型電車の先頭車である．主な車両諸元は，表 4.2 のとおりである．評価指

標は森山[56], [57]にならい，風上側の輪重減少率およびその実測値と推定値の差とした． 

 

 

図 4.5 営業路線における輪重・風向風速測定試験の様子 

 

 

 

図 4.6 測定箇所の断面図 
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表 4.2 評価対象とする車両の主な諸元 

項目 値 

半車体質量 10200kg 

台車質量 5150kg 

レール面からの車体重心高さ 1.96m 

レール面からの台車重心高さ 0.5m 

レール面からの車体中心高さ 2.30m 

車体の下端から上端までの高さ 2.69m 

半車体側面積 26.5m2 

左右の車輪／レール接触点間距離 1.12m 

 

 

輪重は，レールにひずみゲージ（NEC Avio 赤外線テクノロジー製 PMG-105）を貼り付

け，定点で測定した．1車両における 8車輪と同間隔で 8箇所にひずみゲージを貼り付け，

車両通過時のピーク荷重を各車輪の輪重とした．サンプリング周波数は 2kHzである．風上

側輪重𝑃wと風下側輪重𝑃lは，それぞれの側の各輪重𝑃𝑖𝑗（添字𝑖は測定の側，添字𝑗は車輪番

号）の合計値として，それぞれ式(4.17)，式(4.18)で求めた． 

𝑃w = 𝑃w1 + 𝑃w2 + 𝑃w3 + 𝑃w4            (4.17) 

𝑃l = 𝑃l1 + 𝑃l2 + 𝑃l3 + 𝑃l4             (4.18) 

風上側の輪重減少率の実測値𝐷Mは，風上側輪重𝑃w，風下側輪重𝑃lおよび測定車両ごとに調

査した静止輪重比𝐷0（式(3.18)）から，式(4.19)で求めた． 

𝐷M = 𝐷0 −
𝑃l − 𝑃w

𝑃l + 𝑃w
              (4.19) 

輪重減少率の推定値は，風向風速の実測値から求めた．風向風速は，輪重測定点の盛土

上に設置した三杯型風速計・矢羽型風向計（VAISALA 製 WA15）で測定した．風速計と風

向計の設置高さは，レール面から 5m の位置である．軌道の両側に風速計と風向計を設置

することで，主風向によらず常に盛土に対して風上側の風向風速を観測できるようにした．

サンプリング周波数は 2Hzである．輪重減少率の推定値𝐷Eは，実測値𝐷Mが測定された時刻

に測定された風向風速（3 秒平均値）を用いて式(4.20)で求めた． 

𝐷E = 1 −
𝜇G − 𝜇W

3s−gust
− 𝜇C − 𝜇A

𝑚B
′ 𝑔 ∙ 𝑏 + 𝑚T𝑔 ∙ 𝑏

          (4.20) 

各項の計算方法は前節を基本とするが，以下に特記事項を示す．営業車両の半車体質量𝑚B
′
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は，乗車人員の影響を受けているため，輪重の実測値をもとに式(4.21)で補正した． 

𝑚B
′ =

𝑃l + 𝑃w

2𝑔
+

𝐹L

𝑔
− 𝑚T            (4.21) 

ここで，輪重の実測値は揚力と台車重量の影響を含んでいるため，半車両にはたらく揚力

の推定値𝐹Lを加算し，台車質量𝑚Tを減算することで補正した．風速計で測定された風速𝑈′

は盛土による増速の影響を受けているため，斎藤ら[58]が風洞実験により測定した盛土上

の風速分布をもとに𝑈′を 1.25 で除して，𝑈 = 𝑈′/1.25として補正した．走行風𝑉は，輪重の

時系列波形から求めた走行速度を用いた．空気力係数は，森山ら[59]の風洞実験結果を用

いた．線路直交方向の盛土上の車両位置は風向によって異なるため，図 4.6 において左側

からの風向の場合には，乙部ら[60]の風洞実験結果を参考にして，空気力係数に 0.7 を乗じ

て補正を行った．空気密度𝜌は，1.23 [kg/m3]とした．超過遠心力の計算では，空気力の作

用方向がわかっているため，式(4.9)の絶対値記号を外して正負の符号を考慮した． 

 図 4.7 には，輪重減少率の実測値𝐷Mと推定値𝐷Eの関係を百分率で示す．データ数は

N=200 である．両者の対応は良好で，推定値が平均的に若干の過大評価ではあるものの

𝑦 = 𝑥の直線上に概ね沿っている．また，両者のばらつきの原因は，空気力推定値と左右振

動慣性力の不確かさであると考えられる．このばらつきの妥当性を，前節の性能関数に基

づき評価する．輪重減少率の実測値𝐷Mと推定値𝐷Eの差を，輪重減少率の実測値の不確かさ

Δ𝐷Mとして式(4.22)で定義する． 

Δ𝐷M ≡ 𝐷M − 𝐷E              (4.22) 

Δ𝐷Mの平均値を𝜇𝐷
M，標準偏差を𝜎𝐷

Mとすると，𝜇𝐷
M = −0.035，𝜎𝐷

M = 0.034である．次に，性

能関数から求めた輪重減少率の推定値の不確かさを評価する．本項で用いたデータの測定

環境では静止輪重比とカントが既知であるため，重力と超過遠心力の不確かさは無視でき

る．したがって，輪重減少率の推定値の標準偏差𝜎𝐷
Eは式(4.23)で求められる． 

𝜎𝐷
E =

√𝜎W
3s−gust2

+ 𝜎A
2

𝜇G
             (4.23) 

これをもとに，輪重減少率の推定値の不確かさΔ𝐷Eを，平均値 0，標準偏差𝜎𝐷
Eの正規分布

として式(4.24)で定義する． 

Δ𝐷E ≡ N(0, 𝜎𝐷
E)              (4.24) 

全 200 回の実測データの測定条件から𝜎𝐷
Eを推定すると，𝜎𝐷

E = 0.035である．図 4.8 には，

輪重減少率の実測値の不確かさΔ𝐷Mと推定値の不確かさΔ𝐷Eの分布を示す．Δ𝐷Mについて

は，5%刻みの階級に分けた頻度分布と正規分布による近似曲線の両方を示す．実測値と推

定値の分布は，平均値に若干の差があるもののほぼ一致している．この結果から，前節で
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設定した性能関数の平均値と独立仮定による標準偏差は概ね妥当であると考えられる．厳

密には，実測値に対して推定値が平均で3%程度の過大評価となっている．これは，車両の

動的挙動の影響を受けている実測値を，準静的解析により推定していることが原因だと考

えられる．ただし，その差は小さく，また推定値が安全側の評価となっているため，本研

究では議論しないこととする． 

 

 

図 4.7 輪重減少率の実測値と推定値の関係 

 

 

 

図 4.8 輪重減少率の不確かさの分布  
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 本項で検証に用いた実測データでは，車両の静止輪重比と軌道のカント誤差が既知であ

るため，式(4.23)のとおり重力と超過遠心力の不確かさは無視できる．しかし，実際には，

静止輪重比とカント誤差は未知であるため，これらの独立仮定の妥当性を考える必要があ

る．図 4.9 には，性能関数の標準偏差に占める各項の内訳を示す．評価条件は，図 1.4 およ

び図 2.2 と同様とした．条件により若干の変動はあるものの，空気力が約 8 割，超過遠心

力がほぼ 0，左右振動慣性力が 2割弱，重力が 1割弱という内訳である．これらのうち，重

力項については，その不確かさの原因は静止輪重のアンバランスであり，これには時間変

動がない．そのため，重力項の不確かさは独立とすることができる．また，超過遠心力項

の内訳はほぼ 0 であるため，ほかの項との相関の有無に関わらずその影響は無視すること

ができる．したがって，本項のように空気力と左右振動慣性力の不確かさを考慮すれば，

性能関数の標準偏差を検証できるといえる． 

 

 

 

 

図 4.9 性能関数の標準偏差に占める各項の内訳 
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４．４節 運転規制の風速基準値の設定 

 

 強風時の運転規制は，速度規制と運転中止の 2 段階で行うのが一般的である．速度規制

の目的は，車両にはたらく外力を小さくして転覆限界風速を向上させることと，事故発生

時の被害を軽減することである．一方，速度規制時にさらに強い風が吹く場合には，橋梁

上などの強風域や高い盛土上などの転覆時の被害が大きくなる危険箇所に車両を進入させ

ないように運転中止が行われる．本節では，これら速度規制と運転中止について，性能関

数の入力変数である運転規制の風速基準値を設定する．基準値には，現行の風速基準値と

既往評価式に基づく風速基準値の 2 つを用いる． 

 

４．４．１項 現行の風速基準値 

現在，多くの鉄道事業者は，瞬間風速を瞬時値で評価し，瞬時値が 20m/s に達した場合

に速度規制を，25m/s に達した場合に運転中止を行っている（表 1.1 の早め規制）．この風

速基準値は転覆限界風速の評価式に基づくものではなく，経験的に定められたものである

が，これに起因する列車の転覆事故はこれまでに発生していない．そこで，この基準値を

社会的にも許容されている現行の風速基準値と位置づけ，速度規制は瞬時値で 20m/s，運

転中止は瞬時値で 25m/s を現行の風速基準値として設定する．  

 

４．４．２項 既往評価式に基づく風速基準値 

 車両の転覆限界風速を導出する既往評価式で代表的なものとしては，国枝式[11]と総研

詳細式[12]が挙げられる．国枝式は古くに提案された多くの近似や仮定を用いた簡易式で

あるため，近年の知見が反映された総研詳細式の方が転覆限界風速の導出精度は高い．そ

こで，既往評価式に基づく風速基準値では，総研詳細式により導出した転覆限界風速を基

準値として設定する．なお，瞬間風速の評価方法は，第３章で提案した 3 秒平均値とする． 

総研詳細式における各項の公称値𝑀𝑖,n
HBNを式(4.25)～式(4.28)に示す． 

𝑀G,n
HBN = 𝑀G,n              (4.25) 

𝑀W,n
HBN = 𝑀W,n              (4.26) 

𝑀C,n
HBN = 𝑀C,n               (4.27) 

𝑀A,n
HBN = 𝑚B𝑎HBN ∙ ℎGB            (4.28) 

式(4.25)，式(4.26)，式(4.27)は，それぞれ式(4.5)，式(4.6)，式(4.9)に等しい．式(4.28)におけ

る𝑎HBNは，式(3.19)から求める．これらの公称値を式(4.29)に代入し，自然風の風速𝑈につ

いて解くことで，総研詳細式における転覆限界風速𝑈cri
HBNが求められる． 
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𝑀G,n
HBN = 𝑀W,n

HBN(𝑈) + 𝑀C,n
HBN + 𝑀A,n

HBN          (4.29) 

なお，ここでいう転覆限界風速とは，総研詳細式において風上側の輪重がゼロと評価され

るときの風速であり，実現象において転覆を引き起こす風速ではないことに注意されたい． 

速度規制の風速基準値は，走行速度が 0 から車両もしくは軌道の最高速度の範囲で計算

される転覆限界風速の最小値とする．運転中止の風速基準値は，走行速度が 0 から速度規

制時の徐行速度の範囲で計算される転覆限界風速の最小値とする．ただし，現状では，速

度規制時の徐行速度は鉄道事業者によって異なる．また，既往評価式では，任意の徐行速

度における転覆限界風速を求めることができる．そのため，徐行速度を一意に定めること

はできないが，ここでは参考文献[6]で例示されている 25km/h を速度規制時の徐行速度と

する． 

 

４．４．３項 評価条件の違いが風速基準値に与える影響 

 本項では，評価条件の違いが風速基準値に与える影響を評価する．現行の風速基準値は，

４．４．１項で述べたとおり速度規制が 20m/s，運転中止が 25m/s の固定値である．既往評

価式に基づく風速基準値は，４．４．２項で述べたとおり総研詳細式により計算する．共

通の計算手順と条件設定は，次のとおりである．自然風の風速𝑈は，0から 0.1m/s刻みで増

加させながら繰り返し計算を行う．風上側の輪重が 0 以下になったら計算を止め，その 1

回前の風速値を転覆限界風速とする．相対風の風向角𝜓rは，自然風の風速𝑈と走行速度𝑉に

応じて 0.1 度刻みで計算する．空気力係数𝐶S(𝜓r)，𝐶L(𝜓r)，𝐶M(𝜓r)は，種本ら[32]の風洞実

験結果を用いる．車体形状と線路構造物に対応する空気力係数を選定し，相対風の風向角

𝜓rに応じて線形補間して適用する．空気密度𝜌は，1.23kg/m3とする． 

最初に，車両の違いが風速基準値へ与える影響を調査した．車両は，首都圏の在来線を

走行する比較的最近の軽量車両を想定した．選定したのは，通勤型先頭車，通勤型中間車，

二階建中間車，特急型先頭車および特急型中間車の 5 車種である．主な車両諸元は，表 4.3

に示すとおりである．軌道条件は，カントのない直線とした．走行速度𝑉は，速度規制の

風速基準値の計算では車両最高速度𝑉maxとし，運転中止の計算では 25km/h とした．自然風

の風向角𝜓は，90 度とした．線路構造物は，単線橋梁（桁高 2m）とした．図 4.10 には，

現行の風速基準値と既往評価式に基づく風速基準値を示す．図 4.10(a)は，速度規制の風速

基準値である．既往評価式に基づく風速基準値は，車種により大きく変動し，その値は先

頭車の方が中間車よりも小さい．これは，車両が進行方向に対して斜め前方から相対風を

受ける状況において，先頭車の方がその相対風向角に対応する空気力係数が大きいためで

ある．通勤型と特急型を比較すると，通勤型の方が軽量であるため転覆限界風速は小さい．



110 

図 4.10(b)は，運転中止の風速基準値である．全体的な傾向は図 4.10(a)と同様であるが，通

勤型の先頭車と中間車の風速基準値の大小関係が入れ替わっている．これは，走行速度が

小さいと相対風の風向角が車両直角方向に近くなるためである．車両直角方向の空気力係

数は先頭車よりも中間車の方が大きく，さらに中間車は先頭車に比べて質量が小さいため

に，相対的に風速基準値が低くなっている．速度規制と運転中止の風速基準値を比較する

と，速度規制の方が低くなっている．これらより，耐風性能が最も低い条件は，速度規制

前の通勤型先頭車であると考えられる．速度規制は，発生頻度や転覆時の被害の大きさか

ら，運転中止に比べて重要性が高い．また，通勤型電車は，運行本数や乗車人員の多さの

観点から重要性が高いといえる．したがって，これ以降の耐風性能評価には，通勤型先頭

車を用いることとする． 

 

 

 

 

表 4.3 転覆限界風速の計算に用いた主な車両諸元 

項目 
通勤型 

先頭車 

通勤型 

中間車 

二階建 

中間車 

特急型 

先頭車 

特急型 

中間車 

𝑚B [kg] 8550 6800 13300 10900 10300 

𝑚T [kg] 4300 4300 4400 4760 4760 

ℎGB [m] 1.87 1.99 1.82 1.41 1.39 

ℎGT [m] 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 

ℎBC [m] 2.32 2.32 2.11 2.25 2.25 

ℎBH [m] 2.67 2.67 3.92 2.61 2.61 

𝐴S [m2] 26.0 26.0 39.2 26.8 26.1 

2𝑏 [m] 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12 

𝑉max [km/h] 120 120 120 130 130 

車体形状[32] 103 系 103 系 285 系 485 系 485 系 
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(a) 速度規制の風速基準値 

 

 

 

(b) 運転中止の風速基準値 

 

図 4.10 車両の違いが運転規制の風速基準値へ与える影響 
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なお，本来であれば，走行車両の転覆限界風速を評価する場合には，第２章で提案した

予測モデルや参考文献[16]の内挿法により，相対風の乱流強度に応じた空気力係数を予測

することが望ましい．しかし，日本では乱流中の空気力係数を用いるのが一般的であるた

め，車体形状と線路構造物を組み合わせた空気力係数のデータベースは，乱流中の測定値

として整備されている．一方，式(4.6)より車両にはたらく空気力は空気力係数と風速の関

数であり，転覆限界風速の評価式に基づく運転規制の安全性指標を評価する際には，式

(4.6)の風速に転覆限界風速が入力される．したがって，空気力係数が変化する場合は，そ

れに連動して転覆限界風速も変化するため，結果として式(4.6)で導出される空気力は空気

力係数の値によらず同一になる．これにより，乱流中の空気力係数を用いても安全性指標

への影響はない．そこで，本研究では，パラメータスタディに乱流中の空気力係数を用い

ることとした． 

次に，走行速度と自然風の風向角の変化による風速基準値への影響を調査した．図 4.11

には，走行速度が風速基準値に与える影響を示す．現行の風速基準値では，条件によらず

速度規制で 20m/s，運転中止で 25m/s の一定値である．既往評価式に基づく風速基準値で

は，車両は前述のとおり通勤型先頭車とした．軌道条件は，カントのない直線とした．自

然風の風向角𝜓は，90 度とした．走行速度𝑉は，0 から在来線通勤型電車の最高速度である

120km/h までの範囲で 5km/h 刻みに設定した．線路構造物は，単線橋梁（桁高 2m），複線

高架橋（桁高 3.5m）および盛土の 3 構造物を選定した．計算された風速基準値は，走行速

度が 120km/h に達するまで徐々に小さくなっていく．これは，走行速度が 120km/h に達す

るまで左右振動慣性力が大きくなることと，相対風速の増加により空気力が大きくなるた

めである．走行速度の増加に伴い，各線路構造物における風速基準値の差は大きくなって

いく．風速基準値が最も小さくなるのは，線路構造物が盛土，走行速度が 120km/h の条件

である．図 4.12 には，自然風の風向角が風速基準値に与える影響を示す．走行速度𝑉は，

120km/h とした．自然風の風向角𝜓は，10 度から 170 度までの範囲で 5 度刻みに設定した．

ただし，10 度付近と 170 度付近では風速基準値が非常に大きくなるため，見やすさの観点

から図中には 15 度から 150 度までの結果を示した．現行の風速基準値では，条件によらず

20m/s の一定値である．既往評価式に基づく風速基準値では，自然風の風向角が 75 度前後

で風速基準値が最も低くなる．線路構造物の違いによる風速基準値の大小関係は，図 4.11

と同じである． 
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図 4.11 走行速度が風速基準値に与える影響 

 

 

 

 

図 4.12 自然風の風向角が風速基準値に与える影響 
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４．５節 運転規制の安全性指標の評価 

 

 本節では，現行の風速基準値により運転規制を行う場合と既往評価式に基づく風速基準

値により運転規制を行う場合の安全性指標を評価する．ここでは，前者を「現行基準値に

基づく運転規制」，後者を「既往評価式に基づく運転規制」と呼ぶこととする．現行基準

値に基づく運転規制は，現在多くの鉄道事業者が実施している方法である．この方法では，

前節で述べたとおり風速基準値𝑈cri
∗ を固定値とし，速度規制は 20m/s，運転中止は 25m/s と

する．評価風速には，瞬時値𝑈instを用いる．既往評価式に基づく運転規制は，日比野ら

[61]や栗原ら[62]が提案し，一部路線に導入している方法である．この方法では，風速基準

値𝑈cri
HBNに総研詳細式で計算された転覆限界風速を適用する．前節において，走行速度が大

きくなると転覆限界風速が低くなることを確認したため，速度規制では車両もしくは軌道

の最高速度における転覆限界風速，運転中止では徐行速度 25km/h における転覆限界風速を

風速基準値とする．評価風速には，第３章で提案した 3 秒平均値𝑈3s−gustを用いる． 

 

４．５．１項 速度規制に対する安全性指標 

 図 4.13 と図 4.14 には，それぞれ図 4.11 と図 4.12 に対応する条件における速度規制に対

する安全性指標を示す．現行基準値に基づく運転規制の風速基準値𝑈cri
∗ は，前述のとおり

20m/s とした．既往評価式に基づく運転規制の風速基準値𝑈cri
HBNは，それぞれの線路構造物

における走行速度 120km/h，自然風の風向角 75 度のときの転覆限界風速とした．これらの

風速基準値を式(4.6)の𝑈に代入し，空気力の公称値𝑀W,nを計算した．空気力の平均値𝜇Wと

標準偏差𝜎Wの計算においては，現行基準値に基づく運転規制では係数𝑘W
instと変動係数𝑉W

inst

を，既往評価式に基づく運転規制では係数𝑘W
3s−gust

と変動係数𝑉W
3s−gust

を適用した（表 4.1）．

図 4.13 より，いずれの条件においても，走行速度の増加に伴い安全性指標は小さくなる．

これは，走行速度が増加すると，転覆限界風速と運転規制の風速基準値との差が小さくな

るためである．現行基準値に基づく運転規制では，走行速度の増加に伴い線路構造物の違

いによる安全性指標の差が大きくなる．これは，線路構造物によらず同一の風速基準値と

しているためである．既往評価式に基づく運転規制では，走行速度の増加に伴い線路構造

物の違いによる安全性指標の差が小さくなり，最高速度の 120km/h では線路構造物によら

ず同程度の値となる．これは，線路構造物に応じて個別の風速基準値としているためであ

る．図 4.14 より，いずれの条件においても，自然風の風向角が 75 度前後で安全性指標が

最小となる．現行基準値に基づく運転規制では，構造物の違いにより安全性指標に差があ

るが，既往評価式に基づく運転規制では，構造物によらず同一の安全性指標になっている．  
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図 4.13 走行速度が安全性指標に与える影響 

 

 

 

 

図 4.14 自然風の風向角が安全性指標に与える影響 
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前述の評価により，安全性指標が低くなる条件は，走行速度が高いこと，自然風の風向

角が 75 度前後であることがわかった．また，現行基準値に基づく運転規制では，線路構造

物が盛土のときに安全性指標が低くなることがわかった．さらに評価すべき項目としては，

軌道条件の影響が挙げられる．そこで，複数の軌道条件における安全性指標を導出するこ

とで，最も安全性指標が小さくなる条件を探索する． 

まず，軌道条件を設定する．図 4.15 には，軌道の曲線半径の頻度分布を示す．調査には，

JR 東日本の本線における曲線データを用いた．データ数は，N=17752 である．曲線半径に

よって発生頻度は異なるが，半径 300m 以上では発生頻度が比較的高く，300m 未満になる

と急激に発生頻度が小さくなる．半径の大きい方からの累積頻度を見ると，半径 300m ま

でで全体の 96%となっている．このことから，半径 300m が本線における実質的な最小半

径であるといえる．この調査結果をもとに，軌道条件は直線と曲線 2 種類の計 3 条件を選

定した．曲線は，2 種類ともカント不足量が通勤型車両の許容最大値である 60mm となる

条件として，曲線最高速度において超過遠心力が最大になるように設定した．一つめの曲

線は，半径 1400m，カント 30mm で，車両最高速度 120km/h で走行可能な条件である．二

つめの曲線は，半径 300m，カント 110mm で，曲線最高速度が最低の 65km/h となる条件で

ある．曲線半径は前述のとおり本線における実質的な最小曲線半径であり，カントは狭軌

で設定可能な最大値である．これら両極端の軌道条件を設定し，安全性指標を比較できる

ようにした． 

 

 

 

図 4.15 曲線半径の頻度分布 
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図 4.16 軌道条件が速度規制に対する安全性指標に与える影響 

 

 

図 4.16 には，軌道条件が安全性指標に与える影響を示す．自然風の風向角は，75 度とし
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路構造物による安全性指標のばらつきが小さいため，現行基準値に比べて合理的な運転規

制であるといえる．一方で，同運転規制でも軌道条件による安全性指標のばらつきは残さ

れているため，軌道条件によらず一定の安全性指標が得られる評価式を構築することが課

題であるといえる． 

 

４．５．２項 運転中止に対する安全性指標 

図 4.17 には，図 4.16 に対応する条件における運転中止に対する安全性指標を示す．現行

基準値に基づく運転規制では，風速基準値を 25m/s の固定値としているため，安全性指標

の変動が大きい．ただし，徐行による外力の減少効果が大きく，安全性指標の値は全体的

に大きくなっている．既往評価式に基づく運転規制では，安全性指標の値が非常に小さい．

これは，前項で述べたとおり，既往評価式では左右振動加速度の公称値が安全率の役割を

果たしていることが原因である．既往評価式において，左右振動加速度は走行速度に比例

する関数（式(3.19)）として設定されているため，走行速度が小さいときには安全率として

の役割が小さくなる．そのため，速度規制時には通常走行時に比べて安全性指標が小さく

なる． 

 

 

 

図 4.17 軌道条件が運転中止に対する安全性指標に与える影響 
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以上より，既往評価式に基づく運転規制は，現行基準値に基づく運転規制に比べて合理

的な方法ではあるものの，走行速度に依存して安全性指標が変化することが課題であるこ

とがわかった．次節では，この課題に対して，部分係数を用いた転覆限界風速の評価式を

構築することで，安全性指標の平準化を図る． 

 

 

４．６節 部分係数を用いた転覆限界風速の評価式の提案 

 

 本節では，前節において明らかにした既往評価式に基づく運転規制の安全性指標のばら

つきを平準化するために，評価条件によらず一定の安全性指標が得られる転覆限界風速の

評価式を提案する．４．２節で定式化した性能関数に対して，目標とする許容安全性指標

をもとにコードキャリブレーションを行い，各項に適用する部分係数を設定する． 

 

４．６．１項 コードキャリブレーション方法 

本項では，コードキャリブレーションによる部分係数の設定方法について述べる．まず，

式(4.4)を𝜇Gについて解くと，式(4.30)が得られる． 

𝜇G = 𝜇W + 𝜇C + 𝜇A + 𝛽√𝜎G
2 + 𝜎W

2 + 𝜎C
2 + 𝜎A

2       (4.30) 

次に，係数𝛼𝑖（添字𝑖は各項の添字に対応）を用いて平方根を分離すると，式(4.31)が得ら

れる． 

  𝜇G = 𝜇W + 𝜇C + 𝜇A + 𝛼G𝛽𝜎G + 𝛼C𝛽𝜎C + 𝛼A𝛽𝜎A + 𝛼W𝛽𝜎W    (4.31) 

ここで，係数𝛼𝑖は参考文献[30]より，一次ガウス近似法により求める．性能関数が線形の

式なので，𝛼𝑖は式(4.32)のように求められる． 

 𝛼𝑖 =
𝜎𝑖

√𝜎G
2 + 𝜎W

2 + 𝜎C
2 + 𝜎A

2

            (4.32) 

式(4.31)において，𝜇Aは 0 であるため無視する．重力項を左辺に，その他の項を右辺にまと

め，各項を平均値（左右振動慣性力項は公称値）でくくると式(4.33)が得られる． 

  (1 − 𝛼G𝛽𝑉G)𝜇G = (1 + 𝛼W𝛽𝑉W)𝜇W + (1 + 𝛼C𝛽𝑉C)𝜇C + (𝛼A𝛽𝑉A
∗)𝑀A,n   (4.33) 

平均値を公称値で表すと，式(4.34)が得られる． 

 (1 − 𝛼G𝛽𝑉G)𝑘G𝑀G,n = (1 + 𝛼W𝛽𝑉W)𝑘W𝑀W,n + (1 + 𝛼C𝛽𝑉C)𝑘C𝑀C,n + (𝛼A𝛽𝑉A
∗)𝑀A,n (4.34) 

ここで，重力項，空気力項，超過遠心力項，左右振動慣性力項における部分係数をそれぞ

れ𝜙，𝛾W，𝛾C，𝛾Aとすると，式(4.34)は式(4.35)のように表される． 
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𝜙𝑀G,n = 𝛾W𝑀W,n + 𝛾C𝑀C,n + 𝛾A𝑀A,n          (4.35) 

以上より，各項の部分係数は，式(4.36)～式(4.39)で求められる． 

𝜙 = (1 − 𝛼G𝛽𝑉G)𝑘G              (4.36) 

𝛾W = (1 + 𝛼W𝛽𝑉W)𝑘W             (4.37) 

𝛾C = (1 + 𝛼C𝛽𝑉C)𝑘C              (4.38) 

𝛾A = 𝛼A𝛽𝑉A
∗                (4.39) 

許容安全性指標𝛽aを定め，それを式(4.36)～式(4.39)の𝛽に代入することで，𝛽 = 𝛽aを満足す

る部分係数が得られる． 

 

４．６．２項 コードキャリブレーション結果 

 部分係数を決定して転覆限界風速の評価式を提案するためには，許容安全性指標𝛽aを定

める必要がある．𝛽aの設定方法には様々なものがあるが，本研究では参考文献[30]で示さ

れている方法の一つである「現行設計示方書へのキャリブレーションに基づく方法」を採

用する．本研究において現行設計示方書に相当するものは，現行基準値に基づく運転規制

と既往評価式に基づく運転規制が挙げられる．４．５節の安全性指標の評価において，現

行基準値に基づく運転規制と既往評価式に基づく運転規制では，速度規制に対する安全性

指標の最小値が同等になることがわかった．また，参考文献[1]～[6]には，過去の強風によ

る列車事故が示されているものの，風速基準値に起因する事故はこれまでに発生していな

い．そのため，これらの運転規制は，社会的に許容される水準の安全性を有しているもの

と考えられる．この考え方に基づくと，安全性指標の許容最低値は，両運転規制の安全性

指標の最低値である𝛽min = 1.5となる．ただし，ここでは既往評価式に基づく運転規制で

もばらつきの生じる安全性指標の平準化を目的としている．そこで，目標とする許容安全

性指標𝛽aは，図 4.16 の条件おいて既往評価式に基づく運転規制で得られる安全性指標𝛽の

平均値とした．これにより，許容安全性指標は，𝛽a = 2.6になる． 

 図 4.18 には，図 4.16 の評価条件において導出した各部分係数を示す．ただし，軌道条件

が直線の場合は超過遠心力が発生しないため，超過遠心力項の係数𝛾Cを導出していない．

項ごとに係数の傾向を見ると，重力項の係数𝜙と超過遠心力項の係数𝛾Cは，評価条件によ

らずほぼ 1 である．これは，重力と超過遠心力の変動係数や性能関数に占めるこれらの標

準偏差の割合が非常に小さく，安全率が実質的に不要であることを意味する．一方，空気

力項の係数𝛾Wは 1.3 程度であり，4 つの係数の中では最も大きい．これは，性能関数に占

める空気力の標準偏差の割合が最も大きいためであり，相対的に大きな安全率が必要にな

っている．左右振動慣性力項の係数𝛾Aは 0.3～0.4 程度であり，1 よりも小さい．これは，
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左右振動慣性力の平均値が 0 であるためである．しかし，性能関数に占める左右振動慣性

力の標準偏差の割合が比較的大きいため，ある程度の公称値を設ける必要があり，𝛾Aは 0

にはならない．左右振動慣性力の公称値𝑀A,nは，３．５節の実測データに基づき，その 99

パーセンタイル値として式(4.11)で設定した．部分係数𝛾Aは，恣意的に定めた公称値𝑀A,nに

対して𝛾A倍の値を見込む必要があることを意味する．したがって，図 4.18 に示す結果から

は，99 パーセンタイル値の 0.3～0.4 倍程度の公称値を設けることが適切であることを意味

している．なお，公称値𝑀A,nが変化すると導出される𝛾Aの値も変化するが，その積𝛾A𝑀A,n

は公称値の設定値によらず一定の値となる．評価条件の違いによる部分係数への影響を見

ると，いずれの係数も評価条件によらずほぼ一定の値となっている．そこで，各部分係数

を各評価条件で求めた値の平均値として設定すると，それぞれ𝜙 = 0.99，𝛾W = 1.26，𝛾C =

1.01，𝛾A = 0.37となる．各係数の導出精度と実用性を考慮して，これらを少数第一位に丸

め，式(4.40)のとおり転覆限界風速の評価式を提案する． 

1.0𝑀G,n ≥ 1.3𝑀W,n + 1.0𝑀C,n + 0.3𝑀A,n         (4.40) 

 図 4.19 と図 4.20 には，コードキャリブレーション前後の安全性指標の比較を示す．式

(4.40)に示した評価式を用いて導出した安全性指標を，それぞれ図 4.16 と図 4.17 に追加す

る形で示した．現行基準値や既往評価式に基づく運転規制では評価条件によって安全性指

標にばらつきがあるが，提案評価式ではどの条件においても一定の安全性指標を得られる

ことが確認できる． 

 

 

 

図 4.18 各評価条件における部分係数 
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図 4.19 コードキャリブレーション前後の速度規制に対する安全性指標の比較 

 

 

 

図 4.20 コードキャリブレーション前後の運転中止に対する安全性指標の比較  
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４．７節 運転規制の１年あたりの安全性指標の評価 

 

前節までに議論した安全性指標の評価では，線路構造物，軌道条件および走行速度の変

化がない状態で，運転規制の基準値となる風速が転覆限界風速を最小とする角度から常に

吹き続ける状況を仮定している．この仮定は，安全性指標を最小とする条件の探索や，安

全性指標の相対比較，コードキャリブレーションの実施において有効である．一方で，仮

定した状況は，安全側の評価が可能ではあるものの実態を表現したものではなく，実際に

導出された安全性指標には非常に低い値のものも含まれている．参考文献[30]より，構造

物の信頼性設計においては，1 年あたりの安全性指標が用いられることが多い．そして，

許容安全性指標の値は，破壊によって引き起こされる結果の重大さやその破壊モードによ

っても異なるが，概ね 2～5 程度の範囲で設定されている．そこで，本節ではこの考え方に

基づき，提案評価式に基づく運転規制の 1 年あたりの安全性指標をパラメータスタディす

る． 

 

４．７．１項 考慮するパラメータ 

運転規制の 1 年あたりの安全性指標の評価では，走行速度の頻度分布，自然風の風向角

の頻度分布，運転規制区間内での安全性指標の変動および 1 車両が 1 年あたりに運転規制

に遭遇する頻度を考慮した． 

最初に，走行速度の階級別発生頻度𝑓𝑉(𝑉)を推定した．推定には，JR 東日本の複数の運

転規制区間における運転曲線データを用いた．運転曲線とは，車両の走行位置と走行速度

の関係を表す曲線であり，評価対象とする列車運転区間の軌道諸元やその区間を走行する

車両諸元から計算した．0.5 秒刻みの車両走行速度を計算し，データ数は N=991915 である．

図 4.21 には，走行速度を 5km/h 刻みの階級に分けた頻度分布を示す．発生頻度が最も高い

のは，走行速度 105km/h の階級である．また，60～120km/h の範囲で発生頻度が集中して

おり，60km/h 以下の発生頻度は低い．同図には，参考として 1 つの評価条件における安全

性指標を合わせて示した．評価条件は，車両が通勤型先頭車，線路構造物が単線橋梁（桁

高 2m），軌道条件が曲線半径 1400m，カント 30mm，自然風の風向角が 75 度，風速基準値

が提案評価式により求めた 21m/s である． 

二番目に，自然風の風向角の階級別発生頻度𝑓𝜓(𝜓)を仮定した．自然風の風向角は，風

向と車両方向の関係から決まる．評価地点ごとに卓越風向は存在するが，鉄道路線は全国

の広範囲に敷設されているため，風向を一意に決めることはできない．また，車両方向は，

縦横無尽に敷設されている鉄道路線上の車両位置とその進行方向から決まるため，風向と
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同様に一意に決めることはできない．自然風の風向角は，これら無作為性の高い 2 つのパ

ラメータの組み合わせで決まるため，ここではすべての風向角で一様な頻度分布を仮定し

た．図 4.22 には，自然風の風向角を 5 度刻みの階級に分けた頻度分布を示す．前述の仮定

のとおり，風向角によらず一様な発生頻度としている．同図には，参考として図 4.21 と同

様に 1 つの評価条件における安全性指標を合わせて示した．自然風の風向角を可変とし，

走行速度を 120km/h とした以外は，図 4.21 と同様の条件である． 

 

 

 

図 4.21 走行速度の階級別頻度分布 

 

 

図 4.22 自然風の風向角の階級別頻度分布 
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三番目に，運転規制区間内での安全性指標の変動を考慮した破壊確率の補正係数𝑓𝛽を設

定した．運転規制区間内には様々な線路構造物や軌道条件が存在するため，転覆限界風速

はキロ程ごとに異なる値として算出される．実際の運転規制においては，これらのうち最

も低い転覆限界風速を風速基準値として，運転規制区間内で一律に設定される．そのため，

同じ運転規制区間内でも，キロ程により安全性指標が変化する．図 4.23 には，JR 東日本の

運転規制区間内における安全性指標の変化の一例を示す．運転規制区間は，20m 刻みに分

割した．各キロ程に対応する線路構造物と軌道条件から転覆限界風速をそれぞれ計算し，

その最小値を風速基準値として安全性指標を導出した．一部のキロ程において𝛽が 3程度に

なっているが，ほとんどの箇所では𝛽は 5～9 程度であり，最大では 10 よりも大きくなって

いる．このように，運転規制に遭遇したとしても，安全性指標が最小となる箇所を走行す

るとは限らない．実際には，安全性指標が高い箇所でも破壊確率は 0 ではないため，𝑓𝛽は

運転規制区間内における破壊確率の平均値𝑃f̅と最大値max[𝑃f]の比として，式(4.41)で求め

た． 

𝑓𝛽 =
𝑃f̅

max[𝑃f]
=

1
𝐿 ∫ P[𝛽(𝑥)]𝑑𝑥

𝐿

0

P[min[𝛽(𝑥)]]
          (4.41) 

ここで，𝐿は運転規制区間長，𝑥は列車在線位置のキロ程である．本研究では，JR 東日本の

複数区間で𝑓𝛽を試算したうえで，安全側の評価となる𝑓𝛽 = 0.05を採用した． 

 

 

 

 

図 4.23 運転規制区間内における安全性指標の変化の例 
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最後に，1 車両が 1 年あたりに運転規制に遭遇する頻度𝑓𝑁を試算した．𝑓𝑁は，1 車両が路

線の始端から終端までの片道距離を 1 回走行するときに運転規制に遭遇する回数の期待値

𝐸run，1 車両が 1 年あたりに路線の始端から終点までの片道距離を走行する回数𝑁run，1 年

に占める列車運行時間帯の割合𝑃runの積として，式(4.42)で求めた． 

𝑓𝑁 = 𝐸run ∙ 𝑁run ∙ 𝑃run             (4.42) 

図 4.24 には，鉄道路線と運転規制区間のイメージを示す．ある 1 路線に𝑛箇所の運転規

制区間が存在する状況を想定して，𝑖箇所目の規制区間の距離を𝐿𝑖，1 年あたりの規制時間

を𝑡𝑖とする．路線の始端から終端までの片道距離を𝐿total，1 年の時間を𝑡totalとして，𝐸runを

式(4.43)で求めた． 

𝐸run =
∑ 𝐿𝑖 ∙ 𝑡𝑖

𝑛
𝑖=1

𝐿total ∙ 𝑡total
              (4.43) 

𝑁runは，1 車両の 1 年あたりの走行距離𝐿runと路線の片道距離𝐿totalから式(4.44)で求めた． 

𝑁run =
𝐿run

𝐿total
               (4.44) 

𝑃runは，毎日の列車運行時間帯を朝 5 時から夜 1 時までの 20 時間と仮定し，式(4.45)で求め

た． 

𝑃run =
20

24
= 0.83              (4.45) 

表 4.4 には，JR 東日本の路線を対象とした路線種別と地域種別ごとの𝑓𝑁の試算結果を示

す．路線種別は，海岸沿いや超大橋梁の存在により強風頻度の高い「強風路線」と，それ

らが存在せず強風頻度の低い「一般路線」の二つに分類した．地域種別は，列車の運行頻

度が高い「首都圏」と，低い「首都圏以外」の二つに分けた．これらに基づき，計 4 路線

でパラメータスタディを行った．𝐸runの計算には，対象路線の運転規制区間内に設置され

ている風速計の 1 年分の観測データを用いた．𝑁runの計算には，対象路線を走行する主要

車両の 1年分の走行実績データを用いた．𝑓𝑁を路線種別で比較すると，強風路線では 100程

度のオーダーであるのに対して，一般路線では 10-2 程度のオーダーとなっており，2 桁ほ

どオーダーが異なる．地域種別で比較すると，首都圏と首都圏以外でのオーダーは変わら

ない．  
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図 4.24 鉄道路線と運転規制区間のイメージ 

 

 

表 4.4 路線種別と地域種別ごとの𝑓𝑁の試算結果 

路線 地域 𝐸run 𝑁run 𝑃run 𝑓𝑁 

強風路線 
首都圏 2.42×10-4 4590 0.83 0.92 

首都圏以外 5.24×10-4 1546 0.83 0.67 

一般路線 
首都圏 5.07×10-6 2547 0.83 0.01 

首都圏以外 2.52×10-5 1067 0.83 0.02 

 

 

４．７．２項 速度規制に対する 1年あたりの安全性指標 

 本項では，前項で求めたパラメータに基づき，提案評価式に基づく運転規制の速度規制

に対する 1 年あたりの安全性指標を評価する．安全性指標の評価条件は，図 4.21 および図

4.22 に参考で示したものと同様で，車両が通勤型先頭車，線路構造物が単線橋梁（桁高

2m），軌道条件が曲線半径 1400m，カント 30mm，風速基準値が 21m/s である．走行速度𝑉

は，0 から𝑉max(=120km/h)までの範囲で 5km/h 刻みに変化させた．自然風の風向角𝜓は，0

から 360 度の範囲で 5 度刻みに変化させた．安全性指標𝛽(𝑉, 𝜓)を正規分布に基づき破壊確

率に変換した値をP[𝛽(𝑉, 𝜓)]とすると，1 年あたりの破壊確率𝑃fyは式(4.46)で求められる． 

𝑃fy = ∫ ∫ {P[𝛽(𝑉, 𝜓)] ∙ 𝑓𝑉(𝑉) ∙ 𝑓𝜓(𝜓)}𝑑𝑉𝑑𝜓
𝑉max

0

2𝜋

0

× 𝑓𝛽 × 𝑓𝑁     (4.46) 

1 年あたりの破壊確率𝑃fyを再び正規分布に基づいて安全性指標に変換することで，1 年あ

たりの安全性指標𝛽yが得られる． 
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図 4.25 路線種別ごとの速度規制に対する 1 年あたりの安全性指標 

 

 

 図 4.25 には，路線種別ごとに求めた速度規制に対する 1 年あたりの安全性指標𝛽yを示す．

強風路線と一般路線では，𝛽yに 1 程度の差が生じているものの，いずれの路線においても

𝛽y > 5となっていることが確認できる．首都圏と首都圏以外の路線における𝛽yの差は小さ

い．参考文献[30]で紹介されている許容安全性指標を参照すると，破壊モード，破壊の結

果の重大さ，構造物の重要さなどから最も高い基準値を選定しても𝛽𝑎 = 5.2程度である．

したがって，試算された 1 年あたりの安全性指標𝛽yは，列車の運行頻度の高さや輸送人員

の多さ，事故発生時の被害規模の大きさなどを踏まえても，十分に高い水準であると考え

られる． 

 

４．７．３項 運転中止に対する１年あたりの安全性指標 

本項では，提案評価式に基づく運転規制の運転中止に対する 1 年あたりの安全性指標を

評価する．また，４．５．２項より，既往評価式に基づく運転規制では運転中止に対する

安全性指標が非常に小さくなることがわかった．そのため，提案評価式とあわせて既往評

価式に基づく運転規制についても，安全性指標の評価を行うこととする． 

安全性指標の評価条件は，車両を通勤型先頭車，線路構造物を単線橋梁（桁高 2m），軌

道条件を曲線半径 1400m，カント 30mm，走行速度を 25km/h とした．風速基準値は各評価

式で計算される転覆限界風速とし，提案評価式で 28m/s，既往評価式で 31m/s とした．これ

は，速度規制の風速基準値に対して，提案評価式で約 7m/s，既往評価式で約 10m/s 高い値
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である．運転中止の風速基準値は速度規制のそれよりも大きいため，運転規制の発生頻度

は運転中止の方が速度規制に比べて低くなる．そのため，運転規制の遭遇頻度等も含めた

安全性を評価するために，４．７．１項で求めた𝑓𝑁を修正する．図 4.26 には，瞬間風速の

階級別頻度分布の例を示す．首都圏の主要な運転規制区間に設置されている 5 箇所の鉄道

風速計で観測された 3 年分の風速データを，2m/s 刻みの階級に分けて箇所ごとに示した．

縦軸を対数表示とすると，いずれの観測点においても風速 2m/s をピークにほぼ直線の分布

となっていることがわかる．そこで，これらの分布を包含する近似曲線として，二重指数

分布である Gumbel 分布（Gumbel E. J.[63]）を設定した．風速𝑈における確率密度関数G[𝑈]

は，式(4.47)により表される． 

G[𝑈] =
1

𝜂
exp {− (

𝑈 − 𝜇

𝜂
)} exp [− exp {− (

𝑈 − 𝜇

𝜂
)}]        (4.47) 

ここで，𝜇は最頻値を示す位置パラメータであり，𝜇 = 2.0とした．𝜂は分布の広がりを示す

尺度パラメータであり，𝜂 = 2.2とした．同図には，Gumbel 分布による近似曲線をあわせ

て示した．この近似曲線より，風速の発生頻度は，風速が 7m/s 大きくなると約 25 分の 1，

10m/s 大きくなると約 100 分の 1 になる．そこで，表 4.4 で算出した 1 年間あたりの運転規

制への遭遇頻度𝑓𝑁に対して，提案評価式では 0.04 を，既往評価式では 0.01 を乗じることで，

1 年間あたりの運転中止の遭遇頻度を推定した． 

 

 

 

 

図 4.26 瞬間風速の階級別頻度分布の例 
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図 4.27 には，上記評価条件における提案評価式に基づく運転規制について，運転中止に

対する 1 年あたりの安全性指標𝛽yを試算した結果を示す．図 4.25 と同様に，強風路線と一

般路線，首都圏と首都圏以外の計 4 路線でパラメータスタディを行った．𝛽yの値は図 4.25

に示した速度規制の場合と同様で，強風路線で 5.2 程度，一般路線で 5.9 程度である．この

結果から，提案評価式に基づく運転規制の安全性指標は，運転中止に対しても十分に高い

水準であるといえる． 

図 4.28 には，既往評価式に基づく基づく運転規制について，運転中止に対する 1 年あた

りの安全性指標𝛽yを試算した結果を示す．𝛽yの値は，強風路線で 4.5 程度，一般路線で 5.3

程度である．最重要構造物の許容安全性指標の例である𝛽a = 5.2に対して，一般路線では

目標値を上回っている．強風路線では目標値には達していないものの，参考文献[30]で紹

介されている一般構造物の安全性指標は 2.5～4.5 程度の範囲で設定されており，これらに

照らし合わせれば決して低い値ではない．この結果から，既往評価式に基づく運転規制の

運転中止に対する安全性指標は，図 4.17 では低い値であるものの，実運用上では問題ない

水準であると考えられる．ただし，繰り返しになるが，運転中止に対しても安定して高い

安全性指標を確保するためには，提案評価式を用いることが有効であるといえる． 
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図 4.27 路線種別ごとの運転中止に対する 1 年あたりの安全性指標 

（提案評価式に基づく運転規制） 

 

 

 

図 4.28 路線種別ごとの運転中止に対する 1 年あたりの安全性指標 

（既往評価式に基づく運転規制） 
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４．８節 欧州解析法に基づく運転規制の安全性指標の評価 

 

 前節までは，日本における現行基準値や既往評価式に基づく運転規制の安全性指標を評

価した．一方で，EN14067-6[9]で規定されている欧州解析法との比較は行っていない．そ

こで，本節では，参考として欧州解析法に基づく運転規制の安全性指標を評価し，日本の

方法との比較を行う． 

 まず，欧州解析法に基づく風速基準値を設定する．１．２節で述べたとおり，欧州解析

法では左右振動慣性力を考慮せず，輪重減少率の限界基準値は 90%としている．この考え

方に基づくと，転覆限界風速の評価式は式(4.48)のように表される． 

0.9𝑀G,n = 𝑀W,n(𝑈) + 𝑀C,n            (4.48) 

式(4.48)を自然風の風速𝑈について解くことで，欧州解析法に基づく風速基準値𝑈cri
ENが求め

られる．厳密には，EN14067-6 で規定されているモデルと本研究で用いたモデルは同一で

はないため，導出される転覆限界風速には若干の差異があるものと考えられる．ただし，

ここでは各項の考慮の有無や安全率といった考え方の違いが安全性指標へ与える影響を調

査することを目的としている．そのため，本節では，モデルの違いの影響については議論

しないこととする． 

 図 4.29 と図 4.30 には，欧州解析法に基づく運転規制について，それぞれ速度規制に対す

る安全性指標と運転中止に対する安全性指標を示す．比較として，既往評価式および提案

評価式の評価結果をあわせて示した．評価条件は，それぞれ図 4.16 および図 4.17 と同様で

ある．欧州解析法に基づく運転規制の安全性指標は，評価条件によらず概ね 1 程度である．

速度規制の場合，評価条件による安全性指標の変化は小さいものの，その値は既往評価式

や提案評価式と比べて全体的に小さい．これは，安全率を設けることによる安全性指標の

向上効果よりも，左右振動慣性力を考慮しないことによる低下効果の方が大きいためであ

る．この結果から，左右振動慣性力は，横風に対する鉄道車両の耐風性能評価において無

視できない程度の影響を有するといえる．そのため，左右振動慣性力を考慮しない場合に

は，それを補えるだけの安全率を設ける必要があるといえる．運転中止の場合，欧州解析

法の安全性指標は，既往評価式よりも大きな値となる．これは，欧州解析法では強度係数

として安全率を設けてあるために，安全性指標に速度依存性がないためである．しかし，

その値は提案評価式よりは小さく，また評価条件によるばらつきも相対的に大きい．した

がって，評価条件によらず一定の安全性指標を得るためには，提案評価式のように部分係

数を用いることが有効であるといえる． 
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図 4.29 欧州解析法に基づく運転規制の速度規制に対する安全性指標 

 

 

 

図 4.30 欧州解析法に基づく運転規制の運転中止に対する安全性指標  

0

1

2

3

4

5

直線 1400 300 直線 1400 300 直線 1400 300

0 30 110 0 30 110 0 30 110

120 120 65 120 120 65 120 120 65

単線橋梁

（桁高2m）

複線高架橋

（桁高3.5m）

盛土

安
全

性
指

標
β

欧州解析法
既往評価式
提案評価式

曲線半径[m]

カント[mm]

曲線最高速度
[km/h]

0

1

2

3

4

5

直線 1400 300 直線 1400 300 直線 1400 300

0 30 110 0 30 110 0 30 110

25 25 25 25 25 25 25 25 25

単線橋梁

（桁高2m）

複線高架橋

（桁高3.5m）

盛土

安
全

性
指

標
β

欧州解析法
既往評価式
提案評価式

曲線半径[m]

カント[mm]

徐行速度
[km/h]



134 

４．９節 本章のまとめ 

 

 本章では，信頼性理論を用いて鉄道車両の転覆に関わる力の不確かさを考慮し，横風に

対する鉄道車両の耐風性能評価を行った．まず，性能関数と安全性指標を定式化し，現行

基準値や既往評価式に基づく運転規制の安全性評価を行った．次に，許容安全性指標に基

づき部分係数を設定し，一定の安全性指標が得られる転覆限界風速の評価式を提案した．

最後に，提案評価式に基づく運転規制の 1 年あたりの安全性指標の評価を行った．得られ

た結果は，以下のとおりである． 

(1) 信頼性理論に基づき，鉄道車両の転覆に関する性能関数を定義し，その平均値，標準

偏差をもとに安全性指標を定式化した．定式化した性能関数と安全性指標の妥当性を

検証するために，2 つの検証を実施した．最初に，実測分布を用いたモンテカルロシ

ミュレーションを実施し，性能関数における各項の不確かさの正規分布近似の妥当性

を検証した．次に，営業路線における実車両の輪重測定データを用いて，性能関数の

平均値と独立仮定による標準偏差の妥当性を検証した．これらにより，定式化した性

能関数と安全性指標が妥当であることを確認した． 

(2) 風速基準値を固定した現行基準値に基づく運転規制と，風速基準値を総研詳細式で求

めた転覆限界風速に応じて可変にした既往評価式に基づく運転規制の 2 つの運転規制

について，速度規制に対する安全性指標と運転中止に対する安全性指標をそれぞれ評

価した．速度規制に対する安全性指標について，既往評価式に基づく運転規制では走

行速度による変動はあるものの，現行基準値に基づく運転規制に比べて評価条件の違

いによる変動が小さいことを示した．さらに，両運転規制において安全性指標が最小

となる条件をそれぞれ探索し，それらの条件における安全性指標を比較した結果，両

者は同程度の値となることがわかった．一方，運転中止に対する安全性指標について，

既往評価式に基づく運転規制では，徐行速度における安全性指標が非常に小さくなる

ことがわかった．これらより，既往評価式に基づく運転規制では，走行速度に依存し

て安全性指標が変動するという課題を明らかにした． 

(3) 評価条件によらず一定の安全性指標を得られるようにするために，目標とする許容安

全性指標を定めてコードキャリブレーションを行い，部分係数を用いた転覆限界風速

の評価式を提案した．提案評価式に基づく運転規制では，軌道条件や走行速度によら

ず一定の安全性指標となることを確認し，現行基準値や既往評価式に基づく運転規制

に比べて合理的な転覆限界風速の評価が可能であることを示した． 

(4) 提案評価式に基づき風速基準値を設定して運転規制を行った場合における，1 車両の 1
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年あたりの安全性指標を評価した．走行速度の頻度分布，自然風の風向角の頻度分布，

運転規制区間内での安全性指標の変動および 1 車両が 1 年あたりに運転規制に遭遇す

る頻度を考慮して，複数路線でパラメータスタディを行った．その結果，1 年あたり

の安全性指標は，速度規制に対する運転規制と運転中止に対する運転規制の両方にお

いて，いずれの路線でも 5 以上の値となった．そのため，提案評価式を用いて鉄道車

両の転覆限界風速を評価することで，十分に高い安全性で運転規制を行うことが可能

であることを示した． 
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第５章 結論 

 

５．１節 本章の目的 

 

 本章では，本研究のまとめについて述べる．５．２節では，第２章から第４章で得られ

た結果を本研究成果としてまとめる．５．３節では，本研究成果が列車運行の安定性に与

える効果を評価し，本研究の有用性を補足する．５．４節では，本研究に関する今後の展

望について言及する． 

 

 

５．２節 本研究成果のまとめ 

 

 本研究では，準定常風を対象として，信頼性理論を用いて横風に対する鉄道車両の耐風

性能評価を行った．研究では，三つの目的を設定した．一つめは，空気力係数の評価に関

するものであり，走行中の鉄道車両に適用する適切な空気力係数の評価方法を提案した．

二つめは，瞬間風速の評価に関するものであり，瞬間空気力を精度よく評価可能な瞬間風

速の評価方法を提案した．三つめは，鉄道車両の耐風性能の評価に関するものであり，信

頼性理論を用いて耐力と外力の不確かさを考慮した耐風性能評価を行い，転覆限界風速の

評価式を提案した．これらは第２章から第４章で述べられており，各章で得られた結論は

以下のとおりである． 

第２章では，空気力係数の評価方法の提案について述べた．まず，一様流中および乱流

中で風洞実験を実施し，風洞内の気流特性，車両の空気力係数および車体まわりの風圧力

を測定した．これにより，気流の違いが空気力に与える影響を明らかにした．次に，気流

特性と横力の関係のメカニズムを考慮して，一様流中の横力係数から乱流中のそれを予測

するモデルを構築した．既往手法で考慮される乱流効果を定式化してその予測精度を検証

した結果，既往モデルでは乱流中の横力係数を過大評価することを明らかにした．そこで，

気流の違いによる背面圧の変化を新たに考慮して既往モデルに追加した．その結果，過大

評価が改善され，乱流中の横力係数を精度よく予測できることを示した．最後に，提案モ

デルを用いて気流特性を考慮した走行車両にはたらく横力の予測を行い，車両の転覆限界

風速を評価した．その結果，日本の在来線の速度域である 0～120km/h においては，一様流

中の横力係数では転覆限界風速を過小評価すなわち安全側に評価，乱流中の横力係数では
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転覆限界風速を過大評価すなわち危険側に評価することを明らかにした．したがって，提

案モデルを用いて横力を予測することで，正確かつ合理的な転覆限界風速の評価が可能で

あるといえる．一方，欧州の高速鉄道の速度域である 200～360km/h においては，横力係数

の評価方法によらず転覆限界風速は同程度の値となることを示した．したがって，この速

度域においては，欧州規格で規定されている一様流の空気力係数を用いることは妥当であ

るといえる． 

第３章では，瞬間風速の評価方法の提案と各種力の不確かさの評価について述べた．実

物大車両模型を用いた空気力・風向風速測定試験の測定データを用いて，瞬間空気力と瞬

間風速の関係を評価し，適切な瞬間風速の評価方法を探索した．その結果，日本の鉄道で

一般的な瞬時値により瞬間風速を評価すると，車両にはたらく実測空気力を 1 割程度過大

評価することを明らかにした．一方，気象学や風工学の分野で一般的な 3 秒程度の時間平

均値で瞬間風速を評価すると，実測空気力と推定空気力が平均的に一致することを示した．

空気力推定値の不確かさは，風速の評価方法によらず変動係数で 10%程度であることを明

らかにした．さらに，空気力以外の車両の転覆に関わる力である重力，超過遠心力および

左右振動慣性力について，実測データに基づきそれぞれの不確かさを平均値と標準偏差と

して定量化した．重力については，実車両の検査データをもとに静止輪重のアンバランス

を考慮した．超過遠心力については，実軌道の検査データをもとにカントの設定値と実測

値との誤差を考慮した．左右振動慣性力については，実車両の走行試験データをもとに左

右振動加速度の標準偏差を走行速度の関数として定式化した． 

第４章では，耐力と外力の不確かさを考慮した鉄道車両の耐風性能評価について述べた．

最初に，信頼性理論を用いて，車両の転覆に対する性能関数と安全性指標を定式化した．

不確かさの実測分布を用いたモンテカルロシミュレーションおよび営業路線で実施した輪

重・風向風速測定試験の測定データによる検証を実施し，性能関数と安全性指標の妥当性

を確認した．二番目に，第３章で定量化したそれぞれの力の不確かさに基づき，現行基準

値や既往の転覆限界風速の評価式に基づく運転規制の安全性指標を評価した．その結果，

これらの運転規制では軌道条件や走行速度により安全性指標が変動することがわかった．

三番目に，許容安全性指標を設定してコードキャリブレーションを行い，部分係数を用い

た転覆限界風速の評価式を提案した．提案評価式に基づく運転規制の安全性を評価した結

果，軌道条件や走行速度によらずに一定の安全性指標が得られることを示した．最後に，

提案評価式に基づく運転規制の 1 年あたりの安全性指標を評価した．評価では，走行速度

の頻度分布，風向角の頻度分布，運転規制区間内での安全性指標の変動および運転規制へ

の遭遇頻度を考慮した．複数路線で 1 年あたりの安全性指標をパラメータスタディした結
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果，その値はいずれの路線でも 5 以上の値となり，提案評価式に基づく運転規制は十分に

高い安全性を有することを明らかにした． 

 

 

５．３節 本研究成果の補足 

 

 本研究の目的は，横風に対する鉄道車両の耐風性能を定量化し，強風時の運転規制にお

いて必要な安全性を安定的に確保できる転覆限界風速の評価式を提案することである．こ

れについては前章までに述べたところであるが，本節では補足として，本研究成果が列車

運行の安定性へ与える効果を示す．提案手法が転覆限界風速に与える影響を評価し，それ

による運転規制時間の変化を試算する． 

図 5.1 には，既往手法と提案手法により求められた転覆限界風速の差を示す．既往手法

では，空気力係数に乱流中の測定値，評価風速に瞬時値，転覆限界風速の評価式に総研詳

細式を用いた．提案手法では，空気力係数に第２章で提案したモデルによる予測値，評価

風速に第３章で提案した 3 秒平均値，転覆限界風速の評価式に第４章で提案した部分係数

による評価式を用いた．図中の改善項目において，「空気力係数①」は空気力係数のみを

改善した結果，「評価風速②」は評価風速のみを改善した結果，「評価式③」は評価式のみ

を改善した結果，「全項目①～③」は全ての項目を改善した結果である．転覆限界風速の

評価は，3 ケースでパラメータスタディを行った．評価条件は，次のとおりである．自然

風の風向角は，75 度とした．車両は，通勤型先頭車（表 4.3）とした．線路構造物は橋梁

（表 2.9）とした．軌道条件は，ケース 1が直線（最高速度 120km/h），ケース 2が曲線（半

径 1400m，カント 30mm，最高速度 120km/h），ケース 3が曲線（半径 300m，カント 110mm，

最高速度 65km/h）とした．空気力係数のみの改善では，どのケースも転覆限界風速が低く

なり，その低下量は最大で 1m/s 程度である．これは，既往手法で過小評価している空気力

を提案手法により改善したためである．評価風速のみの改善では，どのケースも転覆限界

風速換算で 2m/s 程度高くなる．これは，既往手法で過大評価している空気力を提案手法に

より改善したためである．なお，ここでは空気力の過大評価量を転覆限界風速の変化量に

換算して示したが，実運用上では転覆限界風速が向上するのではなく風速観測値が低下す

るということに注意されたい．評価式のみの改善ではケースごとに傾向が異なり，ケース

1 は転覆限界風速がほとんど変化せず，ケース 2 は 1m/s 程度向上，ケース 3 は 2m/s 程度低

下している．これは，既往評価式に基づく運転規制では，評価条件により安全性指標にば

らつきが生じることが原因である．ケース 1 の条件では，既往評価式と提案評価式で安全
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性指標が同程度であるため，結果として導出される転覆限界風速も同程度の値となる．ケ

ース 2 の条件では，既往評価式の方が提案評価式よりも安全性指標が高いため，結果とし

て提案評価式により導出した転覆限界風速の方が大きくなる．ケース 3 の条件では，提案

評価式の方が既往評価式よりも安全性指標が高いため，結果として提案評価式により導出

した転覆限界風速の方が小さくなる．全項目の改善では，ケース 1 は転覆限界風速が 1m/s

程度向上，ケース 2 は 2m/s 程度向上，ケース 3 は 1m/s 程度低下している．このように，

転覆限界風速の増減はケースごとに異なるが，軌道の最高速度が大きい条件では転覆限界

風速が向上し，逆に小さい条件では転覆限界風速が低下する傾向である．これは，既往評

価式に基づく運転規制において，走行速度が大きくなると安全性指標が高くなるためであ

る．一般的には走行速度の増加に伴い転覆限界風速は低下するため，通常は走行速度の大

きい軌道条件に依存して運転規制の風速基準値が決まる．したがって，現実的にはケース

1 やケース 2 のような条件により風速基準値が決まると考えられるため，提案手法を用い

ることで運転規制の風速基準値が向上すると期待される． 
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(a) ケース 1（直線，最高速度 120km/h） 

 

 

(b) ケース 2（曲線：半径 1400m，カント 30mm，最高速度 120km/h） 

 

 

(c) ケース 3（曲線：半径 300m，カント 110mm，最高速度 65km/h） 

図 5.1 既往手法と提案手法との転覆限界風速の差 
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図 5.2 には，風速基準値の変化が運転規制時間に与える影響の例を示す．評価には，４．

７節のパラメータスタディに用いた 4 路線の 1 年分の風速データを用いた．現行の風速基

準値である 20m/s をもとにして，それにより生じる運転規制時間を基準の 100%とした．図

5.1 で示した転覆限界風速の変化量に基づき，風速基準値を-1m/s から+2m/s の範囲で 1m/s

刻みで変化させ，それによる運転規制時間の変化量を示した．風速基準値が 1m/s 下がると

運転規制時間は約 50%増加し，逆に 1m/s 上がると 30%程度減少する．風速基準値が 2m/s

上がる場合には，運転規制時間の減少割合は約 60%となる．このように，風速基準値 1～

2m/s の変化が運転規制時間に大きく影響するため，列車運行において少しでも運転規制の

風速基準値を高くできればサービスレベルの向上に大きく寄与する．前述したとおり，提

案手法を用いることで風速基準値が向上すると期待されるため，本研究成果を用いること

により必要な安全性を確保しつつ列車運行の安定性の向上が可能であると考える． 

 

 

 

 

 

図 5.2 風速基準値の変化が運転規制時間に与える影響の例 
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５．４節 今後の展望 

 

 本研究では，第２章において，気流の違いによる車体まわりの風圧分布の変化を風洞実

験により明らかにした．しかし，得られた風圧分布は特定断面の車体壁面部に限定されて

おり，気流構造の空間分布については明らかになっていない．この課題を解決する方法と

しては，数値流体力学（例えば，Ferziger & Peric[64]）により風洞実験を再現し，車両まわ

りの気流特性や風圧の空間分布を連続的に可視化することが考えられる．これに関して，

野口・中出[65]は，風洞実験を模擬した数値シミュレーションを実施し，風洞実験で測定

した空気力係数を概ね再現できることを示した．しかし，車両まわりの風圧分布の検証は

行われていないため，上記課題を解決するためには風圧分布を検証したうえで，車両まわ

りの気流特性を可視化する必要がある．また，同文献では，格子点数が非常に多い数値モ

デルを生成してスーパーコンピューターにより計算を行っているが，実用性の観点からは

極力少ない格子点数で高精度に風洞実験を再現できることが望まれる．これらを解決する

ことで，一般の計算機を用いた実用的な数値モデルによる現象の解明が期待される． 

第４章では，準定常風を対象として，準静的解析による鉄道車両の耐風性能評価を行っ

た．一方で，非定常風が原因の鉄道事故として，日本では竜巻などの突風による転覆事故

がこれまでに複数発生している（古川・高橋[66]，航空・鉄道事故調査委員会[5], [67]）．こ

れに関して，鈴木ら[68]はドップラーレーダーを用いた突風に対する列車運転規制方法を

開発し，一部路線へ導入した．この方法を用いることで，空間スケールが小さく風速計で

は捉えることが難しい竜巻などの突風に対しても運転規制を行うことが可能になる．この

方法では，突風により車両にはたらく空気力を準定常風によるそれと同様に扱い，突風に

対する運転規制の風速基準値を定めている．しかし，非定常風に対しては，準静的解析で

は実現象を適切に評価できない可能性がある．例えば，日比野ら[69]は，縮尺模型を用い

た車両走行実験と動的解析モデルを用いた車両の時刻歴応答解析を実施し，風の立ち上が

り時間が短いときには実験や動的解析では準静的解析に比べて車両の応答が大きくなるこ

とを示した．この課題に対しては，今後，非定常風に対する鉄道車両の挙動を動的解析に

より再現し，その動的影響を定量化，体系化することで，非定常風に対する耐風性能評価

が可能になると期待される． 
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